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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第144期 第145期 第146期 第147期 第148期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

(1) 連結経営指標等 　 　 　 　 　

売上高 (百万円) 309,514 331,798 330,380 341,717 338,236

経常利益 (百万円) 8,271 8,514 2,427 10,104 7,603
当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △4,723 5,473 5,540 5,423 3,040

純資産額 (百万円) 101,021 109,103 105,133 107,540 100,574

総資産額 (百万円) 235,405 249,303 246,327 279,147 267,438

１株当たり純資産額 (円) 356.90 384.60 376.76 382.80 362.02
１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △16.66 19.10 19.60 20.06 11.23

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 19.05 19.52 20.02 11.22

自己資本比率 (％) 42.9 43.8 41.3 37.1 36.6

自己資本利益率 (％) △4.4 5.2 5.3 5.3 3.0

株価収益率 (倍) ― 39.5 30.8 26.6 43.2
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,270 1,865 3,343 16,030 15,183

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10,059 △9,262 11,092 △39,500 △11,798

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,553 △1,514 △3,610 29,844 △2,689

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 24,480 15,788 26,782 33,219 33,098

従業員数 (名) 5,721 6,024 5,771 5,761 5,774

(2) 提出会社の経営指標等 　 　 　 　 　

売上高 (百万円) 267,382 270,894 257,471 267,135 266,478

経常利益 (百万円) 5,295 6,453 1,630 10,171 6,590
当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △5,428 4,657 5,869 5,087 2,908

資本金 (百万円) 34,433 34,433 34,433 34,433 34,433

発行済株式総数 (株) 313,515,346313,515,346299,115,346299,115,346299,115,346

純資産額 (百万円) 90,320 96,819 89,421 90,874 88,536

総資産額 (百万円) 212,420 217,016 212,806 244,366 241,061

１株当たり純資産額 (円) 319.15 341.38 331.02 335.60 327.17

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

8

(4)

9

(4)

10

(5)

10

(5)

10

(5)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △19.04 16.33 20.76 18.81 10.75

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 16.28 20.68 18.77 10.73

自己資本比率 (％) 42.5 44.6 42.0 37.2 36.7

自己資本利益率 (％) △5.6 5.0 6.3 5.6 3.2

株価収益率 (倍) ― 46.2 29.0 28.4 45.1

配当性向 (％) ― 54.7 47.2 53.2 93.0

従業員数 (名) 2,467 2,502 2,494 2,496 2,480
(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第
144期においては、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

３　第146期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　
企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基
準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

４　第146期から改正後の「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年
１月31日　企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会　最終改正平成18年１月31日　企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

　

EDINET提出書類

ライオン株式会社(E00991)

有価証券報告書

  2/158



２ 【沿革】
当社は、昭和55年１月１日「ライオン歯磨株式会社」と「ライオン油脂株式会社」が対等合併し、「ライ
オン株式会社」として発足いたしました。

創業から合併以前の二社の時代、及び合併してライオン株式会社になってからの主な経過は次のとおり

であります。
　
年月 概要

明治24．10
 
29．７
43．12
 

初代小林富次郎が神田柳原河岸の店舗(小林富次郎商店)にて、石鹸・燐寸の原料と石鹸の製造販売を開
始。
初めて良質粉歯磨の製造を開始し、これを「獅子印ライオン歯磨」と名づける。
合資会社ライオン石鹼工場を設立。

(以下、左欄はライオン歯磨株式会社に関する沿革を記載し、右欄はライオン油脂株式会社に関する沿革を記載する。)

年月 ライオン歯磨株式会社 年月 ライオン油脂株式会社

大正７．９
 
 
 
 

昭和24．２
 
24．５

 
36．６

 
38．11

 
 

39．９
41．５

 
 

44．４
 
 
 

46．11
 

49．６
50．11

 
 

53．１
 

小林富次郎商店を改組して、株式会社小林商店
設立。
 

株式会社小林商店をライオン歯磨株式会社と
商号変更。
東京証券取引所に上場。

ライオン不動産株式会社(現在のライオンビジ
ネスサービス株式会社)設立。
ライオンサービス株式会社(現在のライオン流
通サービス株式会社)設立。

小田原工場竣工。
大阪証券取引所市場第一部に上場。
（平成19年12月上場廃止）

明石工場竣工。

ライオン油脂株式会社と共同で小田原に生物
実験センターを完成。
小田原に新研究所竣工。
マコーミック社と共同出資でライオンマコー
ミック株式会社設立。
（平成19年７月清算結了）
ライオン油脂株式会社と共同出資でライオン
製品株式会社設立。

大正８．８
 

昭和11．４
15．９

 
16．２

 
24．５
35．11

 
 

38．11
 
 

39．11
42．12

 
43．10
44．９

 
46．２

 
46．11

 

 
53．１

 
54．５

 

合資会社ライオン石鹼工場を改組して、ライオ
ン石鹼株式会社を設立。
平井工場(旧東京工場)竣工。
ライオン石鹼株式会社をライオン油脂株式会
社と商号変更。
ライオン石鹼東京配給株式会社(現在のライオ
ン商事株式会社)設立。
東京証券取引所に上場。
リード石鹼株式会社(昭和42.７ライオン販送
株式会社と改称、現在のライオン流通サービス
株式会社)設立。
アーマー社等と共同出資でライオン・アー
マー株式会社(現在のライオン・アクゾ株式会
社)設立。
川崎工場竣工。
サハ社と共同出資で泰国獅王油脂有限公司(現
在の泰国獅王企業有限公司)設立。
大阪工場竣工。
九州ライオン石鹼株式会社を吸収合併(旧九州
工場)。
ライオンエンヂニアリング株式会社(現在のラ
イオンエンジニアリング株式会社)設立。
ライオン歯磨株式会社と共同で小田原に生物
実験センターを完成。 

ライオン歯磨株式会社と共同出資でライオン
製品株式会社設立。
出光石油化学株式会社と共同出資でカルプ工
業株式会社設立。

54．６
 

ライオン歯磨株式会社とライオン油脂株式会社が昭和55年１月に対等合併し、ライオン株式会社となる旨の
合併契約書に調印。

(以下、ライオン株式会社に合併してからの沿革を記載する。)

年月 ライオン株式会社の概要

昭和55．１ ライオン株式会社発足。
55．４ブリストル・マイヤーズ社と共同出資でブリストルマイヤーズ・ライオン株式会社設立。
56．11小田原工場内に薬品工場竣工。
57．３獅王家庭用品(シンガポール)有限公司設立(現在の獅王企業(シンガポール)有限公司)。
57．８千葉工場竣工。
57．11ライオン化学株式会社(現在のライオンケミカル株式会社)設立。
60．７藤沢薬品工業株式会社より芳香剤等ホームケア用品の製造販売権を取得。
61．１ライオンサービス株式会社とライオン販送株式会社が合併し、ライオン流通サービス株式会社発足。

平成元．２ ライオンオレオケミカル株式会社設立。
５．１ アンネ株式会社を吸収合併。
12．12九州工場閉鎖。
14．２伊勢原工場閉鎖。
15．７川崎工場閉鎖。
15．12ライオンオレオケミカル株式会社がライオン化学株式会社に営業譲渡し、ライオンケミカル株式会社発足。
16．12

18．10
19．６
19．７

中外製薬株式会社より一般用医薬品事業ならびに韓国CJ Corp.より生活化学品事業を取得(現在のCJライオ
ン株式会社)。
東京工場閉鎖。
ライオンエコケミカルズ有限公司をマレーシアに設立。
米国ブリストル・マイヤーズ　スクイブ社より鎮痛解熱剤の日本及びアジア・オセアニア地域（中国等の一
部国・地域を除く）における商標権を取得。それに伴い、ブリストル・マイヤーズ社との合弁契約を解消し、
ブリストルマイヤーズ・ライオン株式会社を解散。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、子会社26社及び関連会社15社で構成され、ヘルスケア、ハウスホールド、及び化

学品の製造販売を主な内容とし、更に各事業に関連する物流その他のサービス等の事業活動を行っており

ます。
　
当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。

(ヘルスケア事業)

主として当社が製造または購入し、代理店・特約店を通じて販売されております。ライオンケミカル㈱

(連結子会社)は、当社に原料と商品を提供しております。また、ライオンパッケージング㈱(連結子会社)

は、当社に商品を提供しております。

なお、歯科材料等については、ライオン歯科材㈱(連結子会社)が当社より購入し、販売しております。ま

た、ライオン・フィールド・マーケティング㈱(連結子会社)及びレオフィールド㈱(連結子会社)が当社

等の販売促進活動業務を行っております。

海外においては、泰国獅王企業有限公司(連結子会社)、CJライオン㈱(連結子会社)及び獅王日用化工

(青島)有限公司(連結子会社)が製造・販売を、獅王家庭用品(国際)有限公司(連結子会社)及び獅王企業

(シンガポール)有限公司(連結子会社)が、当社及び泰国獅王企業有限公司(連結子会社)ならびに獅王日

用化工(青島)有限公司(連結子会社)より商品・製品の一部を購入し、販売しております。

(ハウスホールド事業)

主として当社が製造または購入し、代理店・特約店を通じて販売されております。ライオンパッケージ

ング㈱(連結子会社)は、製造を一部担当しております。また、ライオンケミカル㈱(連結子会社)、一方社油

脂工業㈱(連結子会社)及びライオン・アクゾ㈱(持分法適用関連会社)は、当社に原料を提供しておりま

す。

　なお、厨房用洗浄剤等は、ライオンハイジーン㈱(連結子会社)が、ペットフード・ペット用品は、ライオ

ン商事㈱(連結子会社)が一部を当社より購入し、販売しております。また、ライオン・フィールド・マー

ケティング㈱(連結子会社)及びレオフィールド㈱(連結子会社)が当社の販売促進活動業務を行っており

ます。

海外においては、泰国獅王企業有限公司(連結子会社)及びCJライオン㈱(連結子会社)が製造・販売を、

獅王家庭用品(国際)有限公司(連結子会社)及び獅王企業(シンガポール)有限公司(連結子会社)が、当社

及び泰国獅王企業有限公司(連結子会社)より商品・製品の一部を購入し、販売しております。

(化学品事業)

化学品は、当社及び一方社油脂工業㈱(連結子会社)が製造または購入し、代理店を通じて販売されてお

ります。ライオンケミカル㈱(連結子会社)、ライオンパッケージング㈱(連結子会社)、一方社油脂工業㈱

(連結子会社)及びライオン・アクゾ㈱(持分法適用関連会社)は、製造を一部担当し当社に供給しており

ます。

(その他の事業)

その他の事業として、ライオンエンジニアリング㈱(連結子会社)が当社等の設備の設計、施工、保全業

務を、ライオン流通サービス㈱(連結子会社)が当社等の商品・製品の運送、保管業務を、ライオンビジネ

スサービス㈱(連結子会社)が当社等の不動産・保険関係業務及び福利厚生業務を行っております。また、

これらの業務のうち、ヘルスケア事業、ハウスホールド事業及び化学品事業に関連するものについては、

その内容に応じてそれぞれの事業に振り分けております。
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事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

　

名称 住所
資本金
(百万円)

事業内容

議決権に
対する
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任

資金援助
営業上の
取引

設備の
賃貸借等当社

役員
(名)

当社
従業員
(名)

ライオン
エンジニアリング㈱

東京都墨田区 100その他の事業 100.0 1 9 なし
当社設備等
の建設及び
保守管理

事務所の
一部賃貸

ライオンケミカル㈱
※１

東京都墨田区 7,800

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業
化学品事業

100.0 4 9 貸付金
原料・商品
の仕入

事務所・
土地の一
部賃貸借

ライオン歯科材㈱ 東京都墨田区 10ヘルスケア事業 100.0 ― 5 なし
当社製商品
の販売

事務所の
賃貸

ライオン商事㈱ 東京都墨田区 240
ハウスホールド
事業

100.0 3 5 貸付金
当社製商品
の販売

事務所の
一部賃貸

ライオン
ハイジーン㈱

東京都墨田区 300
ハウスホールド
事業

100.0 4 7 なし
当社商品の
販売及び商
品の仕入

事務所・
倉庫の
一部賃貸

ライオン
パッケージング㈱

千葉県市原市 180

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業
化学品事業

100.0 ― 8 貸付金
材料・商品
の仕入

土地の一
部賃貸

ライオン
ビジネスサービス㈱

東京都墨田区 490その他の事業 100.0 1 4 なし
賃貸物件の
斡旋依頼及
び保険付保

事務所の
一部賃貸
借

ライオン・　　
フィールド・
マーケティング㈱

東京都墨田区 50
ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業

100.0 1 7 なし
販売促進活
動業務の委
託

事務所の
一部賃貸

ライオン
流通サービス㈱

東京都墨田区 40その他の事業 100.0 3 6 なし
当社製商品
の輸送・保
管

事務所の
一部賃貸

レオフィールド㈱ 東京都墨田区 50
ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業

100.0 1 8 なし
販売促進活
動業務の委
託

事務所の
一部賃貸

ライオン
コーディアル
サポート㈱

東京都墨田区 20その他の事業 100.0 ― 5 なし
一般労働者
の派遣

事務所の
賃貸

㈱イシュア 東京都港区 20ヘルスケア事業 100.0 ― 5 なし ―
事務所の
一部賃貸

一方社油脂工業㈱ 兵庫県小野市 200
ハウスホールド
事業
化学品事業

76.7 2 6 貸付金

当社製商品
の販売及び
原料・商品
の仕入

―

獅王家庭用品(国際)
有限公司　　　※４

中華人民共和国
(香港)

千香港ドル

12,000

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業

100.0 1 3 なし
当社製商品
の販売

―

獅王企業
(シンガポール)
有限公司

シンガポール
千シンガポール

ドル

9,000

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業

100.0 1 3 なし
当社製商品
の販売

―

ライオンエコケミカ
ルズ有限公司

マレーシア
千マレーシア

ドル
 90,000

化学品事業 100.0 1 3 なし ― ―
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名称 住所
資本金
(百万円)

事業内容

議決権に
対する
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任

資金援助
営業上の
取引

設備の
賃貸借等当社

役員
(名)

当社
従業員
(名)

ＣＪライオン㈱ 大韓民国
千韓国ウォン
5,000,000

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業
化学品事業

81.0 1 4 なし
当社製商品
の販売及び
商品の仕入

―

獅王日用化工

(青島)有限公司
中華人民共和国 723ヘルスケア事業 85.7 1 5 なし

当社製商品
の販売及び
商品の仕入

―

泰国獅王企業
有限公司

タイ
千バーツ

300,000

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業

51.0 3 5 なし
当社製商品
の販売及び
商品の仕入

―

獅王広告有限公司
中華人民共和国
(香港)

千香港ドル

100

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業

※２
100.0
(100.0)

― 3 なし ― ―

獅王工業股?
有限公司

台湾
千台湾ドル

218,150

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業
化学品事業

53.8 3 4 なし
当社製商品
の販売及び
商品の仕入

―

獅王日化貿易
(上海)有限公司

中華人民共和国 100ヘルスケア事業 100.0 1 2 なし
当社製商品
の販売及び
商品の仕入

―

　

(2) 持分法適用関連会社

　

名称 住所
資本金
(百万円)

事業内容

議決権に
対する
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任

資金援助
営業上の
取引

設備の
賃貸借等当社

役員
(名)

当社
従業員
(名)

ライオン・アクゾ㈱ 三重県四日市市 1,000

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業
化学品事業

50.0 2 3 なし
脂肪酸窒素
誘導体等の
購入

事務所の
一部賃貸

ケッチェン・ブラッ
ク・インターナショ
ナル㈱

東京都墨田区 50化学品事業
※３
―

[66.6]
2 2 なし

帯電防止剤
・カーボン
の購入

―

カルプ工業㈱ 東京都千代田区 100化学品事業 50.0 2 3 なし
特殊複合合
成樹脂の購
入

―

サザンライオン有限
公司

マレーシア
千マレーシア

ドル

22,000

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業

50.0 1 2 なし
当社製商品
の販売及び
商品の仕入

―

㈱プラネット 東京都港区 436その他の事業 16.1 1 ― なし VANの利用 ―

プラネット物流㈱ 東京都港区 240その他の事業 20.8 1 1 なし
当社製商品
の輸送・保
管

―

ピーティーライオン
ウイングス

インドネシア
百万ルピア

64,062

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業

48.0 1 3 なし
当社製商品
の販売及び
商品の仕入

―

(注)※１　ライオンケミカル㈱は特定子会社であります。
※２　獅王広告有限公司の議決権は獅王家庭用品(国際)有限公司が所有しております。
※３　ケッチェン・ブラック・インターナショナル㈱の議決権は、ライオン・アクゾ㈱が所有しております。
※４　獅王家庭用品(国際)有限公司は、平成21年３月より、獅王(香港)有限公司に社名変更しております。
５　㈱プラネットは、有価証券報告書を提出しております。なお、㈱プラネット以外の上記連結子会社及び持分法
適用関連会社は有価証券届出書及び有価証券報告書を提出しておりません。

６　議決権に対する所有割合の(　)内は間接所有割合で内数であります。また、［　］内は緊密な者等(関連会社)の
所有割合で外数であります。

７　上記以外に小規模な持分法適用非連結子会社が２社、持分法適用関連会社が２社あります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ヘルスケア事業 2,297

ハウスホールド事業 2,443

化学品事業 572

その他の事業 197

全社(共通) 265

合計 5,774

(注)　従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人)
平均年齢 平均勤続年数

平均年間給与(円)
(歳) (月) (年) (月)

2,480 43 1 20 0 7,183,163

(注) １　従業員は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

提出会社及び一部子会社では労働組合が組織されております。なお、労使関係は安定しており特記すべ

き事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、米国金融危機に端を発した経済情勢の世界的な悪化の影響を受け、期

後半から景気の後退が深刻さを増し、企業収益が大幅に減少するとともに個人消費にも冷え込みがみら

れるなど厳しい状況にありました。

　当社グループが主に事業を展開する国内日用消費財業界は、原材料価格が上昇する中、店頭での激しい

販売競争が依然として続き、厳しい事業環境にありました。

　このような事業環境下にあって、当社グループは、「企業価値の向上」を目指した中期経営計画「VIPⅡ

(ブイアイピーツー)09計画」のもと、収益基盤の強化と環境対応先進企業を目指した活動に取り組みま

した。収益基盤の強化として、国内では、成長市場に新製品を投入し重点ブランドの強化に努めるととも

に、お客様に新しい価値を提案する新製品を導入しました。また、平成21年６月施行の改正薬事法を視野

に入れ、オーラルケア、ビューティケア事業分野と薬品事業分野の営業組織統合を行いました。海外では、

各国共通ブランドの品ぞろえの拡充や改良による拡売に努めました。加えて、マレーシアにパーム油を原

料とする植物由来の界面活性剤「MES(エムイーエス)（アルファスルホ脂肪酸メチルエステル塩）」の

製造工場を建設し、次期の事業開始に向けた準備を進めました。また、製造原価の低減や生産管理サイク

ル短縮による在庫削減等のコストダウン施策に取り組みました。環境対応先進企業を目指した活動とし

て、平成21年までの当社グループの「環境中期３ヵ年計画」にもとづき、温暖化ガス排出量削減、製品を

通じた環境配慮等の「ECO　LION(エコ　ライオン)」活動を推進しました。

以上のような経営努力を傾注いたしましたが、当連結会計年度の業績は、海外事業で為替の急激な変動

等の影響を受け、売上高3,382億３千６百万円（前年同期比1.0％減）、営業利益は、コストダウン額を上

回る原材料価格の上昇等により82億７千７百万円（同7.1％減）、経常利益は、持分法による投資利益の

減少等により76億３百万円（同24.8％減）、当期純利益は、投資有価証券の評価損を計上し30億４千万円

（同43.9％減）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ヘルスケア事業

　当事業の売上高は、1,363億８千４百万円（前年同期比0.7％増)となりました。営業利益は、製造原価低

減等により、79億２千８百万円（同46.4％増）となりました。

　

（オーラルケア事業分野） 

　当事業分野では、主力の「デンターシステマ」シリーズに歯磨、歯刷子、口中剤等の新製品や改良品を導

入し100億円ブランドに育成しました。また、拡大が続く高付加価値歯磨分野で歯槽膿漏予防の「デント

ヘルス」シリーズの品ぞろえを強化し重点育成に努めました。

　歯磨は、「デンタークリアMAX(マックス)」、「デンターシステマEX(イーエックス)」が好調に推移する

とともに、知覚過敏のしみる症状と歯槽膿漏を防ぐ「デントヘルス薬用ハミガキ しみるブロック」を新

発売し、全体では売上を堅調に伸ばしました。

　歯刷子は、主力の「ビトイーン」や改良発売した超極細毛の「デンターシステマ」が堅調に推移しまし

たが、旅行用の「エルパック」が伸びなやみ、全体では前年同期比横ばいの売上となりました。

　口中剤は、殺菌成分が歯周病菌や口臭原因菌の巣の内部まで浸透殺菌する「デンターシステマEX(イー
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エックス)デンタルリンス」を新発売し、前年同期の売上をかなり上回りました。

　また、お口の健康をサポートするチューインガム「MEDISH(メディッシュ)」を新発売し、事業分野の領

域拡大に取り組みました。

　歯科材料は、美白歯磨「Brilliant more (ブリリアント モア)」を新発売するなど、全体では売上を堅

調に伸ばしました。

　また、海外では、タイの「システマ」歯刷子、洗口液が好調に推移し、全体の売上は前年同期を大幅に上

回りましたが、為替変動の影響を受け、円貨換算では前年同期を下回りました。

　以上の結果、当事業分野の売上高は、549億４千２百万円（前年同期比1.6％増）となりました。

　

（ビューティケア事業分野） 

　当事業分野では、収益力強化に向けて重点ブランドの強化と新規市場の開拓に取り組みました。重点ブ

ランド「キレイキレイ」を清潔習慣ブランドとして強化するために、新分野新製品の導入や販売促進活

動の強化を行いました。また、スキンケアの新ブランド「BATHTOLOGY(バストロジー)」の導入・育成、機

能性食品分野の「ナイスリムエッセンス ラクトフェリン」の育成により新規市場の開拓を進めました。

　シャンプー、リンスは、男性向けブランド「PRO TEC(プロ テク)」の品ぞろえを強化するとともに、フケ

・かゆみを防ぐ薬用シャンプー・コンディショナー「オクト serapie(セラピエ)」を新発売し、全体の

売上は前年同期比微増となりました。

　ハンドソープは、「キレイキレイ薬用泡ハンドソープ」が好調に推移する中、水を使わず手軽に使える

「キレイキレイ薬用泡で出る消毒液」を新発売し、全体では前年同期の売上を大幅に上回りました。

　ボディソープは、クリーミィな泡で入浴後の乾燥から肌を守る「BATHTOLOGY(バストロジー) 泡のボ

ディケアウォッシュ」を新発売し、前年同期の売上を上回りました。

　制汗剤は、携帯サイズの「バン デオドラントミスト」を新発売しましたが、主力の「バン デオドラン

トパウダースプレー」が市場規模縮小の影響を受け、全体の売上は伸びなやみました。

　また、乳由来のラクトフェリンが腸まで届く「ナイスリムエッセンス ラクトフェリン」（通信販売商

品）がお客様のご好評を得て、機能性食品分野の売上が拡大しました。

　また、海外では、タイの「植物物語」ボディソープや韓国の「キレイキレイ」ハンドソープが好調に推

移し、全体の売上は前年同期をかなり上回りましたが、為替変動の影響を受け、円貨換算では伸びなやみ

ました。

　以上の結果、当事業分野の売上高は、354億８千４百万円（前年同期比1.4％増）となりました。

　

（薬品事業分野）

　当事業分野では、主力ブランド「バファリン」、「スマイル」等の育成を進めました。また、血圧が高い

人に向けた特定保健用食品「トマト酢生活 トマト酢飲料」を通信販売で新発売するとともに、大人のニ

キビ・肌あれを改善する内服薬「ペアＡ錠」を新発売し、新規市場開拓に取り組みました。

　鎮痛解熱剤は、主力の「バファリンＡ」で販売促進活動を積極的に推進しましたが、競争激化の影響を

受け、全体の売上は前年同期を下回りました。

　アイケア剤は、「スマイル40」シリーズが好調に推移する中、コンタクト装着中の目のかわきに優れた

効果を発揮する目薬「スマイルコンタクト ドライテクト」を新発売し、全体の売上は前年同期を大幅に

上回りました。

　外用消炎鎮痛剤は、主力の「ハリックス55EX(イーエックス)」シリーズが好調に推移し、全体の売上は

前年同期を大幅に上回りました。

　ビタミン含有保健薬は、栄養ドリンク剤「グロンサン」、「新グロモント」の販売促進活動を強化し、売

上は好調に推移しました。
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　殺虫剤は、主力のくん煙剤の市場規模縮小等の影響を受け、売上は前年同期を下回りました。

　以上の結果、当事業分野の売上高は、459億５千６百万円（前年同期比0.9％減）となりました。

②ハウスホールド事業 

　当事業の売上高は、為替変動の影響を受け、1,635億４千１百万円（前年同期比2.9％減)となりました。

営業損益は、製造原価の低減等に取り組みましたが、原材料価格上昇等の影響を受け、７億２千５百万円

（同76.8％減）となりました。

　

（ファブリックケア事業分野）

　当事業分野では、洗濯用洗剤と柔軟剤の成長市場に主力ブランド「トップ」、「ソフラン」の高付加価

値製品を開発・導入し重点育成に努めました。

　洗濯用洗剤は、粉末洗剤の市場規模が縮小する中、優れた洗浄力と環境へのやさしさを両立した「トッ

プ」の売上は横ばいで推移しました。成長する液体洗剤市場に新発売した天然ハーブの香りが着るとき

まで長続きする「香りつづくトップ」がご好評をいただくとともに、改良発売したおしゃれ着洗いの

「アクロン」が順調に推移し、全体では前年同期を上回る売上となりました。

　漂白剤は、主力の「手間なしブライト」が順調に推移しましたが、市場規模縮小の影響により、全体では

前年同期比横ばいの売上となりました。

　柔軟剤は、高い防臭効果で、ここちよい香りが長続きする「香りとデオドラントのソフラン」を改良発

売し、お客様のご好評を得て好調に売上を伸ばし、全体の売上は前年同期を上回りました。

　また、海外では、タイの洗濯用洗剤が好調に推移するなど全体の売上は前年同期を上回りましたが、為替

変動の影響を受け、円貨換算では前年同期を下回りました。

　以上の結果、当事業分野の売上高は、1,165億７千２百万円（前年同期比1.8％減）となりました。

　

（リビングケア事業分野）

　当事業分野では、台所用洗剤で食器洗い機専用洗剤等の成長市場に新製品を導入するとともに、健康で

バランスのよい食生活のためのブランドに一新した調理関連品「リード」シリーズの育成に努めまし

た。

　台所用洗剤は、まな板とスポンジの除菌ができる「CHARMY(チャーミー) 泡のチカラ 除菌エクストラク

リーン」、食器洗い機専用洗剤「CHARMY(チャーミー) クリスタ ジェル」を新発売しましたが、競争激化

の影響を受け、全体の売上は伸びなやみました。

　住居用洗剤は、黄ばみやニオイの原因である尿石汚れまで溶かして落とす「トイレのルック消臭

EX(イーエックス)」を新発売しましたが、市場規模縮小等の影響を受け、全体では前年同期の売上を下回

りました。

　調理関連品は、水分・油分の吸収性に優れ、さまざまなヘルシーメニューが作れる「リード ヘルシー

クッキング ペーパー」や「リード ヘルシークッキング シート」等を改良発売し、新規需要の拡大に努

めお客様にご愛顧をいただきましたが、競争激化により全体の売上は伸びなやみました。

　また、海外では、タイ、韓国の台所用洗剤が順調に推移し、全体の売上は前年同期をかなり上回りました

が、為替変動の影響を受け、円貨換算では伸びなやみました。

　以上の結果、当事業分野の売上高は、469億６千９百万円（前年同期比5.5％減）となりました。

　

③化学品事業

　当事業は、世界的な景気後退や原材料価格の上昇など厳しい事業環境の中、収益改善に向けて、高機能製
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品の重点育成、製品構成の見直し、販売価格の改定等に取り組みました。

　売上高は、314億７千４百万円（前年同期比3.0％減）、営業損益は、６億５百万円の営業損失（前年同期

は１億６千３百万円の営業損失）となりました。

　

［主要製品分野の状況］ 

　界面活性剤と脂肪酸窒素誘導体は、洗剤用途の国内向けが伸びなやみ、全体の売上は前年同期を下回り

ました。

　脂肪酸メチルエステルは、海外向けアルコール原料用途が伸びなやみましたが、国内向け食品用途が堅

調に推移し、全体の売上は前年同期を上回りました。

　導電性カーボンは、国内向け電池用途や海外向けコンパウンド原料用途等が伸びなやみ、全体として売

上は前年同期を下回りました。

　

④その他の事業

　当事業の売上高は、建設請負事業で完成工事高が増加したことにより、68億３千６百万円（前年同期比

27.5％増）、営業利益は、競争激化等により２億４千１百万円（同52.1％減）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本） 

　国内において、成長市場に新製品を投入し、「デンターシステマ」、「トップ」、「ソフラン」等の重点

ブランドの強化に努めたことにより、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は2,912億１千５百万

円（前年同期比1.2％増）となりました。

　原材料価格上昇の影響を大きく受けましたが、製造原価低減等のトータルコストダウン施策を推進した

ことなどにより、営業利益は76億８千９百万円（同4.3％増）となりました。

　　

（アジア） 

　泰国獅王企業有限公司（タイ）において、洗濯用洗剤やボディソープが好調に推移したこと、及びCJラ

イオン㈱（韓国）において洗濯用洗剤や台所用洗剤が順調に推移したことなどにより、全体の売上は前

年同期を上回りましたが、為替の急激な変動等の影響を受け、円貨換算の売上高（セグメント間の内部売

上高を含む）は494億２千２百万円（前年同期比12.5％減）となりました。

　営業利益は、原材料価格高騰の影響を受け、６億２百万円（同47.8％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、当連結会計年度期首に比べ、

現金及び現金同等物に係る換算差額を含めて１億２千１百万円の資金の減少（前連結会計年度は64億３

千７百万円の資金の増加）となり、当連結会計年度末残高は330億９千８百万円となりました。 
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営業活動によるキャッシュ・フローは、退職給付引当金の減少等による資金の減少はありましたが、税

金等調整前当期純利益、減価償却費、仕入債務の増加等による資金の増加の結果、151億８千３百万円の資

金の増加（前連結会計年度は160億３千万円の資金の増加）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、「MES（アルファスルホ脂肪酸メチルエステル塩）」の事業化

に向けた設備投資による支出等により、117億９千８百万円の資金の減少（前連結会計年度は395億円の

資金の減少）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済、配当金の支払等による支出の結果、26億８千

９百万円の資金の減少（前連結会計年度は298億４千４百万円の資金の増加）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

ヘルスケア事業 98,797 99.7

ハウスホールド事業 135,647 101.3

化学品事業 18,054 90.2

その他の事業 ─ ─

計 252,499 99.8

(注)　金額は生産者販売価格で算出しており、消費税等は含んでおりません。

　

(2) 受注状況

受注生産は行っておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

ヘルスケア事業 136,384 100.7

ハウスホールド事業 163,541 97.1

化学品事業 31,474 97.0

その他の事業 6,836 127.5

計 338,236 99.0

(注) １　セグメント間の内部取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱パルタック 50,525 14.8 63,223 18.7

㈱あらた 56,516 16.5 56,717 16.8

３　金額は消費税等を含んでおりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1)当社グループの対処すべき課題

世界的な景気後退の影響を受け、当社グループを取り巻く事業環境は今後一層厳しさを増すものと予

想されます。

このような中、企業価値の向上を目指す当社グループの重要課題は、

１.「新・快適生活産業分野No.1企業に向けた成長基盤の強化」

２.「安定的な収益実現のための基盤の確立」

３.「環境対応先進企業を目指した活動の充実」

と認識しております。

　第１の課題である「成長基盤の強化」につきましては、製品開発・企画力の強化、流通構造や競争環境

の変化に対応した販売体制の確立、マーケティング投資のさらなる重点化を進め、主力製品のブランド力

向上に取り組んでまいります。また、今後需要拡大が見込めるアジア各国において、各分野における事業

の拡大を目指してまいります。さらに、前期に取得した「バファリン」ブランドの強化や、MES(エムイー

エス)事業の円滑な立ち上げに取り組んでまいります。

　第２の課題である「収益基盤の確立」につきましては、原材料価格の動向や株式市況等がなお先行き不

透明であることから、これらの損益変動要因に耐えうる収益構造を構築することが必要であると考えて

おります。高付加価値製品の導入・育成や競争費用の効率化とあわせ、製造原価低減や在庫水準の引き下

げ等のトータルコストダウン施策をより一層強化し、収益構造改革に取り組んでまいります。

　第３の課題である「環境対応の充実」につきましては、温暖化ガス排出量削減、製品を通じた環境配慮

等からなる環境保全活動である「ECO LION(エコ ライオン)」活動の取組みをさらに強化してまいりま

す。また、当社グループの「環境中期３ヵ年計画」、さらに、「エコ・ファースト制度（環境省が推進する

企業の環境保全に関する取組み目標の宣言制度）」にもとづき設定した目標の達成に向け施策を展開し

てまいります。当社グループはこれらのさまざまな環境保全活動に継続して取り組み、持続可能な循環型

社会の実現に向け幅広く貢献してまいります。

　

(2)株式会社の支配に関する基本方針

当社は、平成21年２月６日に開催された取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配す

る者の在り方に関する基本方針（以下、「基本方針」といいます。）の改定を決議いたしました。

　

① 基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念及び企業価値の源泉並びに

当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共同の

利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが必要と考えております。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基

づいて行われるべきものと考えております。また当社は、当社株式について大規模買付行為がなされる場

合、当社の企業価値の向上や株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するべきではないと考え

ております。

　しかしながら、株式の大規模買付行為の中には係る行為の目的等が当社の企業価値・株主共同の利益を

明白に侵害するおそれのあるもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、当社の取締役

会や株主に対して当該行為に係る提案内容や代替案等を検討するための十分な時間や情報を与えないも

のなど、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれのあるものも想定されます。

　当社は、このような企業価値・株主共同の利益に資さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付行為に対しては、必

要かつ相当な措置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共同の利益を確保する必

要があると考えております。

　　

② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

・当社の企業理念 

　当社は、1891年の創業以来、長きにわたり人々の健康と清潔で快適な暮らしに役立つ優良製品の提供を
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通じ、社会に貢献することを目指してまいりました。製品開発にあたっては、弛まぬ技術革新への挑戦に

より日本初の食器・野菜専用洗剤による公衆衛生への貢献、歯磨においては日本初となるラミネート

チューブの開発、フッ素入り歯磨の発売など常にそれぞれの時代におけるお客様満足の向上を考え、画期

的な技術、製品を導入してまいりました。 

　また、環境保全への取組みは、当社洗浄剤事業の技術革新の歴史でもありました。日本初の高性能無リン

洗剤の開発による河川・湖沼の水質の改善、洗浄成分の主原料を植物由来とする洗剤の開発によるCO2の

排出削減への貢献など事業を通じた環境問題の取組みについて重要な使命と捉え継続的に注力してまい

りました。

　さらに、『「愛の精神の実践」を経営の基本とし、人々の幸福と生活の向上に寄与する』との社是の下、

当社は社会貢献にも積極的に取り組んでまいりました。創業間もない1900年には、慈善券付の歯磨を発

売、その売上からの寄付により多くの孤児院が設立されました。そして大正年間には、わが国初となる本

格的な口腔衛生啓発活動を開始しております。こうした社会奉仕の理念は、現在も当社に受け継がれ、今

日の様々な社会貢献活動につながっております。

　このような一貫した「企業理念に基づく事業活動」の継続により、現在の当社事業は、歯磨、歯刷子、洗

剤、ハンドソープなどの日用品、鎮痛解熱剤、目薬などの一般用医薬品等、生活に欠かすことのできない製

品分野にわたり、事業展開エリアもアジア主要各国に広がりました。様々なカテゴリー、そして国々で、当

社の主要ブランドは多くのお客様からご愛顧をいただき、当社の企業価値の源泉になっていると考えて

おります。

　

・現在の取組み

　現在当社が取り組んでおります2005年から2009年までの５ヵ年を期間とする中期経営計画「VIPⅡ09計

画」におきましても、企業価値の源泉であるブランド価値の向上を軸とした事業基盤のさらなる強化を

推進しております。日用品・一般用医薬品・機能性食品からなる事業領域を「新・快適生活産業分野」

と位置付け、この事業領域において存在意義の高い企業として永続的に発展することを目指し、コアブラ

ンドの強化、機能性食品事業の育成など当社の強みを活かした事業拡充を推進しております。また、グ

ローバルレベルでの競争の激化や原材料市況の激変に対応すべくグループ一体となったトータルコスト

ダウンの推進などを強化する一方、「バファリン」ブランド等の商標権取得、植物由来の界面活性剤

「MES」(アルファスルホ脂肪酸メチルエステル塩)の外販事業化推進など将来の事業領域拡大、収益力向

上を視野に入れた投資も行っております。

　当社はまた、2007年に「環境中計３ヵ年計画」を策定、さらに2008年には「エコ・ファーストの約束」

を宣言し、地球温暖化ガス排出量削減、資源の循環的有効活用、製品を通じた環境配慮などの環境保全活

動を「ECO LION（エコ ライオン）」活動と位置付け、環境への取組みを一層強化し推進しております。

　

・さらなる企業価値向上に向けて 

　今後、全世界的に地球環境問題、資源問題の一層の本格化が見込まれ、また、わが国においては未曾有の

少子高齢化社会が到来するものと考えられます。そうした中、「心身ともに長く健康、快適に暮らした

い」という生活の質に対するニーズがより一層高まっていくものと考えられ、また、セルフメディケー

ションの推進など政策としての取組みが、さらにニーズの高まりを後押ししていくことが予測されます。

 

　こうしたニーズの高まりに対し、日用品と一般用医薬品という事業領域を併せ持つ当社ならではの強み

を発揮して、「健康」「快適」「環境」の観点からお客様に新しい価値を提供し続けるべく製品開発力

の強化、ブランド育成力の強化に取り組んでまいります。併せて、アジア地域における各国共通ブランド

の展開を進め、グループ全体の成長力強化を図ってまいります。当社はまた、持続可能な循環型社会の実

現に貢献するため、事業活動のあらゆる場面において地球環境への対応を進めてまいります。 

　企業経営を取り巻く環境が絶えず変化する中、今後とも一貫した経営理念に基づいて、よりお客様に満

足いただける製品・サービスを創出し、生活者の良きパートナーであることが当社の中長期的な企業価

値の向上につながるものと考えております。

　

・コーポレート・ガバナンスについて 

　当社は、経営の透明性を高め監督機能の強化と意思決定の迅速化を図り、コンプライアンスを確保する
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ことをコーポレート・ガバナンス上の最重要課題と位置付けております。 

　当社取締役会は、社外取締役２名を含む11名の取締役で構成しております。経営の監督と執行の分離を

図るため執行役員制を導入しており、取締役会は「経営の意思決定及び監督機能」を、執行役員会は「業

務執行機能」をそれぞれ担っております。取締役及び執行役員の任期はいずれも１年です。当社は監査役

会を設置しており、常勤監査役２名、社外監査役２名の４名で構成しております。監査役は取締役会のほ

か重要な会議に出席し、取締役の職務執行状況を監査するとともに、内部監査担当者及び会計監査人と緊

密な連携を保ち、情報交換を行い、相互の連携を深め、監査の有効性・効率性を高めております。取締役、

監査役、執行役員の報酬等に関する方針については、客観性、透明性を高めるため社外取締役及び社外監

査役で構成される「報酬諮問委員会」に取締役会が諮問し、同委員会の答申を最大限尊重することとし

ております。また、社会通念上の視点から経営の評価を行うため社外有識者で構成される「経営評価委員

会」を設置しております。

　

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

　当社は、平成21年２月６日開催の取締役会において、平成21年３月27日開催の第148期定時株主総会にお

ける株主の皆様のご承認を条件に、「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導

入」（以下、本プランといいます。）を導入することとし、本プランは同総会において、承認、可決されま

した。

（本プランの概要）

(1) 本プランに係る手続

① 対象となる大規模買付け等

　本プランは以下の(ⅰ)または(ⅱ)に該当する当社株式等の買付けまたはこれに類似する行為（た

だし、当社取締役会が承認したものを除きます。当該行為を、以下、「大規模買付け等」といいま

す。）がなされる場合を適用対象とします。大規模買付け等を行いまたは行おうとする者（以下、

「買付者等」といいます。）は、予め本プランに定められる手続に従わなければならないものとし

ます。

(ⅰ) 当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％超となる買付け

(ⅱ) 当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及び

　　 その特別関係者の株式等所有割合の合計が20％超となる公開買付け

　

② 意向表明書の当社への事前提出

　買付者等におきましては、大規模買付け等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等

が大規模買付け等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以

下、「意向表明書」といいます。）を当社の定める書式により提出していただきます。

　具体的には、意向表明書には、以下の事項を記載していただきます。

(ⅰ) 買付者等の概要

(ⅱ) 買付者等が現に保有する当社の株式等の数及び意向表明書提出前60日間における買付

　　 者等の当社の株式等の取引状況

(ⅲ) 買付者等が提案する大規模買付け等の概要

　

③ 必要情報の提供

　上記②の意向表明書の提出を受けた場合には、買付者等に、大規模買付け等に対する株主及び投資

家の判断のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」といいます。）の提供を求めます。

　なお、大規模買付け等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則として

本必要情報の一部に含まれるものとします。

(ⅰ) 買付者等及びそのグループ

(ⅱ) 大規模買付け等の目的、方法及び内容

(ⅲ) 大規模買付け等の対価の算定根拠

(ⅳ) 大規模買付け等の資金の裏付け

(ⅴ) 大規模買付け等に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある
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　　 場合はその内容及び当該第三者の概要

(ⅵ) 買付者が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買の

　　 予約その他の重要な契約または取決め（以下、「担保契約等」といいます。）がある

　　 場合には、その具体的内容

(ⅶ) 買付者等が大規模買付け等において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等の

　　 締結その他第三者との間の合意の予定がある場合には、その具体的内容

(ⅷ) 大規模買付け等の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策

　　 及び配当政策

(ⅸ) 大規模買付け等の後における当社の従業員、労働組合、取引先、顧客及び地域社会そ

　　 の他の当社に係る利害関係者への対応方針

(ⅹ) 当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

　当社取締役会は、買付者等から大規模買付け等の提案がなされた事実とその概要及び本必要情報

の概要その他の情報のうち株主及び投資家の判断に必要であると認められる情報がある場合には、

適切と判断する時点で開示いたします。

　また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、そ

の旨を買付者等に通知（以下、「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、速やかにその旨

を開示いたします。

　

④ 取締役会評価期間の設定等

　当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付け等の評価の難易度等に応じて、以下

の(ⅰ)または(ⅱ)の期間を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のため

の期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。

(ⅰ) 対価を現金（円貨）のみとする当社全株式等を対象とした公開買付けの場合には最大

　　 60日間

(ⅱ) その他の大規模買付け等の場合には最大90日間

　ただし、上記(ⅰ)、(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は取締役会が必要と認める場合には

最大30日間延長できるものとし、具体的な延長期間及び当該延長期間が必要とされる理由について

開示いたします。

　当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得なが

ら、買付者等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益

の確保・向上の観点から、買付者等による大規模買付け等の内容の検討等を行うものとします。当

社取締役会は、これらの検討等を通じて、大規模買付け等に関する当社取締役会としての意見を慎

重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時かつ適切に株主及び投資家に開示いたします。

また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付け等に関する条件・方法について交渉し、さら

に、当社取締役会として、株主及び投資家に代替案を提示することもあります。

　

⑤ 対抗措置の発動に関する企業統治委員会の勧告

　当社は、本プランの導入に当たり、大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意

的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として企業統治

委員会を設置します。企業統治委員会の委員は、社外役員の嶋口充輝、山田秀雄、井戸川員三、三上昌

宏の４氏です。

　企業統治委員会は、以下のとおり、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非につき勧告を行う

ものとします。企業統治委員会が当社取締役会に対して以下の(ⅰ)から(ⅲ)までに定める勧告をし

た場合には、当社取締役会は、当該勧告の事実とその概要その他当社取締役会が適切と判断する事

項について、速やかに情報開示いたします。

(ⅰ) 買付者等が本プランに定める手続を遵守しなかった場合

　　 企業統治委員会は、買付者等が本プランに定める手続を遵守しなかった場合には、基

　　 本的に当社取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告するものとします。

(ⅱ) 買付者等が本プランに定める手続を遵守した場合であっても、買付者等による大規模
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　　 買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものと認められる場合

(ⅲ) 買付者等による大規模買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうも

　　 のではないと認められる場合

　企業統治委員会は、上記(ⅰ)及び(ⅱ)に定める場合を除き、当社取締役会に対して対抗措置の不発

動の勧告を行うものとします。

 

⑥ 株主意思の確認手続

　当社取締役会は、企業統治委員会が上記⑤(ⅱ)に従って対抗措置を発動すべき旨を当社取締役会

に勧告した場合、対抗措置の発動の是非に関し株主の意思を確認するために、株主総会を開催する

ものとします。

　この場合、当社取締役会は、実務上可能な限り速やかに株主総会を開催し、対抗措置の発動の是非

に関する議案を付議するものとします。また、当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の

概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行います。

 

⑦ 取締役会の決議

　当社取締役会は、上記⑤に定める企業統治委員会の勧告を最大限尊重し、また上記⑥に従い株主総

会を実施した場合にはその決定に従い、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点

から速やかに対抗措置の発動または不発動の決議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議

を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報

開示を行います。

 

⑧　対抗措置の中止または発動の停止

　当社取締役会が上記⑦の手続に従い対抗措置の発動を決議した後または発動後においても、対抗

措置の発動が相当でないと考えられる状況に至った場合には、対抗措置の中止または発動の停止を

決議するものとします。

　当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と

判断する事項について、情報開示を行います。

 

⑨　大規模買付け等の開始

　買付者等は、本プランに定める手続を遵守するものとし、取締役会において対抗措置の発動または

不発動の決議がなされるまでは大規模買付け等を開始することはできないものとします。
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(2) 本プランにおける対抗措置の具体的内容

　　当社取締役会が上記(1)⑦に記載の決議にもとづき発動する対抗措置の一つとしては、新株予約権

（以下、「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを行うことを想定しています。ただし、会社

法その他の法令及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが相当と判断され

る場合には当該その他の対抗措置を用いることもあります。

　

(3) 本プランの有効期間、廃止及び変更

　　本プランの有効期間は、本定時株主総会において承認が得られた場合には、平成24年３月開催予定

の定時株主総会終結の時までとします。

　ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の

決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるものとし

ます。また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決

議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

　当社は、本プランが廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実（法令等の改正に

よる文言の変更など軽微な変更は除く）及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が

適切と認める事項について、情報開示を行います。

　

（株主及び投資家への影響）

(1) 本プランの導入時に株主及び投資家に与える影響

　　本プラン導入時に株主の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影

響を与えることはありません。

　

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家に与える影響

　　当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、別途定める

割当て期日における株主名簿に記録された株主に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権

２個を上限とした割合で、本新株予約権が無償にて割り当てられます。このような仕組み上、本新株

予約権の無償割当て時においても、株主が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生

じるものの保有する当社株式全体の経済的価値の希釈化は生じないことから、株主の有する当社株

式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

　ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利または経済的利

益に何らかの影響が生じる場合があります。

　

(3) 本新株予約権の無償割当てに伴う株主の手続

　　本新株予約権の無償割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主は、当該新株予約権の無

償割当ての効力発生日において、当然に新株予約権者となるため、申込みの手続は不要です。

　また、当社が取得条項を付した新株予約権取得の手続をとる場合には、買付者等以外の株主は、新

株予約権の行使価格相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権取得の対価として当社

株式を受領することになるため、当該新株予約権に関する払込み等の手続は不要となります。

　以上のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法等の詳細については、本新株予約

権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は、その手続の詳細に関して、適用

ある法令及び金融商品取引所規則にもとづき、適時かつ適切に開示または通知を行いますので当該

開示または通知の内容をご確認ください。

　

　本プランの詳細につきましては、平成21年２月６日付当社プレスリリース「当社株式等の大規模買付け

行為に関する対応策（買収防衛策）の導入について」（本社ウェブサイトhttp://www.lion.co.

jp/ja/company/press/2009/pdf/2009013.pdfに掲載しております。）をご参照下さい。

　

　なお、本プランの導入を株主の皆様にご承認いただいたことにより、平成18年３月30日開催の定時株主

総会における承認に基づき導入された信託型ライツプランは廃止いたしました。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状態は、今後事業を行っていく上で起こりうるさまざまなリスクに

よって影響を受ける可能性があり、有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、特に投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項について、以下に記載しておりま

す。

　

なお、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり、

事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。

　

(1) 製品の品質評価

当社グループは、お客様に安心、安全、便利で環境に配慮した製品をお届けするため、薬事法等の関連法

規の遵守並びに品質の国際基準に基づいた管理のもと、製品の企画、開発、生産、販売を行っております。

さらに、発売後はお客様相談窓口に寄せられたお客様の声を活かし、製品や包装容器、表示等の改善に努

めております。

　しかしながら、不測の重大な製品トラブルが発生し、当該製品や当社グループ製品全体の評価が低下し

た場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
　

(2) 原材料価格の変動

当社グループの製品は、石油化学製品や植物油脂等を原材料として使用しております。これらの原材料

は、国際市況の影響を受けやすいため、常にコストダウンをはかり、また使用原材料を多様化する等の施

策を講じておりますが、原材料価格の高騰が、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。
　

(3) 為替レートの変動

当社グループは、海外子会社の財務諸表を連結財務諸表作成のため円換算しております。現地通貨建て

の項目は、換算時の為替レートにより円貨換算後の価値が影響を受ける可能性があります。

　また、当社グループは、為替変動に対するヘッジ等を通じて、原材料費が増大するリスク等を最小限にと

どめる措置を講じておりますが、短期及び中長期的な為替変動が、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。
　

(4) 重大な訴訟等

当連結会計年度において、当社グループに重要な影響を及ぼす訴訟等は提起されておりません。

　しかしながら、将来、重大な訴訟等により当社グループに対して多額の損害賠償責任等が確定した場合

には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
　

(5) 地震等自然災害

当社グループの製品を製造する工場において、地震等の自然災害についての安全対策を講じておりま

すが、万一大きな災害が発生した場合には、生産設備の損壊あるいは事業活動の中断により、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、人々の美と健康の維持増進や快適な家庭生活など、暮らしの夢・暮らしの願いを先取り

した製品、違いが実感できる製品の開発に注力しております。一人ひとりの生活に役立つパーソナル・ケア

の考え方を基本に、革新的技術に基づくお客様満足度の向上を第一に心がけております。また、環境保全、省

資源、安全志向など人と地球にやさしい技術の開発に努めております。

　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、85億２千２百万円であります。

　各事業セグメントの研究開発活動は下記のとおりです。

　

(1) ヘルスケア事業

　 [日本国内] 

ヘルスケア事業分野では、オーラルケア、ビューティケア、薬品の３つの事業分野に分け、オーラルケア

研究所、ビューティケア研究所、薬品第１研究所、薬品第２研究所が研究開発を行っています。

　

①　オーラルケア事業分野では、口腔科学を中心とする研究成果を生かして、歯磨、歯刷子、口中剤、ガムな

どの開発を行っています。

　当連結会計年度の主な成果は次のとおりです。

　歯磨分野では、新「デンターシステマ」シリーズとして、薬用成分（IPMP：イソプロピルメチルフェ

ノール）が歯周病菌や口臭原因菌の巣（バイオフィルム）の内部まで浸透殺菌することにより、歯周

病を予防することはもちろん、口臭、ムシ歯までトータルにケアする「デンターシステマEX」に「エク

ストラハーブ」香味を追加いたしました。また、「デントヘルス」シリーズとして、天然収れん性薬用

成分（オウバクエキス）により「ひきしめ実感」を強化した「デントヘルスSP」、薬用成分（硝酸カ

リウム、乳酸アルミニウム）により「しみる痛み」をブロックする「デントヘルスしみるブロック」、

歯ぐきをやさしくみがける「デントヘルス無研磨ゲル」改良の３品を導入いたしました。

　口中剤分野においては、薬用成分（IPMP）が歯周病菌や口臭原因菌の巣（バイオフィルム）の内部ま

で浸透殺菌、LSS（ラウロイルサルコシンナトリウム）が口臭原因菌を殺菌することで、歯周病はもち

ろん口臭まで予防する「デンターシステマEXデンタルリンス」を開発、導入いたしました。

　歯科医院向け製品では、歯に付着したステインを浮き上がらせて除去する新美白歯磨

「Brilliant more」２香味、主に女性向けの幅広ヘッド歯刷子「EX Systema genki ｆ」、ブラシが微

振動し歯間部の清掃が手軽にかつ的確にできる「EX歯間ブラシマイクロモーション」を開発・導入

し、ご好評を得ております。

　また、新たな分野として、噛むことで口腔内の環境をコントロールし、お口の健康をサポートする機能

性ガム「MEDISH　Cタイプ（デキストラナーゼ配合）」「MEDISH　Pタイプ（ラクトフェリン配合）」を

開発、３月より全国で導入し、いずれもご好評を得ております。

　

②　ビューティケア事業分野では、皮膚科学、毛髪科学、界面科学を中心とする研究成果を活かして、ハン

ドソープ、ボディソープ、化粧石鹸、入浴剤、制汗剤などのスキンケア製品及びシャンプー、リンス、ヘア

メイク剤、育毛剤などのヘアケア製品の開発を行っています。

　当連結会計年度の主な成果は次のとおりです。

　スキンケア分野では、入浴後の急激な肌の乾燥を防ぐインバススキンケアシリーズの「BATHTOLOGY」

ブランドを新提案、クリーミィな泡で摩擦刺激を抑えながら手で優しく身体を洗いあげる「泡のボ

ディケアウォッシュ」、皮膚保護成分「天然クレイ」と高保湿成分「ソルビトール」により入浴中の

肌にうるおいを与える「ボディケア入浴液」の２品を開発、１月に導入し、ご好評を得ております。12

月には、「ボディケア入浴液」に香りの限定品「スウィートハーブの香り」（辺見えみりさんとの共

同開発）を導入いたしました。

ハンドソープ分野では、お子様が楽しく手洗いできるよう、「キレイキレイ」ブランドから、泡ハン

ドソープ「マスカットの香り」と「チューリップの香り」を開発、導入いたしました。ハンドソープ以
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外の清潔関連分野では、アルコールの苦手な人やこどもにも使いやすい「低アルコール」処方かつ泡

で出る剤型の「キレイキレイ泡で出る消毒液」を10月に導入し、ご好評を得ております。さらに、一定

量を噴出できる「ポンプ容器」でこどもにも使いやすく、苦味が少ない「フルーツミントピーチ味」

「フルーツミントアップル味」のうがい薬を開発、11月より導入いたしました。

制汗・デオドラント分野では、「Ban」ブランドから、汗とニオイを抑えてさわやかに香り、携帯性に

も優れた「newBan デオドラントミスト」を開発、導入し、ご好評を得ております。さらに、30代男性の

体臭変化に着目して研究を行った結果、ニオイのもとが脂っぽい独特の臭気（使い古した食用油臭

様）を発する「ペラルゴン酸」であることを発見、発生メカニズムを解明するとともにニオイ抑制成

分の開発に成功し、本研究成果を「2008日本化学会西日本大会」（11月開催）において報告しており

ます。

　ヘアケア分野では、平成19年９月の発売以来ご好評をいただいております「PRO TEC HEAD」ブランド

から、突き抜けるようなクールな使い心地の「ジェルシャンプーTYPE‐COOL」と、シャンプー後にリン

スやコンディショナーをお使いのお客様のために、天然泥成分（ベントナイト）とオクトピロックス

により髪も頭皮もケアする「泥 SPA コンディショナー」を開発し７月に導入、また「オクト」ブラン

ドから、乾燥による頭皮トラブルに着目したオクト serapie（セラピエ）シャンプー・コンディショ

ナーを開発、９月に導入し、いずれもご好評を得ております。オクト serapie開発時に得られました研

究成果「頭皮の水分量が顔などに比べて少ないこと」を「第59回日本皮膚科学会中部支部大会」（10

月開催）において報告し、頭皮ケアの大切さを啓蒙いたしました。

また、平成15年の発売以来ご好評をいただいております「Free & Free Damage Aidシャンプー」に

活用中の“毛髪を補修・保護する”技術に関する学術論文「両性界面活性剤溶液中に分散したカチオ

ン性会合体に関する研究」が、財団法人・油脂工業会館が選考する第51回油脂技術優秀論文の最優秀

賞を受賞し、改めて技術力の高さが評価されました。

　

③　薬品事業分野では、セルフメディケーションを担うOTCメーカーとして、製剤技術や薬効・薬理評価技

術を中心とする研究成果を活かして、一般用医薬品、ヘルスケア製品、殺虫剤などの開発を行っていま

す。

　当連結会計年度の主な成果は次のとおりです。

一般用医薬品分野では、コンタクトレンズを装用している時のつらいドライアイ（目のかわき）に

対して、「ヒプロメロース」（高粘度保水成分）を配合し、“とろりベール”で潤いを保持する、ひん

やりしたさし心地の「スマイルコンタクトドライテクト」を開発、５月に導入いたしました。

　一般用医薬品分野では、新陳代謝を促して老廃物を排出し、カラダの内側から効いて、大人のニキビ・

肌あれを改善する錠剤タイプの内服薬「ペアＡ錠」を７月に導入しました。「老廃物の蓄積」に着目

した大人のニキビ・肌あれに効く処方として、「グルクロノラクトン」が、体内にたまった老廃物を解

毒・排出する肝臓の働きを助けます。「ペア」ブランドは内服薬の錠剤タイプを加えたことで、大人の

ニキビや肌あれなどの悩みにお応えするブランドとして、さらに拡大してまいります。

　機能性食品分野では、血圧が高めの方に対して、ゆっくり穏やかに血圧を下げる作用のある「トマト

酢」を配合し、厚生労働省より特定保健用食品表示許可を取得した、トマトの旨みを活かした飲料「ト

マト酢生活トマト酢飲料」を開発、10月に当社通信販売にて導入いたしました。

　

　　当事業に関わる研究開発費は、44億７千万円であります。
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(2) ハウスホールド事業

　 [日本国内] 

ハウスホールド事業では、ファブリックケア、リビングケアの２つの事業分野に分け、ファブリックケ

ア研究所、リビングケア研究所が研究開発を行っています。

　

①　ファブリックケア事業分野では、界面科学を中心とする研究成果を活かして、衣料用洗剤、仕上げ剤な

どの製品開発を行っています。

　当連結会計年度の主な成果は次のとおりです。

　衣料用洗剤分野では、伸張している液体洗剤カテゴリーにおいて、当社独自の「香りつづくメカニズ

ム」により、香りが着るときまで長続きする柔軟剤入り衣料用液体洗剤「香りつづくトップ」を１月

に新発売いたしました。「香りキープ成分」が香料を保持して繊維に吸着し、香りを持続させるメカニ

ズムを学会にて報告いたしました。日用品においても香りを楽しむお客様が増えており、発売以来、た

いへんご好評を得ております。

　おしゃれ着用衣料用洗剤分野では、衣類についたニオイの元になる汗じみや皮脂汚れをスッキリと洗

い上げるとともに、洗い上がりのスッキリ感を実感できる、ローズマリー香料成分配合「アクロン　デ

オドラントグリーンの香り」を９月に新発売し、ご好評を得ております。

　衣料用粉末洗剤分野では従来の「ブルーダイヤ」を漂白剤、酵素量を約２倍に増やし消臭力を高めた

「消臭ブルーダイヤ」として３月に改良導入いたしました。開発の過程で得た、衣類に残ったにおいに

対するお客様の意識及び漂白剤による消臭効果に関する調査研究結果を関連学会にて報告いたしまし

た。

　また、粉末洗剤におきましても、香りを楽しむお客様が増えており、５月に「部屋干しトップ　オリエ

ンタルフラワーの香り」を、９月に「部屋干しトップ　朝摘みシトラスフルーツの香り」を、10月には

「消臭ブルーダイヤ　さわやかな朝露ハーブの香り」を開発・導入いたしました。

　衣料用仕上げ剤分野では、香りが長続きする柔軟剤「香りとデオドラントのソフラン」に、天然アロ

マオイルを配合、ボトルデザインを一新し、お洗濯をより楽しくするアロマ柔軟剤として３月に改良導

入いたしました。香りの持続性は、香料を閉じ込めた柔軟粒子を作成する技術、柔軟粒子が効率的に繊

維に吸着する技術を活用し、実現しております。

　衣料用防水剤「レインガード」は、お客様が使用後廃棄しやすいように、残ったガスが簡単に排出で

きる新キャップを採用した新容器に改良いたしました。

　

②　リビングケア分野では、界面科学を中心とする研究成果を活かして、台所用洗剤、住居用洗剤及び調理

用品などの製品開発を行っています。

　当連結会計年度の主な成果は次のとおりです。

　住居用洗剤分野では、当社独自のダブル洗浄成分の働きで、黄ばみやニオイの原因である便器のふち

裏の「尿石汚れ」を溶かして落とし、新たに採用した“フレッシュハーブの香り”で爽やかな香りを

感じながらお掃除でき、洗浄しながらスッキリ消臭できる強力タイプのトイレ用洗剤「トイレのルッ

ク消臭EX」、また、主洗浄成分を２倍量配合することにより、皮脂汚れ洗浄力を向上させ、気になる浴槽

の“残り湯ライン”のヌルつき、ザラつきをスッキリ落とす浴室用洗剤「おふろのルック」を８月に

改良新発売しました。
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調理用品分野では、従来品に比べて繊維の量を増やし厚手にして水分や油分の保持力を向上させ、野

菜のビタミンを保持する温野菜調理や揚げ物の油切りなどに適した「リード ヘルシークッキング

ペーパー」を３月に改良導入いたしました。また、立体不織布にハニカムエンボス加工を施すことによ

り油の吸収性が高まることを見出し、揚げ物を電子レンジで温め直す際に余分な油を吸収してカロ

リー摂取を抑制することができる「リード チンして油を吸いとるシート」や、新形状のアクティブス

リットにより効率的に余分な油とアクをしっかり吸着し、煮物や鍋物料理のカロリーをおさえる

「リード アクも油もとるシート」を３月に導入、さらに油をひかなくても食材がくっつかないので、

余分な油を使わずにカロリーがおさえられる「リード ヘルシークッキングシート」を９月に導入し、

健康でバランスのよい食生活を応援するヘルシークッキングを提案いたしました。

　

③　ペット事業では、「ペットキレイ」、「うちの子想い」の２つのシンボルマークのもとに、当社技術の

強みを生かした新製品の開発・導入に努めております。当連結会計年度の主要な成果としては、13品目

34アイテムの新製品・改良製品を発売、事業の強化に寄与しました。

　　猫砂分野では、新開発の「香りのハーモナイズド技術」で、オシッコやフンのツンとくるニオイを瞬時

に爽やかな香りに変化させる「ニオイをとる砂 香りプラス」を新発売するとともに、売上No.1猫砂

「ニオイをとる砂」にも、新・消臭成分ポリフェノールを配合して、排尿直後のオシッコやフンのイオ

ウ系の悪臭への消臭力をパワーアップさせて市場導入いたしました。　

ヘアケア分野では、より深い愛情を注ぎたいと願うペットオーナーのための新プレミアムシャン

プー「Quick＆Rich（クィック アンド リッチ）トリートメントインシャンプー」を新発売、さらに被

毛の仕上がり感を追及したワンランク上の「シャンプータオル サラつや」を新発売いたしました。

リビングケア分野では、「シュシュッとしとけばきれいがつづく」でおなじみの清潔キープ剤「き

れいのミスト」のペット用として、「犬のトイレ用」、「猫のトイレ用」の本体及び詰替えを新発売、

さらにペット用消臭剤「シュシュット！消臭＆除菌」は使いやすい新容器に改良するなどの改良を加

えて市場導入いたしました。

　衛生分野では、犬用シートにおいてユーザーが求める消臭力を、消臭成分（銀イオン＋クエン酸）を

50％増量し更に強化、加えてパッケージ、入り数も改良して市場導入いたしました。

機能性フード分野の愛犬用では、話題のメタボケアのシリーズとして、おいしく食べて体重サポート

するクッキータイプ「０脂ボー」に新アイテム「海藻入り」を追加新発売するとともに、ヘルシー野

菜をやわらか鶏ササミでサンドした「０脂ボー ササミ」を新発売いたしました。また、ペットの体重

を考えた、おいしい低カロリーフード「低カロリー膳」愛猫用に新アイテム「焼きカツオご膳」を追

加新発売するとともに、「低カロリー膳」愛犬用を新発売いたしました。さらにオーラルケア分野で

は、パッケージ、容量に改良を加えた猫用「オーラルケアにぼし」を市場導入して、ご好評をいただい

ております。

　

④　レストラン・居酒屋・集団給食などの外食・中食産業、食品工場、病院介護施設、クリーニング向けの

業務用洗浄剤などの製品開発と製造、販売並びにこれらのお客様の食の安心・安全をサポートする衛

生診断や衛生講演をはじめとする総合衛生管理ビジネスを、ライオンハイジーン㈱が行っております。

　当連結会計年度の主な成果といたしましては、一般食中毒菌だけでなく、ネコカリシウイルス（ノロ

ウイルスの代替ウイルス）の不活化効果もある高機能の食品添加物アルコール製剤「ライオガード 

アルコール」を新発売いたしました。また、業務用食器洗浄機用洗浄剤では、無りん・弱アルカリ性で、

排水における環境への負荷軽減と非劇物でトップクラスの洗浄力とスケール抑制力を実現したスタン

ディングパウチ入りペレット状洗浄剤「エコペレＡ」、塩素剤入りの「エコペレＢ」、容器洗浄機用の

「エコペレＫ」を発売いたしました。尚、エコペレシリーズは、詰替用の省資源容器として「エコマー

ク」を取得しております。その他、すすぎの要らない床用バイオ洗浄剤「プロバイオ イージークリー

ン フロア用」、優れた殺菌効果の手指用アルコール消毒剤「サニテートＡハンドミスト」、逆性石鹸

成分を配合した薬用ハンドソープ「サニテートTG」を新発売いたしました。
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また、居酒屋・宅配寿司チェーン店、食品加工工場、学校・病院・社員食堂などの集団給食事業のお客

さまへ衛生診断と改善提案を行い、洗浄・除菌剤の拡売に貢献しております。

　

当事業に関わる研究開発費は、28億１千６百万円であります。

　

　[海外]

海外事業におきましては、日本にて開発した技術の水平展開はもとより、アジア各国市場そしてお客

さまニーズを理解した製品コンセプトの提案、品質の確保を図り、グローバル化を推進しております。

　当連結会計年度では、主力ブランドの拡充により、タイ・マレーシア・インドネシアを中心とするア

セアンでの売上が順調に推移しました。一方の北東アジアでは、事業基盤強化に向けた新製品導入・改

良を積極的に進めてまいりました。

　事業分野別の新製品・改良品の開発状況は下記のとおりです。

　オーラルケア事業分野では、タイで「システマ」シリーズに歯磨のアイテム追加、またナイトケア洗

口液を新たに上市し、ブランドのライン拡充を図りました。中国・香港・台湾では日本の開発技術を活

用した「システマ」ハブラシのアイテム拡大を図りたいへんご好評をいただいております。

　ビューティーケア事業分野では、シンガポールで「植物物語」ボディソープ・洗顔剤の男性用を新発

売しブランド強化を図りました。インドネシアでは「エメロン」「ジンク」シャンプーをリニューア

ルし、ご好評をいただいております。

　ハウスホールド事業分野は、衣料用洗剤「トップ」をマレーシア・シンガポール・香港で展開してお

り、優れた性能を引き続きご評価いただいております。当期は液体ヘビー洗剤に「除菌」「カラーケ

ア」タイプの追加を行い、サイズも大容量を導入し、一層のブランドの拡大・価値向上を図りました。

　

なお、海外事業に関わる研究開発費は、ヘルスケア事業及びハウスホールド事業に含まれておりま

す。

　

(3) 化学品事業 

化学品事業では、化学品研究所を中心として、界面科学と合成技術を基盤とする研究成果を生かして、

オレオケミカル製品、界面活性剤、パフォーマンス製品の開発を行っています。

　当連結会計年度の主な研究成果は次のとおりです。

　オレオケミカル製品では、植物油（パーム椰子）から得られる高純度メチルエステルの誘導体を生分解

性の油圧作動油として利用する開発を進めております。広い用途で実績のある鉱油の代替を目指し、製品

開発と共に安全性に関する基礎データの蓄積に注力しております。

　パフォーマンス製品では、これまで導電性コンパウンド「レオパウンド」シリーズの開発で培ってきた

精密導電制御の技術を複写機用導電シート分野に展開中です。また、大型化するシリコンウエハー用包装

材料として、導電性に加え、ウエハーに対する低汚染性を兼ね備えた導電性コンパウンドを開発し、顧客

ニーズに応えた商品開発を進めております。さらに、精密部品洗浄剤及び製紙用薬剤の分野では、各工程

における環境負荷を低減するための洗浄技術開発を進めており、次年度以降の実績化を目指しておりま

す。
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一方社油脂工業㈱の研究所では、界面化学と高分子化学を基盤に、ポリマー分野、ゴム薬剤分野、化成品

分野、繊維薬剤分野の研究開発を行っています。

　当連結会計年度では、ゴム薬剤分野、ポリマー分野、化成品分野を重点分野とし、工業用機能化学品の開

発を推進いたしました。

　主な成果として、ポリマー分野でのIT関連向け「保護フィルム用粘着剤」、「ラベル用エマルジョン型

粘着剤」、「高分子紫外線吸収剤」、「ハードコート剤」、ゴム薬剤分野でのタイヤ関連向け「防着剤」、

「離型剤」、化成品分野での建築材関連向け「ホルマリンキャッチャー剤」、製紙関連向け「撥水剤」、

繊維薬剤分野での「起毛性付与耐久帯電防止剤」などの研究開発を進めました。

　

当事業に関わる研究開発費は、12億３千５百万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結会社）が判断し

たものであります。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成に当たり採用した会計方針及びその適用方法並びに見積

りの評価については、「第５ 経理の状況 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載し

ているため省略しております。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、国内日用消費財業界における店頭での激しい販売競争

が依然として続く中、洗濯用洗剤、柔軟剤市場において、それぞれ「トップ」、「ソフラン」ブランドの高

付加価値製品を導入するとともに、「デンターシステマ」、「キレイキレイ」等の主力ブランドで新製品

を導入し品揃えを強化しましたが、海外事業での為替の急激な変動等の影響を受け、売上高は、3,382億３

千６百万円（前年同期比1.0％減）となりました。

　売上原価は、原材料価格上昇の影響など、厳しい事業環境にありましたが、前期に解熱鎮痛薬「バファリ

ン」ブランドなどの商標権を取得したことよる事業の内部化、製造原価及び物流費の低減を中心とした

トータルコストダウンを推進したこと等により、1,575億２千３百万円（同1.1％減）となり、売上高に対

する売上原価の比率は前年同期と変わらず、46.6％となりました。

　販売費及び一般管理費は、前期に「バファリン」ブランドなどの商標権を取得したことによる償却費な

どの費用の増加はありましたが、広告宣伝費の効率化等により、1,724億３千５百万円（同0.7％減）とな

りました。

　以上の結果、営業利益は82億７千７百万円（同7.1％減）となりました。

　経常利益は、持分法による投資利益の減少などにより、76億３百万円（同24.8％減）となりました。

　当期純利益は、投資有価証券評価損等による特別損失23億７千３百万円の計上等の結果、30億４千万円

（同43.9％減）となりました。

　

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

「４　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

　

(4) 戦略的現状と見通し

当社グループは、「企業価値の向上」を目指して、先発型・革新型新製品の開発・導入によるコア事業

の重点強化に努めてまいります。

　国内では、独自技術を活用した特長ある新製品を導入し、主力ブランドのさらなる育成や新規市場の開

拓に努めるとともに、広範囲にわたるコストダウン施策を積極的に推進し厳しい事業環境に対応してま

いります。

　海外では、各国共通のグローバルブランドを高付加価値製品として拡大し、各国市場での当社地位向上

に努めてまいります。

　また、将来のさらなる事業成長を目指して、植物由来の界面活性剤「MES(エムイーエス)」の外販事業化

の準備や、前期に取得した「バファリン」等のブランド価値を活用した新たな事業展開に向けた取組み

を着実に進めてまいります。

　ヘルスケア事業は、拡大が続く高付加価値歯磨分野での品揃えを強化し重点育成に努めるとともに、機

能性食品分野の育成、新規分野の開拓を進めてまいります。
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ハウスホールド事業は、洗濯用洗剤、柔軟剤の成長市場に主力ブランドの高付加価値製品を開発・導入

し重点育成に努めてまいります。

　化学品事業は、環境に配慮した高機能製品の育成を重点的に進めてまいります。

　

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループでは、グループキャッシュマネジメントシステムを国内連結子会社に導入しており、グ

ループ資金を当社に集中するとともに、各社の必要資金は当社が貸し付けることで、資金効率の向上と支

払利息の低減を図っております。

　なお、資金の流動性については、「１　業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりで

あります。

　

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、企業価値の向上を目指した中期経営計画「VIPⅡ09計画」のもと、グローバル競争を

生き抜く事業の確立、新規事業の創出による成長力強化及びさらなる経営効率化を進めております。

　次に掲げる三つの改革を実行し、「清潔・健康・美の追求」を通じて「生活者価値の創出」に努め 、将

来的には、日用品・一般用医薬品・機能性食品を合わせた「新・快適生活産業分野」において、人々の快

適な生活に役立つNo.1企業となることを目指します。

　

[改革１]　成長基盤の再構築

　環境変化に柔軟かつ迅速に対応できる高効率・高収益体質の企業グループを目指して、コア事業に重点

化した事業構造への転換と、先発型・革新型の新製品開発等を通じた新規製品分野の拡張を行ってまい

ります。

　当連結会計年度は、歯磨、洗濯用洗剤等の主力分野において、付加価値の高い新製品を投入するととも

に、お口の健康をサポートするチューインガム「MEDISH(メディッシュ)」、入浴後の肌の乾燥を防ぐスキ

ンケアシリーズ「BATHTOLOGY(バストロジー)」血圧が高めの方に向けた当社初の特定保健用食品「トマ

ト酢生活」 の発売等、新しい分野へ積極的に展開しました。

　また、パーム油を原料とする植物由来の界面活性剤「MES(エムイーエス)（アルファスルホ脂肪酸メチ

ルエステル塩）」事業については、前連結会計年度に設立したライオンエコケミカルズ有限公司（マ

レーシア）において工場建設等、平成21年からの事業開始に向けた準備を進めました。

　

[改革２]　収益構造の改革

　収益構造の改革に向け、トータルコストダウンに継続的に取り組んでおります。当連結会計年度は、原材

料価格が予想以上に上昇する中、前連結会計年度に引き続き製品原価の低減、物流費削減等の施策に積極

的に取り組みました。今後、より柔軟な生産対応、製品原価の低減を図るため、収益構造改革により一層努

めてまいります。

　

[改革３]　組織能力の向上

　成果主義・能力主義の徹底と人材開発の強化による少数全員精鋭体制を構築し、グループトータルでの

組織能力向上に取り組んでおります。

　当連結会計年度は、ヘルスケア事業における日用品と一般用医薬品の相乗効果を高め事業効率を向上さ

せるとともに、平成21年施行予定の改正薬事法を視野に入れ、オーラルケア、ビューティケア事業分野と

薬品事業分野の営業組織統合を行いました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは、当連結会計年度において117億１千７百万円の設備投資（有形固定資産、無形固定資産

の取得価額。金額には消費税等を含んでおりません。）を行いました。

　その内訳は、ヘルスケア事業37億１千３百万円、ハウスホールド事業37億１千１百万円、化学品事業35億５

千５百万円、その他の事業３億６千万円、全社資産３億７千５百万円であります。

　ヘルスケア事業では、当社小田原工場における薬品生産設備の改善のほか、生産設備の合理化、更新等を行

いました。ハウスホールド事業では、当社大阪工場における液体ヘビー洗剤生産対応、ならびに生産設備の

合理化及び更新等を行いました。また、ライオンビジネスサービス㈱において当社平井研究所の新管理・厚

生棟の建設、ライオンエコケミカルズ有限公司においてMES（アルファスルホ脂肪酸メチルエステル塩）製

造工場の建設を行いました。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社の状況

　

事業所又は地区名
(主な所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

千葉工場
(千葉県市原市)

ハウスホールド
事業
化学品事業

生産設備 2,876 3,770
4,637
(183)

168 11,453 145

小田原工場
(神奈川県小田原市)

ヘルスケア
事業
化学品事業

生産設備 1,783 2,264※
358
(71)

　

134 4,540 150

大阪工場
(大阪府堺市西区)

ハウスホールド
事業
化学品事業

生産設備 1,511 3,603
729
(82)

94 5,938 142

明石工場
(兵庫県明石市)

ヘルスケア
事業

生産設備 946 1,529
260
(62)

207 2,943 104

本社
(東京都墨田区)

各事業及び
全社管理業務

営業設備等 1,006 18 ※
0
(6)

　

332 1,357 977

研究所
(東京都江戸川区
ほか)

ヘルスケア
事業
ハウスホールド
事業
化学品事業

研究開発設
備

3,002 517
56
(43)

1,118 4,695 577

坂出
(香川県坂出市)

全社管理業務
生産設備用
地等

697 －
4,372
(260)

1 5,072 －

その他
各事業及び
全社管理業務

営業設備等 391 96
206
(10)

130 825 385

　

EDINET提出書類

ライオン株式会社(E00991)

有価証券報告書

 30/158



(2) 国内子会社の状況

　

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

ライオンケ
ミカル㈱

ファインケミカ

ル事業所

(茨城県神?市)

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業
化学品事業

生産設備
等

718 823
1,379
(66)

31 2,952 76

オレオケミカル

事業所

(香川県坂出市)

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業
化学品事業

生産設備
等

2,746 1,929
3,796
(174)

51 8,523 109

ラ イ オ ン
パッケージ
ング㈱

本社・市原工場

(千葉県市原市)

ハウスホールド
事業
化学品事業

生産設備
等

340 548 ― 21 910 114

一方社油脂
工業㈱

本社・工場

(兵庫県小野市)

ハウスホールド
事業
化学品事業

生産設備
等

554 662
603
(87)

79 1,900 108

　

(3) 在外子会社の状況

　

会社名
(主な所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

泰国獅王企業
有限公司
(タイバンコク)

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業

生産設備等 477 868
374
(305)
〔10〕

76 1,797 1,022

ＣＪライオン㈱
(韓国ソウル)

ヘルスケア事業
ハウスホールド
事業
化学品事業

生産設備等 1,049 374
19
(0)
〔49〕

98 1,541 238

　

(注) １　「その他」の欄は工具器具及び備品であり、建設仮勘定及び無形固定資産は含んでおりません。

２　土地の各面積〔　〕内は連結会社以外からの賃借であり、外数であります。

３　提出会社の研究所は※印のついている各事業所に併設されているため、研究所の土地面積及び土地帳簿価額は

各事業所に含まれております。

４　上記の他、主要な無形固定資産として、以下のものがあります。

(1) 提出会社の状況

事業所又は地区名
(主な所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

商標権 合計

本社
(東京都墨田区)

ヘルスケア事業 バファリン等商標権 26,103 26,103
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

重要な設備の新設等の計画は、以下のとおりであります。

　

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)

既支払
金額
(百万円)

着手 完了

当社千葉工
場ほか

千葉県
市原市ほか

ハウスホー
ルド事業

洗剤等生産設
備合理化及び
更新

3,158371自己資金
平成20年
１月

平成21年
12月

ほとんど
変動なし

当社明石工
場ほか

兵庫県
明石市ほか

ヘルスケア
事業

歯磨・薬品等
生産設備合理
化及び更新

2,035 52自己資金
平成20年
１月

平成21年
12月

ほとんど
変動なし

当社平井研
究所

東京都
江戸川区

ヘルスケア事
業
ハウスホール
ド事業
化学品事業

新研究棟 2,6881,340自己資金
平成20年
３月

平成21年
２月

－

ライオンエ
コケミカル
ズ有限公司

マレーシア 化学品事業
MES製造設備
購入

3,206
(注３)

2,967
(注４)

自己資金
平成19年
６月

平成21年
４月

年間２万
５千トン

(注) １　金額には消費税等を含めておりません。

２　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。

３　現地通貨での投資予定総額に変更はありませんが、為替レートの変動により換算金額が減少しております。

４　既支払額には、土地の60年リース契約に係る支払額（251百万円）を含んでおります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,185,600,000

計 1,185,600,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 299,115,346299,115,346
東京証券取引所
(市場第１部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式
 単元株式数 1,000株

計 299,115,346299,115,346― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　旧商法(平成13年法律第128号)第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況は、次
のとおりであります。
　

　
株主総会の特別決議日(平成16年３月30日)

　
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数(個) 8,019 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数1,000株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 8,019,000  (注１) 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 651　(注２) 同左

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から
平成21年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　651
資本組入額　326

同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の第三者への譲渡、
質入れその他一切の処分は認
めないものとする。

②　新株予約権者が死亡した場合、
相続人が新株予約権を承継し、
これを行使することができる。

　　また、新株予約権者が当社の取締
役、監査役及び使用人ならびに
子会社の取締役のいずれの地
位をも有さなくなった場合に
も新株予約権を行使すること
ができる。ただし、いずれの場
合も新株予約権割当契約に定
める条件により、行使可能な新
株予約権の数及び行使可能期
間等について制限がなされ、ま
たは新株予約権を当社に返還
すべきこととなることがある。

③　上記の他、各対象者から当社へ
の新株予約権返還事由、新株予
約権の行使の制限その他に関
して新株予約権割当契約に定
めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取
締役会の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
ときは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。
　①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の
行使、「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株
式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)附則第６条第１項の規定に基づく新株引
受権の行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上
げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの
とする。

　②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併合の
比率に応じ比例的に調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合
併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
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株主総会の特別決議日(平成17年３月30日)

　
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数(個) 628 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数1,000株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  628,000 (注１) 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 635　(注２) 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　635
資本組入額　318

同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の第三者への譲
渡、質入れその他一切の処
分は認めないものとする。

②　新株予約権者が死亡した場
合、相続人が新株予約権を
承継し、これを行使するこ
とができる。

　　また、新株予約権者が当社の
使用人の地位を有さなく
なった場合にも新株予約権
を行使することができる。
ただし、いずれの場合も新
株予約権割当契約に定める
条件により、行使可能な新
株予約権の数及び行使可能
期間等について制限がなさ
れ、または新株予約権を当
社に返還すべきこととなる
ことがある。

③　上記の他、各対象者から当社
への新株予約権返還事由、
新株予約権の行使の制限そ
の他に関して新株予約権割
当契約に定めるものとす
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当
社取締役会の承認を要するもの
とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
ときは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。
　①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の
行使、「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株
式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)附則第６条第１項の規定に基づく新株引
受権の行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上
げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの
とする。

　②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併合の
比率に応じ比例的に調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合
併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
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株主総会の特別決議日(平成18年３月30日)

　
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数(個) 950 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数1,000株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 950,000  (注１) 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 790　(注２) 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　790
資本組入額　395

同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の第三者への譲
渡、質入れその他一切の処
分は認めないものとする。

②　新株予約権者が死亡した場
合、相続人が新株予約権を
承継し、これを行使するこ
とができる。
また、新株予約権者が当社
の取締役及び使用人のいず
れの地位をも有さなくなっ
た場合にも新株予約権を行
使することができる。ただ
し、いずれの場合も新株予
約権割当契約に定める条件
により、行使可能な新株予
約権の数及び行使可能期間
等について制限がなされ、
または新株予約権を当社に
返還すべきこととなること
がある。

③　上記の他、各対象者から当社
への新株予約権返還事由、
新株予約権の行使の制限そ
の他に関して新株予約権割
当契約に定めるものとす
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当
社取締役会の承認を要するもの
とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
ときは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。
　①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の
行使、「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株
式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)附則第６条第１項の規定に基づく新株引
受権の行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上
げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額
時価

既発行株式数＋新規発行株式数
　　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの
とする。

　②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併合の
比率に応じ比例的に調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合
併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
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株主総会の特別決議日(平成18年３月30日)

　
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数(個) 67,743 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数1,000株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  67,743 (注１) 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １ (注２) 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から平成48年
３月31日までの期間内で、当社
取締役会において決定する。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1
資本組入額　1

同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締
役、監査役及び執行役員に
就任後１年を経過(死亡退
任のときを除く。)し、その
いずれの地位も喪失した日
(執行役員については、その
地位を喪失した日または従
業員退職日のいずれかの遅
い日とする。)の翌日から10
日を経過する日までの期間
に限り、新株予約権を行使
できるものとする。

②　新株予約権１個当りの一部
行使はできないものとす
る。

③　この他の新株予約権の行使
条件は、株主総会決議及び
取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権の割当を受
けた者との間で締結する新
株予約権割当契約に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当
社取締役会の承認を要するもの
とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
ときは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する
　　　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。
　　②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
　　③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合

併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
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株主総会の特別決議日(平成18年３月30日)
　

信託型ライツプラン導入の為の新株予約権の発行

　当社は旧商法(平成13年法律第128号)第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の企業価

値の向上に反する買収に対する事前防衛策として、新株予約権と信託の仕組みを利用した信託型ラ

イツプランを導入することを平成18年３月30日開催の定時株主総会にて可決しました。

信託型ライツプランの概要は下記のとおりであります。

①　信託型ライツプランの導入

　当社は、当社を委託者とし三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社(以下共同受託者である日本マスター

トラスト信託銀行株式会社とあわせて「信託銀行」という。)を受託者とする金銭信託以外の

金銭の信託契約を締結し、信託を設定しました。

　当社は信託の受託としての信託銀行に対して、取締役会決議を経て新株予約権を無償で発行

し、信託銀行は、信託契約において定められた信託事務の履行として、新株予約権を引受け、そ

の後当該新株予約権を信託財産として受益者のために管理します。将来買収者が出現した場合

には、信託銀行は、一定の手続きに従って確定される新株予約権の交付を受けるべき受益者に

対して、法令等によって要求される所定の手続を経たうえで、新株予約権を交付することにな

ります。

②　新株予約権の交付・行使

　当社に対する買収提案がなされた場合、当社社外取締役、社外監査役の中から当社取締役会に

より選任された委員で構成された企業統治委員会が、信託型ライツプランに関して、権利発動

事由(新株予約権の行使の条件欄で後述してあります。)発生時点の延期に関する決定、買収を

提案する者を敵対的買収者としての性質を有しないものとして権利を発動させない旨の決定、

権利発動事由発生後の行使条件充足の是非、新株予約権の消却等について、新株予約権細則(新

株予約権の行使の条件欄で後述してあります。)に定められた手続きに従い決定し、当社取締役

会に対する勧告を行います。当社取締役会は、この企業統治委員会の勧告を最大限尊重して新

株予約権の取扱に関して最終的に決定を行うものとされています。

　新株予約権の権利発動事由が発生し、かつ、当社取締役会で本新株予約権を行使できない場合

に該当するとの判断がなされないときは、その後一定の手続きに従い最初に特定される当社の

全株主の皆様(買収者を含み、自己株式所有者としての当社を除く。)が新株予約権の交付を受

けるべき受益者として確定され、信託契約の規定に従い、信託銀行から原則としてその所有す

る当社株式１株当たり１個の新株予約権の交付が行われます。

　新株予約権の交付を受けられた株主の皆様は、当社指定の新株予約権行使請求書に必要事項

を記載し記名押印したうえ、当社取締役会が別途新株予約権の行使に関して提出を要請する書

類を添えて払込取扱場所に提出し、かつ、取得する株式１株当たり１円を払込取扱場所に払込

むことにより、新株予約権を行使することができるようになります。ただし、買収者及びその一

定の関係者は、原則として新株予約権を行使できません。

　このように、買収者及びその一定の関係者を除く当社株主の皆様は、極めて低い価額で当社株

式を取得することができるようになる一方で、かかる新株予約権の行使の結果、買収者及び一

定の関係者は、保有している株式が希釈化されるという影響を被ることが予定されています。

　

なお、平成21年３月27日開催の定時株主総会において、当社株式等の大規模買付行為に関する対応

策の導入を株主の皆様にご承認いただいたことにより、当信託型ライツプランを廃止し、平成18年３

月30日開催の定時株主総会における決議に基づき発行した、有効期間を平成21年３月31日までとす

る新株予約権のすべて（600,000,000個）を当社が無償で取得し、消却しております。
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事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

付与対象者 （注１） 同左

新株予約権の数(個) 600,000,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約
権の数

― ―

新株予約権の目的となる
株式の種類

普通株式　単元株式数1,000株 同左

新株予約権の目的となる
株式の数

(1) 新株予約権の行使により当社普通株式を新たに発行
又はこれに代えて当社の有する当社普通株式の移転
(以下、「交付」という。)する数は、600,000,000株と
する。ただし、下記の(2)により新株予約権１個の行
使により交付する当社普通株式の数(以下、「付与株
式数」という。)が調整される場合には、当該調整後
の付与株式数に新株予約権の発行総数を乗じた数に
調整されるものとする。

(2) 付与株式数は、１株とする。ただし、新株予約権を発
行する日(以下、「発行日」という。)以降、当社が当
社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場
合には、付与株式数を次の算式により調整し、１株未
満の端数は切り捨てる。新株予約権の目的となる株
式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使ま
たは消却されていない新株予約権の総数を乗じた数
とする。

 

調整後
付与株式数

＝
調整前
付与株式数

× 分割・併合の比率

 
　　また、発行日以降、当社が合併または会社分割を行う場
合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない
事由が生じたときは、合併または会社分割の条件等
を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整し、新
株予約権の目的となる株式の総数は、調整後付与株
式数に該当時点で行使または消却されていない新株
予約権の総数を乗じた数とする。

同左

新株予約権の行使時の払込金額

(1) 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額
は、各新株予約権の行使により発行または移転する
株式１株当たりの払込金額(以下、「行使価額」とい
う。)に付与株式数を乗じた価額とする。

(2) 行使価額は、１円とする。

同左

新株予約権の行使期間

平成18年４月３日から平成21年３月31日(ただし、平成21
年３月31日以前に権利発動事由(下記「新株予約権の行
使の条件欄(1)」に定義される。)が発生した場合には、当
該権利発動事由が発生した日から４カ月間経過した日)
までとする。ただし、行使期間の最終日が払込取扱場所の
休業日にあたるときは、その翌営業日を最終日とする。

同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格は、行使価額とする。新株予約権の行使により当社
株式を発行する場合の資本組入額は、株式の発行価格の
全額とする。

同左
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新株予約権の行使の条件

(1) 下記①ないし⑤の各号に記載される者を除く一な
いし複数の者が、新株予約権の発行日の前後を問
わず、(ア)当社が発行者である株券等(証券取引法
第27条の23第１項に定義される。以下別段の定め
なき限り同じ。)について、20％を超える株券等保
有割合(同法第27条の23第４項に定義される。)を
保有する者または保有すると当社取締役会が認め
る者(以下「特定大量保有者」という。)になった
ことを示す公表(多数の者の知り得る状態に置か
れたことをいい、同法第27条の23または第27条の
25に定められる報告書の提出及び当社が行う証券
取引所の規則に基づく適時開示を含む。以下同
じ。)がなされた日から10日間(ただし、当社取締役
会は、当社取締役会が別途定める新株予約権細則
(以下「新株予約権細則」という。)に従いかかる
期間を延長することができる。)が経過したとき
(当該期間中に、その者が特定大量保有者でなく
なったことを示す公表がなされた場合及びその者
が下記⑤に定める者であると当社取締役会が決定
した場合を除く。)、または(イ)当社が発行者であ
る株券等(同法第27条の２第１項に定義される。)
について、公開買付け(同法第27条の２第６項に定
義される公開買付けであって、同法第27条の２第
１項に規定する買付け等の後におけるその者の所
有(これに準ずるものとして証券取引法施行令第
７条第３項で定める場合を含む。以下本項におい
て同じ。)に係る株券等(同法第27条の２第１項に
定義される。)の株券等所有割合(同法第27条の２
第８項に定義される。以下本項において同じ。)が
その者の特別関係者(同法第27条の２第７項に定
義される。ただし、同項第１号に掲げる者について
は、発行者以外の者による株券等の公開買付けの
開示に関する内閣府令第３条第１項で定める者を
除く。以下本項において同じ。)の株券等所有割合
と合計して20％を超える場合に限る。以下同じ。)
の公告を行った日から10日間(ただし、当社取締役
会は、新株予約権細則に従いかかる期間を延長す
ることができる。)が経過したとき(当該期間中に、
その者の所有に係る株券等の株券等所有割合がそ
の者の特別関係者の株券等所有割合と合計して
20％以下となった旨の同法第27条の13第１項に定
義される公告を行った場合及びその者が下記⑤に
定める者であると当社取締役会が決定した場合を
除く。)(以下、上記(ア)に定める事由と併せて「権
利発動事由」と総称し、権利発動事由が発生した
時点を「権利発動事由発生時点」という。)に限
り、(ⅰ)その者(以下「買収者」という。)、
(ⅱ)((ア)に定めるとき)当該買収者の共同保有者
(同法第27条の23第５項に定義される者をいい、当
社取締役会がこれに該当すると認めた者を含
む。)、(ⅲ)((イ)に定めるとき)当該買収者の特別
関係者(当社取締役会がこれに該当すると認めた
者を含む。)、もしくは(ⅳ)上記(ⅰ)ないし(ⅲ)記
載の者から新株予約権を当社取締役会の承認を得
ることなく譲受もしくは承継した者、または(ⅴ)
上記(ⅰ)ないし(ⅳ)記載の者の関係者、のいずれ
にも該当しない者のみが、新株予約権を行使する
ことができる。なお、ある者の「関連者」とは、実
質的に、その者が支配し、その者に支配されもしく
はその者と共同の支配下にある者として当社取締
役会が認めた者、またはその者と協調して行動す
る者として当社取締役会が認めた者をいう。

同左
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①　当社または当社の子会社
②　当社を支配する意図なく特定大量保有者となっ
た者である旨当社取締役会が認めた者であっ
て、かつ、特定大量保有者になった後10日間(た
だし、当社取締役会はかかる期間を延長するこ
とができる。)以内にその保有する当社の株券等
を処分等することにより特定大量保有者でなく
なった者

③　当社による自己株式の取得その他の理由により、
自己の意思によることなく、当社の特定大量保
有者になった者である旨当社取締役会が認めた
者(ただし、その後、自己の意思により当社の株
券等を新たに取得した場合を除く。)

④　当社を委託者とする信託の受託者として新株予
約権をその発行時に取得し、保有している者(当
該信託の受託者としての当該者に限り、以下
「受託者」という。)

⑤　その者が当社の株券等を取得または保有するこ
と(以下「買収」という。)が当社の利益に反し
ないと当社取締役会が新株予約権細則に従い認
めた者(一定の条件の下に当社の利益に反しな
いと当社取締役会が認めた場合には、当該条件
が満たされている場合に限る。)

(2) 上記(1)の規定にもかかわらず、ある者の買収に関
し権利発動事由が生じた場合において、当該買収
につき、(ⅰ)次の各号に規定する事由(以下「脅
威」という。)がいずれも存しない場合、または
(ⅱ)一もしくは複数の脅威が存するにもかかわら
ず、新株予約権の行使を認めることが当該脅威と
の関係で相当でない場合には、新株予約権者は、新
株予約権を行使することができない。なお、上記
(ⅰ)または(ⅱ)の場合に該当するかについては、
新株予約権細則に定められる手続に従い判断され
るものとする。
①　当該買収が買収の目的や買収後の経営方針等に
鑑み当社の企業価値を損なうことが明白である
こと

②　当社取締役会が当該買収について十分な情報を
取得できないこと、またはこれを取得した後、当
該買収に対する代替案を提示するために合理的
に必要な期間が存しないこと

③　当該買収に係る取引の仕組みが買収に応じるこ
とを当社の株主に強要するものであること

④　当該買収の条件(対価の価額・種類、買収の時期、
買収方法の適法性、買収実行の蓋然性、買収後に
おける当社の従業員、取引先、顧客、地域社会そ
の他の当社に係る利害関係者の処遇方針等を含
む。)が当社の本源的価値に鑑み不十分または不
適切であること

⑤　上記①ないし④のほか、当該買収またはこれに係
る取引が当社の最善の利益(当社の株主、従業
員、取引先、顧客、地域社会その他の当社に係る
利害関係者の利益が勘案されるものとする。以
下同じ。)に反する重大な虞があること

(3) 上記(2)の規定のほか、ある者の買収に関し権利発
動事由が生じた場合において、当該買収につき下
記①及び②記載の条件が充足された場合には、新
株予約権は行使することができない。なお、これら
の条件が充足されるかについては、新株予約権細
則に定められる手続に従い判断されるものする。
①　当社取締役会が提示または賛同する当該買収と
は別の代替案が存在し、

②　当該代替案が当社に係る支配権の移転(特定の者
が当社の総株主の議決権の過半数を保有するこ
ととなる行為をいう。)を伴う場合で、かつ、下記
(ア)ないし(エ)記載の条件がすべて満たされる
場合

同左
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(ア)当該買収が当社が発行者である株式全てを現金
により買付ける旨の公開買付けのみにより実施
されていること

(イ)当該買収が買収の目的や買収後の経営方針等に
鑑み当社の企業価値を損なうことが明白でない
こと

(ウ)当該買収に係る取引の仕組みが買収に応じるこ
とを当社の株主に強要するものでないこと

(エ)当該買収またはこれに係る取引が当社の最善の
利益に反する重大な虞がないこと

(4) 上記の(2)及び(3)のほか、適用ある外国の法令上、
当該法令の管轄地域に所在する者が新株予約権を
行使するために、(ⅰ)所定の手続の履行もしくは
(ⅱ)所定の条件(一定期間の行使禁止、所定の書類
の提出等を含む。)の充足、または(ⅲ)その双方(以
下「準拠法行使手続・条件」と総称する。)が必要
とされる場合には、該当管轄地域に所在する者は、
当該準拠法行使手続・条件が全て履行または充足
された場合に限り、新株予約権を行使することが
できる。ただし、当該管轄地域に所在する者が新株
予約権を行使するために当社が履行または充足す
ることが必要とされる準拠法行使手続・条件につ
いては、当社としてこれを履行または充足する義
務は負わないものとする。また、当該管轄地域に所
在する者が新株予約権を行使することが当該法令
上認められない場合には、当該管轄地域に所在す
る者は、新株予約権を行使することができない。

(5) 受託者は、受託者としての地位に基づき新株予約
権を行使することができない。

(6) 上記(1)ないし(5)の規定に従い新株予約権を有す
る者が新株予約権を行使することができない場合
であっても、当社は、当該新株予約権を有する者に
対して、損害賠償責任その他の責任を一切負わな
いものとする。

同左

新株予約権の消却事由及び
消却の条件

(1) 当社取締役会は、ある者の買収に関し権利発動事
由が生じた場合において、上記新株予約権の行使
の条件欄(2)または(3)に従い新株予約権を行使す
ることができない場合には、新株予約権を無償で
消却しなければならない。

(2) 上記(1)のほか、当社取締役会は、権利発動事由発
生時点までの間、いつでも、新株予約権を消却する
ことが適切であると判断する場合には、全ての新
株予約権を無償で消却することができる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は、当社取締役会の承認を要する。 同左

取得条項に関する事項 取得条項はありません。 同左

信託の設定の状況 （注２） 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

― ―

(注１) 　当社は信託銀行を受託者とする金銭信託以外の金銭の信託契約を締結し、信託を設定しました。権利発動事由

が発生するまでは信託銀行が信託契約に基づき新株予約権を管理し、権利発動事由が発生した場合はその後

の一定の手続きに従い最初に特定される当社の全株主（買収者を含み、自己株式所有者としての当社を除

く。）が新株予約権の交付を受けるべき受益者として確定されます。

(注２) 　当社を委託者とし三菱UFJ信託銀行株式会社（日本マスタートラスト信託銀行株式会社を共同受託者とする）

を受託者とする金銭信託以外の金銭の信託契約を締結し、信託を設定しております。

(注) ３　新株予約権の行使の方法及び行使の請求場所

新株予約権の行使は、当社所定の新株予約権行使請求書(当該新株予約権者が上記新株予約権の行使の条件欄

(1)記載の(ⅰ)ないし(ⅴ)のいずれにも該当せず、かかるいずれかの者のために行使しようとしているもので

はないこと等の表明・保証条項及び補償条項を含む。)に行使する新株予約権の個数、対象株式数及び住所等

の必要事項を記載し、これに記名押印したうえ、必要に応じて別に定める新株予約権行使に要する書類ならび

に会社法、金融商品取引法その他の法令及びその関連法規(日本証券業協会及び本邦証券取引所の定める規則

等を含む。)上その時々において要求されるその他の書類(以下「添付書類」という。)ならびに(新株予約権に

係る新株予約権証券(以下「新株予約権証券」という。)が発行された場合には)新株予約権証券を添えて払込

取扱場所に提出し、かつ、当該行使に係る新株予約権の目的たる株式の行使価額全額に相当する金銭を払込取

扱場所に払込むことにより行われるものとする。なお、新株予約権者は、その所有する各新株予約権を個別に

行使することができるものとし、かかる個別行使の際に残余の新株予約権がある場合には、当社は、当該新株
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予約権者の個別行使の日付と残余の新株予約権の個数を新株予約権原簿に記載または記録するものとし、か

つ(新株予約権証券が発行された場合には)当該新株予約権者の個別行使の日付と残余の新株予約権の個数を

新株予約権証券に記載するか、残余の新株予約権の個数を表章する新株予約権証券を当該新株予約権者に交

付するものとする。

　　 ４　新株予約権行使請求の効力発生時期

　　新株予約権の行使請求の効力は、上記３の規定に従い、行使に係る新株予約権行使請求書及び添付書類ならびに

(新株予約権証券が発行された場合には)新株予約権証券が払込取扱場所に到着した時とする。新株予約権の

行使の効力は、かかる新株予約権の行使請求の効力が生じた場合であって、かつ、当該行使に係る新株予約権

の目的たる株式の行使価額全額に相当する金銭が払込取扱場所において払込まれた時に生じるものとする。

　　 ５　新株発行時の利益配当の方法

　　新株予約権の行使により発行される当社普通株式に対する最初の利益配当金または中間配当金については、新

株予約権の行使が毎年１月１日から６月30日までになされたときは当該年の１月１日に、毎年７月１日から

12月31日までになされたときは当該年の７月１日に、それぞれ当該株式の発行があったものとみなして、これ

を支払う。

　　 ６　株式交換・株式移転の場合の新株予約権に係る義務の承継

　　当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行う場合は、当該時点において行使または消却されていな

い新株予約権に係る義務を、当該株式交換または株式移転による完全親会社となる会社に以下の決定方針に

基づき承継させることができる。ただし、新株予約権に係る義務の承継に関し、以下の決定方針に沿う記載の

ある株式交換契約書または株式移転の議案につき当社の株主総会の承認を受けた場合に限るものとする。

　　　 ①　承継された新株予約権の目的たる完全親会社の株式の種類は、完全親会社の同種の株式とする。

②　承継された新株予約権の目的たる完全親会社の株式の数は、株式交換または株式移転の比率等に応じて合理

的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。

③　承継された各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は、株式交換または株式移転の比率等に応じて

合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。

④　承継された新株予約権の権利行使期間、その他の権利行使の条件、消却事由等は、上記新株予約権の行使の条

件欄ないし新株予約権の消却事由及び消却の条件等に準じて、株式交換または株式移転に際して当社取締

役会が決定する。

⑤　承継された新株予約権を譲渡するときは、完全親会社の取締役会の承認を要する。

　　 ７　新株予約権証券の発行

　　新株予約権証券は、新株予約権者の請求があるときに限り発行する。

　　 ８　法令の改正等による修正

　　新株予約権発行後、法令の新設または改廃により、上記各項に定める条項ないし用語の意義等に修正を加える必

要が生じた場合においては、当該新設または改廃の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義

等を適宜合理的な範囲内で読み替えるものとする。
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②　会社法第236条第１項、第238条第１項、第２項及び第240条第１項の規定に基づく新株予約権の状況
は、次のとおりであります。

　
取締役会の決議日(平成19年３月29日)

　
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数(個) 84,818 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数1,000株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    84,818  (注１) 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １ (注２) 同左

新株予約権の行使期間
平成19年４月16日から平成49年
４月15日までの期間内で、当社
取締役会において決定する。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)　(注４) 

発行価格　　655
資本組入額　328

同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締
役（社外取締役を除く。）
及び執行役員に就任後１年
を経過(死亡退任のときは
除く。)し、かつ、その地位を
喪失した日(執行役員につ
いては、その地位を喪失し
た日または従業員退職日の
いずれか遅い日とする。)の
翌日から10日を経過する日
までの期間に限り、新株予
約権の行使ができるものと
する。

②　新株予約権１個当りの一部
行使はできないものとす
る。

③　この他の新株予約権の行使
条件は、取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権の
割当を受けた者との間で締
結する新株予約権割当契約
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当
社取締役会の承認を要するもの
とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注３) 同左

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率
    また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

　　なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する

　　　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。　
　　②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
　　③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合

併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
(注３) 　次の各号に掲げる事項が株主総会(株主総会の承認を要しない場合は取締役会)で承認されたときには、未行使

の新株予約権については当社が無償で取得することができる。
　　①当社が消滅会社となる合弁契約書承認の議案
　　②当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転計画承認の議案
　　③当社が分割会社となる吸収分割契約書または新設分割契約書承認の議案

(注４) 　発行価格は、新株予約権の払込金額１株当り654円と行使時の払込金額１円を合算しています。なお、新株予約
権の払込金額１株当り654円については、当社取締役及び執行役員の当社に対する報酬債権をもって相殺して
います。
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取締役会の決議日(平成19月12月28日)

　
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数(個) 4,316 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数1,000株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    4,316 (注１) 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １ (注２) 同左

新株予約権の行使期間
平成20年１月17日から平成50年
１月16日までの期間内で、当社
取締役会において決定する。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)　(注４) 

発行価格　　451
資本組入額　226

同左

新株予約権の行使の条件

①　当社の執行役員の在任期間
が１年以上経過（死亡退任
のときを除く。）し、その地
位を喪失した日または従業
員退職日のいずれか遅い日
の翌日から10日以内とし、
行使に当っては発行された
新株予約権を一括して行使
する。ただし、取締役会は、
執行役員の在任期間が１年
未満または在任期間が１年
以上で任期途中での退任に
よりその地位を喪失した場
合において、発行から１年
経過していない新株予約権
を在任期間（１ヶ月未満は
１ヶ月とする。）に応じて
按分して行使することがで
きる旨決議することができ
る。この場合按分により算
出された１個未満の端数は
切り捨てる。

②　この他の新株予約権の行使
条件は、取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権の
割当を受けた者との間で締
結する新株予約権割当契約
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当
社取締役会の承認を要するもの
とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注３) 同左

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する
　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。
②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、
合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

(注３) 　1)次の各号に掲げる事項が株主総会(株主総会の承認を要しない場合は取締役会)で承認されたときには、
　　　未行使の新株予約権については当社が無償で取得することができる。
　　①当社が消滅会社となる合弁契約書承認の議案
　　②当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転計画承認の議案
　　③当社が分割会社となる吸収分割契約書または新設分割契約書承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案
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⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することも
しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを
設ける定款の変更承認の議案

2)前項のほか、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権割当契約書に定める事由
が発生したときには、取締役会決議により当社が無償で取得することができるものとする。

(注４) 　発行価格は、新株予約権の払込金額１株当り450円と行使時の払込金額１円を合算しています。なお、新株予約
権の払込金額１株当り450円については、当社執行役員の当社に対する報酬債権をもって相殺しています。
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取締役会の決議日(平成20月３月28日)

　
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数(個) 143,771 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数1,000株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    143,771  (注１) 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １ (注２) 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月15日から平成50年
４月14日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)　(注４) 

発行価格　　442
資本組入額　221

同左

新株予約権の行使の条件

①　取締役
当社の取締役（社外取締役
を除く。）に就任後１年を
経過（死亡退任のときを除
く。）し、かつ、その地位を
喪失した日の翌日から10日
以内とし、行使に当っては
発行された新株予約権を一
括して行使する。

②　執行役員
当社の執行役員の在任期間
が１年以上経過（死亡退任
のときを除く。）し、その地
位を喪失した日または従業
員退職日のいずれか遅い日
の翌日から10日以内とし、
行使に当っては発行された
新株予約権を一括して行使
する。ただし、取締役会は、
執行役員の在任期間が１年
未満または在任期間が１年
以上で任期途中での退任に
よりその地位を喪失した場
合において、発行から１年
経過していない新株予約権
を在任期間（１ヶ月未満は
１ヶ月とする。）に応じて
按分して行使することがで
きる旨決議することができ
る。この場合按分により算
出された１個未満の端数は
切り捨てる。

③　新株予約権を行使できる期
間については、上記行使期
間内及び①②の期間内で当
社取締役会において決定す
る。

④　この他の新株予約権の行使
条件は、取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権の
割当を受けた者との間で締
結する新株予約権割当契約
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当
社取締役会の承認を要するもの
とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注３) 同左

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
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(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する
　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。
②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、
合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

(注３) 　次の各号に掲げる事項が株主総会(株主総会の承認を要しない場合は取締役会)で承認されたときには、未行使
の新株予約権については当社が無償で取得することができる。

　　①当社が消滅会社となる合弁契約書承認の議案
　　②当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転計画承認の議案
　　③当社が分割会社となる吸収分割契約書または新設分割契約書承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することも
しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを
設ける定款の変更承認の議案

(注４) 　発行価格は、新株予約権の払込金額１株当り441円と行使時の払込金額１円を合算しています。なお、新株予約
権の払込金額１株当り441円については、当社取締役及び執行役員の当社に対する報酬債権をもって相殺して
います。
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(3) 【ライツプランの内容】

「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成18年１月１日～
平成18年12月31日
(注)

△14,400 299,115 ― 34,433 ― 31,499

(注)　利益及び繰越利益剰余金による自己株式の消却による減少であります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 75 40 457 181 13 44,53545,301 ―

所有株式数
(単元)

― 116,223755 52,40314,759 13 111,138295,2913,824,346

所有株式数
の割合(％)

― 39.36 0.25 17.75 5.00 0.00 37.64100.00 ―

(注) １　自己株式28,835,005株は、「個人その他」の欄に28,835単元及び「単元未満株式の状況」の欄に５株それぞれ

含めて記載しております。

２　株式会社証券保管振替機構名義の株式3,550株は、「その他の法人」の欄に３単元及び「単元未満株式の状

況」の欄に550株それぞれ含めて記載しております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

みずほ信託銀行株式会社　退職給
付信託　みずほ銀行口　再信託受
託者　資産管理サービス信託銀行
株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランド　トリトンスクエア　オフィスタ
ワーＺ棟

14,518 4.85

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 12,109 4.05

株式会社みずほコーポレート 
銀行 
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 
(東京都中央区晴海１丁目８－12　晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)

10,946 3.66

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海１丁目８－11 10,580 3.54

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 7,288 2.44

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 6,443 2.15

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
(常任代理人　日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
(東京都港区浜松町２丁目11－３)

6,257 2.09

みずほ信託銀行株式会社 
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都中央区八重洲１丁目２－１ 
(東京都中央区晴海１丁目８－12　晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)

6,189 2.07

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 5,799 1.94

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２丁目１－１
（東京都中央区晴海１丁目８－12　晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

5,382 1.80

計 ― 85,514 28.59

(注)　上記のほか、当社が所有している自己株式28,835,005株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合：　　

9.64％）があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
28,835,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

266,456,000
266,453 同上

単元未満株式
普通株式

3,824,346
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 299,115,346― ―

総株主の議決権 ― 266,453 ―

(注) １「単元未満株式」の株式数の欄には当社所有の自己株式５株が含まれております。

２　上記「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、

それぞれ3,000株及び550株含まれております。なお、議決権の数の欄には同機構名義の株式は含まれておりま

せん。

　

② 【自己株式等】

平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ライオン株式会社

墨田区本所一丁目３番７号 28,835,000― 28,835,0009.64

計 ― 28,835,000― 28,835,0009.64
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。

①　新株予約権方式によるストックオプション制度

(イ)　当該制度は、旧商法（平成13年法律第128号）第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以

外の者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成16年３月30日開催の定時

株主総会及び取締役会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数
平成16年４月１日における当社の取締役、監査役及び使用人
ならびに子会社の取締役　　1,028名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数1,000株

株式の数 8,092,000株 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 651円 (注２)

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から
平成21年３月31日まで

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分は
認めないものとする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を承継
し、これを行使することができる。

　　また、新株予約権者が当社の取締役、監査役及び使用人なら
びに子会社の取締役のいずれの地位をも有さなくなった
場合にも新株予約権を行使することができる。ただし、い
ずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件により、
行使可能な新株予約権の数及び行使可能期間等について
制限がなされ、または新株予約権を当社に返還すべきこ
ととなることがある。

③　上記の他、各対象者から当社への新株予約権返還事由、新
株予約権の行使の制限その他に関して新株予約権割当契
約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
ときは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。
　①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の
行使、「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株
式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)附則第６条第１項の規定に基づく新株引
受権の行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上
げる。

 
 

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価
既発行株式数＋新規発行株式数

　　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの
とする。

　②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併合の
比率に応じ比例的に調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合
併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
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(ロ)　当該制度は、旧商法（平成13年法律第128号）第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以

外の者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年３月30日開催の定時

株主総会及び取締役会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成17年３月30日

付与対象者の区分及び人数 平成17年４月１日における当社従業員　127名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数1,000株

株式の数 628,000株 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 635円 (注２)

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分は
認めないものとする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を承継
し、これを行使することができる。

　　また、新株予約権者が当社の使用人の地位を有さなくなっ
た場合にも新株予約権を行使することができる。ただし、
いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件によ
り、行使可能な新株予約権の数及び行使可能期間等につ
いて制限がなされ、または新株予約権を当社に返還すべ
きこととなることがある。

③　上記の他、各対象者から当社への新株予約権返還事由、新
株予約権の行使の制限その他に関して新株予約権割当契
約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
ときは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。
　①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の
行使、「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株
式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)附則第６条第１項の規定に基づく新株引
受権の行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上
げる。

 
 

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価
既発行株式数＋新規発行株式数

　　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの
とする。

　②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併合の
比率に応じ比例的に調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合
併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
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(ハ)　当該制度は、旧商法（平成13年法律第128号）第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以

外の者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成18年３月30日開催の定時

株主総会及び取締役会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成18年３月30日

付与対象者の区分及び人数 平成18年４月１日における当社の取締役及び使用人　114名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数1,000株

株式の数 950,000株 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 790円 (注２)

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分は
認めないものとする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を承継
し、これを行使することができる。

　　また、新株予約権者が当社の取締役及び使用人のいずれの
地位をも有さなくなった場合にも新株予約権を行使する
ことができる。ただし、いずれの場合も新株予約権割当契
約に定める条件により、行使可能な新株予約権の数及び
行使可能期間等について制限がなされ、または新株予約
権を当社に返還すべきこととなることがある。

③　上記の他、各対象者から当社への新株予約権返還事由、新
株予約権の行使の制限その他に関して新株予約権割当契
約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
ときは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。
　①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の
行使、「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株
式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)附則第６条第１項の規定に基づく新株引
受権の行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上
げる。

 
 

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価
既発行株式数＋新規発行株式数

　　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの
とする。

　②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併合の
比率に応じ比例的に調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合
併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
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(ニ)　当該制度は、旧商法（平成13年法律第128号）第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株主以

外の者に対して特に有利な条件をもって株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行す

ることを平成18年３月30日開催の定時株主総会及び取締役会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成18年３月30日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役、監査役及び執行役員　25名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数1,000株

株式の数 129,753株 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 １円 (注２)

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から平成48年３月31日までの期間内で、当
社取締役会において決定する。

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員に就
任後１年を経過(死亡退任のときを除く。)し、そのいずれ
の地位も喪失した日(執行役員については、その地位を喪
失した日または従業員退職日のいずれかの遅い日とす
る。)の翌日から10日を経過する日までの期間に限り、新
株予約権を行使できるものとする。

②　新株予約権１個当りの一部行使はできないものとする。
③　この他の新株予約権の行使条件は、株主総会決議及び取締
役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者
との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する
　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。
②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、
合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
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(ホ)　当該制度は、会社法第236条第１項、第238条第１項、第２項及び第240条第１項の規定に基づく株式

報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを平成19年３月29日開催の取締役会に

おいて決議されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成19年３月29日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役(社外取締役を除く)及び執行役員　19名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数1,000株

株式の数 149,619株 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 １円 (注２)

新株予約権の行使期間
平成19年４月16日から平成49年４月15日までの期間内で、当
社取締役会において決定する。

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役(社外取締役を除く。)及び
執行役員に就任後１年を経過(死亡退任のときを除く。)
し、かつ、その地位を喪失した日(執行役員については、そ
の地位を喪失した日または従業員退職日のいずれか遅い
日とする。)の翌日から10日を経過する日までの期間に限
り、新株予約権の行使ができるものとする。

②　新株予約権１個当りの一部行使はできないものとする。
③　この他の新株予約権の行使条件は、取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結す
る新株予約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注３)

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する
　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。
②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、
合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

(注３) 　次の各号に掲げる事項が株主総会(株主総会の承認を要しない場合は取締役会)で承認されたときには、未行使
の新株予約権については当社が無償で取得することができる。

　　①当社が消滅会社となる合弁契約書承認の議案
　　②当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転計画承認の議案
　　③当社が分割会社となる吸収分割契約書または新設分割契約書承認の議案

　

EDINET提出書類

ライオン株式会社(E00991)

有価証券報告書

 56/158



(ヘ)　当該制度は、会社法第236条第１項、第238条第１項、第２項及び第240条第１項の規定に基づく株式

報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを平成19年12月28日開催の取締役会に

おいて決議されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成19年12月28日

付与対象者の区分及び人数 当社の執行役員　６名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数1,000株

株式の数 6,133株 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 １円 (注２)

新株予約権の行使期間
平成20年１月17日から平成50年１月16日までの期間内で、当
社取締役会において決定する。

新株予約権の行使の条件

①　当社の執行役員の在任期間が１年以上経過（死亡退任の
ときを除く。）し、その地位を喪失した日または従業員退
職日のいずれか遅い日の翌日から10日以内とし、行使に
当っては発行された新株予約権を一括して行使する。た
だし、取締役会は、執行役員の在任期間が１年未満または
在任期間が１年以上で任期途中での退任によりその地位
を喪失した場合において、発行から１年経過していない
新株予約権を在任期間（１ヶ月未満は１ヶ月とする。）
に応じて按分して行使することができる旨決議すること
ができる。この場合按分により算出された１個未満の端
数は切り捨てる。

②　この他の新株予約権の行使条件は、取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結す
る新株予約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注３)

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する
　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。
②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、
合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

(注３) 　1)次の各号に掲げる事項が株主総会(株主総会の承認を要しない場合は取締役会)で承認されたときには、
　　　未行使の新株予約権については当社が無償で取得することができる。
　　①当社が消滅会社となる合弁契約書承認の議案
　　②当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転計画承認の議案
　　③当社が分割会社となる吸収分割契約書または新設分割契約書承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することも
しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを
設ける定款の変更承認の議案

2)前項のほか、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権割当契約書に定める事由
が発生したときには、取締役会決議により当社が無償で取得することができるものとする。
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(ト)　当該制度は、会社法第236条第１項、第238条第１項、第２項及び第240条第１項の規定に基づく株式

報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを平成20年３月28日開催の取締役会に

おいて決議されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成20年３月28日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役(社外取締役を除く)及び執行役員　18名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数1,000株

株式の数 143,771株 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 １円 (注２)

新株予約権の行使期間 平成20年４月15日から平成50年４月14日まで

新株予約権の行使の条件

①　取締役
当社の取締役（社外取締役を除く。）に就任後１年を経
過（死亡退任のときを除く。）し、かつ、その地位を喪失
した日の翌日から10日以内とし、行使に当っては発行さ
れた新株予約権を一括して行使する。

②　執行役員
当社の執行役員の在任期間が１年以上経過（死亡退任の
ときを除く。）し、その地位を喪失した日又は従業員退職
日のいずれか遅い日の翌日から10日以内とし、行使に
当っては発行された新株予約権を一括して行使する。た
だし、取締役会は、執行役員の在任期間が１年未満または
在任期間が１年以上で任期途中での退任によりその地位
を喪失した場合において、発行から１年経過していない
新株予約権を在任期間（１ヶ月未満は１ヶ月とする。）
に応じて按分して行使することができる旨決議すること
ができる。この場合按分により算出された１個未満の端
数は切り捨てる。

③　新株予約権を行使できる期間については、上記行使期間内
及び①②の期間内で当社取締役会において決定する。

④　この他の新株予約権の行使条件は、取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結す
る新株予約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注３)

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する
　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。
②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、
合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

(注３) 　次の各号に掲げる事項が株主総会(株主総会の承認を要しない場合は取締役会)で承認されたときには、未行使
の新株予約権については当社が無償で取得することができる。

　　①当社が消滅会社となる合弁契約書承認の議案
　　②当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転計画承認の議案
　　③当社が分割会社となる吸収分割契約書または新設分割契約書承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することも
しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを
設ける定款の変更承認の議案
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(チ)　当該制度は、会社法第236条第１項、第238条第１項、第２項及び第240条第１項の規定に基づく株式

報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを平成20年12月25日開催の取締役会に

おいて決議されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成20年12月25日

付与対象者の区分及び人数 当社の執行役員　８名 (注４)

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数1,000株

株式の数 46,817株 (注１) (注４)

新株予約権の行使時の払込金額 １円 (注２)

新株予約権の行使期間 平成21年１月15日から平成51年１月14日まで

新株予約権の行使の条件

①　当社の執行役員の在任期間が１年以上経過（死亡退任の
ときを除く。）し、その地位を喪失した日または従業員退
職日のいずれか遅い日の翌日から１０日以内とし、行使
に当っては発行された新株予約権を一括して行使する。
ただし、取締役会は、執行役員の在任期間が１年未満また
は在任期間が１年以上で任期途中での退任によりその地
位を喪失した場合において、発行から１年経過していな
い新株予約権を在任期間（１ヶ月未満は１ヶ月とす
る。）に応じて按分して行使することができる旨決議す
ることができる。この場合按分により算出された１個未
満の端数は切り捨てる。(注４)

②　この他の新株予約権の行使条件は、取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結す
る新株予約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注３)

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する
　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。
②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、
合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

(注３) 　1)次の各号に掲げる事項が株主総会(株主総会の承認を要しない場合は取締役会)で承認されたときには、
　　　未行使の新株予約権については当社が無償で取得することができる。
　　①当社が消滅会社となる合弁契約書承認の議案
　　②当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転計画承認の議案
　　③当社が分割会社となる吸収分割契約書または新設分割契約書承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することも
しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを
設ける定款の変更承認の議案

2)前項のほか、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権割当契約書に定める事由
が発生したときには、取締役会決議により当社が無償で取得することができるものとする。

(注４) 　平成21年２月６日開催の取締役会における決議、平成21年３月27日開催の定時株主総会において、付与対象者
２名が取締役に選任されたことにより、新株予約権の目的となる株式の数46,817株のうち8,779株は失効して
おります。
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(リ)　当該制度は、会社法第236条第１項、第238条第１項、第２項及び第240条第１項の規定に基づく株式

報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを平成21年３月27日開催の取締役会に

おいて決議されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成21年３月27日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役(社外取締役を除く)　９名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数1,000株

株式の数 99,781株 (注１)

新株予約権の行使時の払込金額 １円 (注２)

新株予約権の行使期間 平成21年４月15日から平成51年４月14日まで

新株予約権の行使の条件

①　当社の取締役（社外取締役を除く。）に就任後１年を経過
（死亡退任のときを除く。）し、かつ、その地位を喪失し
た日の翌日から10日以内とし、行使に当っては発行され
た新株予約権を一括して行使する。

②　新株予約権を行使できる期間については、上記行使期間内
及び①の期間内で当社取締役会において決定する。

③　この他の新株予約権の行使条件は、取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結す
る新株予約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注３)

(注１) 　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整するものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合併または会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
なお、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(注２) 　①各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する
　株式１株当りの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。
②当社が当社普通株式につき株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の併合の比率に応じ比例的に調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、
合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

(注３) 　1)次の各号に掲げる事項が株主総会(株主総会の承認を要しない場合は取締役会)で承認されたときには、
　　　未行使の新株予約権については当社が無償で取得することができる。
　　①当社が消滅会社となる合弁契約書承認の議案
　　②当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転計画承認の議案
　　③当社が分割会社となる吸収分割契約書または新設分割契約書承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ
ともしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定
めを設ける定款の変更承認の議案

2)前項のほか、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権割当契約書に定める事由
が発生したときには、取締役会決議により当社が無償で取得することができるものとする。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。
　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　 　 　
　 　 　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 702,886 366,293
　 　 　

当期間における取得自己株式　（注） 20,583 10,186

(注)当期間における取得自己株式には、平成21年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

　　による株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

          ―           ―           ―           ―

消却の処分を行った取得自己株式           ―           ―           ―           ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

          ―           ―           ―           ―

その他 　 　 　 　

(ストックオプションの行使)   (注) 266,384 138,165          ―           ―

(単元未満株の買増請求)　　   (注) 157,787 86,940 3,287 1,808
　 　 　 　 　

保有自己株式数　　　　   　　(注) 28,835,005          ― 28,852,301          ―

　
(注)ストックオプションの行使、単元未満株の買増請求及び保有自己株式数の当期間には、平成21年３月１日から

　　有価証券報告書提出日までの取引は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、連結収益力の向上により、株主の皆さまへの永続的かつ安定的な利益還元を行うことを経営の

最重要課題と考え、配当は安定して継続し、自己株式の取得は中長期的な成長のための内部留保を総合的

に判断して実施を検討してまいります。内部留保は、企業成長力の強化、永続的な事業基盤の整備を行う

ことを目的として、研究開発・生産設備等への投資や外部資源獲得に充当してまいります。

　当社は、毎事業年度における剰余金の配当につきましては、中間配当、期末配当の年２回行うことを基本

としております。

　当社は会社法第459条に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款で

定めております。

　当期の剰余金の配当につきましては、過去の支払実績及び配当性向を勘案して、取締役会決議により、１

株につき、中間５円（支払開始日：平成20年９月５日)、期末５円（支払開始日：平成21年３月４日）と

いたしました。

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成20年８月４日
取締役会決議

1,354 5.00

平成21年２月６日
取締役会決議

1,351 5.00

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第144期 第145期 第146期 第147期 第148期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

最高(円) 669 841 818 730 648

最低(円) 551 551 515 510 438

(注)　株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 494 543 574 648 635 555

最低(円) 440 483 495 471 529 483

(注)　株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
(代表取締役)

取締役会議

長、最高経営

責任者

藤 重 貞 慶 昭和22年１月１日生

昭和44年３月 ライオン油脂株式会社入社

平成22年３月 46

平成２年３月 当社イノベーションルーム室長

 〃 ４年３月 当社LOCOS推進部長

 〃 ８年３月 当社取締役、国際事業本部長

 〃 12年３月 当社常務取締役、家庭品営業本部長

 〃 14年３月 当社代表取締役、専務取締役、家庭品事業
部門・家庭品営業本部分担、家庭品営業
本部長

 〃 16年３月 当社代表取締役、取締役社長、最高経営執
行責任者

 〃 16年４月 泰国獅王企業有限公司代表者兼務(現任)

 〃 18年３月 当社代表取締役、取締役社長、取締役会議
長、最高経営責任者、家庭品事業部門分担

 〃 19年３月 当社代表取締役、取締役社長、取締役会議
長、最高経営責任者

専務取締役
(代表取締役)

リスク統括

管理担当、海

外関係全般

分担、購買本

部分担、経営

企画部・広

報部・IR室

担当

大 林 三 雄 昭和21年５月16日生

昭和44年３月 ライオン油脂株式会社入社

平成22年３月 44

平成２年３月 当社国際事業本部テクニカルセンター室
長

 〃 ５年３月 当社国際事業本部営業部長兼同本部テク
ニカルセンター室長

 〃 ６年３月 当社国際事業本部統括部長兼同本部テク
ニカルセンター室長

 〃 ６年８月 当社国際事業本部統括部長

 〃 ８年３月 当社国際事業本部営業部長

 〃 12年４月 当社開発企画部長

 〃 13年１月 ヘンケル ライオン コスメティックス株
式会社代表取締役、社長

 〃 16年３月 当社執行役員、国際事業本部長

 〃 16年４月 泰国獅王企業有限公司代表者兼務(現任)

 〃 18年３月 当社常務取締役、国際事業本部(海外関係
全般を含む)・購買本部分担、開発企画部
担当

 〃 19年５月 当社常務取締役、国際事業本部(海外関係
全般を含む)・購買本部分担、開発企画部
・新規事業推進室担当

 〃 20年１月 当社常務取締役、リスク統括管理担当、国
際事業本部(海外関係全般を含む)・購買
本部分担、経営企画部・広報部・IR室・
新規事業推進室担当

 〃 20年３月 当社代表取締役、専務取締役、リスク統括
管理担当、国際事業本部(海外関係全般を
含む)・購買本部分担、経営企画部・広報
部・IR室・新規事業推進室担当

 〃 21年３月 当社代表取締役、専務取締役、リスク統括
管理担当、海外関係全般分担、購買本部分
担、経営企画部・広報部・IR室担当

専務取締役
(代表取締役)

企業倫理担

当、経理部・

秘書部・人

事部・総務

部・統合シ

ステム部・

CSR推進部・

法務部・薬

事部・LOCOS

推進部担当

山 田 哲 夫 昭和21年12月７日生

昭和44年３月 ライオン油脂株式会社入社

平成22年３月 36

平成８年３月 当社経営企画部長

 〃 12年３月 当社取締役、開発企画部担当、経営企画部
長

 〃 14年３月 当社常務取締役、家庭品事業統括部長

 〃 15年４月 当社常務取締役、家庭品事業統括部長兼
同部マーケティングプランニング室長

 〃 16年３月 当社常務取締役、家庭品事業部門分担、家
庭品事業統括部長

 〃 17年３月 当社常務取締役、家庭品事業総合管掌(家
庭品事業部門分担、家庭品営業本部管掌)

 〃 18年３月 当社常務取締役、経営企画部・LOCOS推進
部・経理部・広報部・IR室担当

 〃 18年５月 当社常務取締役、リスク統括管理担当、経
営企画部・LOCOS推進部・経理部・広報
部・IR室担当

 〃 20年１月 当社常務取締役、企業倫理担当、経理部・
秘書部・人事部・総務部・統合システム
部・CSR推進部・法務部・薬事部・LOCOS
推進部担当

 〃 20年３月 当社代表取締役、専務取締役、企業倫理担
当、経理部・秘書部・人事部・総務部・
統合システム部・CSR推進部・法務部・
薬事部・LOCOS推進部担当
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役

国際事業本

部長兼オレ

オケミカル

事業推進室

長

可 知 光 晴 昭和21年12月４日生

昭和45年３月 ライオン油脂株式会社入社

平成22年３月 32

平成８年３月 当社購買本部原料部長

 〃 10年４月 当社開発企画部長

 〃 11年４月 ライオン・アクゾ株式会社常務取締役

 〃 12年３月 ライオン・アクゾ株式会社代表取締役、
社長

 〃 16年３月 当社執行役員、購買本部長

 〃 18年３月 当社上席執行役員、国際事業本部長、Ｃ
Ｊライオン株式会社代表者兼務(現任)

 〃 18年４月 泰国獅王企業有限公司代表者兼務(現
任)、獅王日用化工(青島)有限公司代表
者兼務(現任)

 〃 18年５月 獅王企業(シンガポール)有限公司代表
者兼務(現任)

 〃 18年６月 獅王家庭用品(国際)有限公司代表者兼
務(現任)

 〃 18年10月 当社上席執行役員、国際事業本部長兼同
本部事業推進部長

 〃 18年12月 サザンライオン有限公司代表者兼務(現
任)

 〃 19年１月 当社上席執行役員、国際事業本部長

 〃 19年５月 当社上席執行役員、国際事業本部長兼新
規事業推進室長

 〃 19年６月 ライオンエコケミカルズ有限公司代表
者兼務(現任)

 〃 20年１月 当社常務執行役員、国際事業本部長兼新
規事業推進室長

 〃 20年３月 当社常務取締役、国際事業本部長兼新規
事業推進室長

 〃 21年３月 当社常務取締役、国際事業本部長兼オレ
オケミカル事業推進室長

常務取締役

研究開発本

部長、知的財

産部担当

杉 山 圭 吉 昭和22年５月10日生

昭和48年４月 ライオン油脂株式会社入社

平成22年３月 19

平成８年３月 当社研究開発本部薬品研究所長

 〃 12年４月 当社研究開発本部ベターリビング研究
所長

 〃 14年３月 当社ビューティケア事業本部ビュー
ティケア研究所長

 〃 16年３月 当社執行役員、ハウスホールド事業本部
長

 〃 18年３月 当社執行役員、研究開発本部企画管理部
長

 〃 19年３月 当社執行役員、研究開発本部企画管理部
長兼同本部機能性食品研究室長

 〃 20年１月 当社執行役員、研究開発本部長

 〃 20年３月 当社取締役、研究開発本部長

 〃 21年３月 当社常務取締役、研究開発本部長、知的
財産部担当

取締役

ヘルスケア

事業本部長、

全国業務セ

ンター担当

太 田 修 一 昭和24年12月26日生

昭和48年４月 ライオン油脂株式会社入社

平成22年３月 26

平成12年４月 当社総務部長

 〃 17年３月 当社人事部長

 〃 18年３月 当社執行役員、人事部長

 〃 20年１月 当社執行役員、ヘルスケア事業本部長

 〃 20年３月 当社取締役、ヘルスケア事業本部長

 〃 21年３月

 

当社取締役、ヘルスケア事業本部長、全
国業務センター担当

取締役

ハウスホー

ルド事業本

部長、宣伝部

・生活者行

動研究所・

流通政策部

・営業開発

部担当

濱 　逸 夫 昭和29年３月14日生

昭和52年４月 ライオン油脂株式会社入社

平成22年３月 6

平成14年３月 当社研究技術本部プロセス開発セン
ター所長

 〃 16年３月 当社ハウスホールド事業本部ハウス
ホールド第１研究所長

 〃 18年３月 当社家庭品事業部門ハウスホールド事
業本部ファブリックケア事業部長

 〃 19年３月 当社ハウスホールド事業本部ファブ
リックケア事業部長

 〃 20年１月 当社執行役員、ハウスホールド事業本部
長

 〃 20年３月 当社取締役、ハウスホールド事業本部長

 〃 21年３月 当社取締役、ハウスホールド事業本部
長、宣伝部・生活者行動研究所・流通政
策部・営業開発部担当
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 生産本部長 照 井 隆 夫 昭和24年10月27日生

昭和43年４月 ライオン油脂株式会社入社

平成22年３月 20

平成11年４月 当社生産本部東京工場長

 〃 12年４月 当社生産本部生産管理部長

 〃 16年３月 当社生産本部千葉工場長

 〃 18年３月 当社執行役員、生産本部長

 〃 18年４月 泰国獅王企業有限公司代表者兼務(現
任)

 〃 20年１月 当社上席執行役員、生産本部長

 〃 21年３月 当社取締役、生産本部長

取締役
化学品事業
本部長

阿 部 清 孝 昭和25年10月17日生

昭和50年４月 ライオン油脂株式会社入社

平成22年３月 6

平成10年４月 当社化学品事業本部西部化学品販売部
長

 〃 14年３月 当社化学品事業本部広域第２販売部長

 〃 17年３月 当社化学品事業本部機能化学品第１販
売部長

 〃 18年３月 ライオン・アクゾ株式会社代表取締役、
社長

 〃 20年１月 当社執行役員、化学品事業本部長

 〃 21年３月 当社取締役、化学品事業本部長

取締役 　 嶋 口 充 輝 昭和17年３月31日生

昭和62年４月 慶應義塾大学大学院経営管理研究科教
授

平成22年３月 11

平成10年６月 石井食品株式会社社外監査役

 〃 13年４月 財団法人医療科学研究所理事(現任)

 〃 14年６月 エーザイ株式会社社外取締役

 〃 15年８月 当社経営評価委員会委員

 〃 18年３月 当社社外取締役

 〃 18年５月 株式会社ベルシステム24社外取締役

 〃 19年４月 法政大学大学院イノベーション・マネ
ジメント研究科教授(現任)

 早稲田大学大学院客員教授(現任)

 〃 19年９月 社団法人日本マーケティング協会理事
長(現任)

 〃 21年２月 サントリーホールディングス株式会社
社外監査役(現任)

取締役 　 山 田 秀 雄 昭和27年１月23日生

昭和59年４月 弁護士登録(第二東京弁護士会)

平成22年３月 2

平成４年４月 山田秀雄法律事務所(現　山田・尾﨑法
律事務所)開設(現在に至る)

 〃 10年５月 太洋化学工業株式会社社外監査役(現
任)

 〃 13年４月 第二東京弁護士会副会長

 〃 14年５月 財団法人橘秋子記念財団理事(現任)

 〃 16年６月 株式会社サトー社外取締役(現任)

 〃 18年３月 当社社外取締役

 〃 19年６月 株式会社ミクニ社外監査役(現任)

 石井食品株式会社社外監査役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役 常勤監査役 笠 松 孝 安 昭和26年３月14日生

昭和49年４月 ライオン歯磨株式会社入社

平成23年３月 5平成15年４月 当社経営企画部特命担当部長

 〃 19年３月 当社監査役

監査役 常勤監査役 下 浦 義 博 昭和22年１月24日生

昭和44年３月 ライオン油脂株式会社入社

平成23年３月 12
平成14年６月 当社経理部予算原価チームリーダー

 〃 19年２月 当社常勤嘱託

 〃 19年３月 当社監査役

監査役 　 井戸川 員 三 昭和14年３月30日生

昭和42年２月 磯部公認会計士協同事務所(現　新日本
有限責任監査法人)入所

平成23年３月 4

 〃 45年４月 公認会計士登録

 〃 63年５月 太田昭和監査法人(現　新日本有限責任
監査法人)代表社員

平成16年６月 新日本監査法人(現　新日本有限責任監
査法人)代表社員退任

 〃 16年７月 株式会社ビジネスブレイン太田昭和社
外監査役

 〃 17年６月 株式会社電業社機械製作所監査役(補
欠)

 〃 18年３月 当社監査役（補欠）

 〃 18年６月 リンテック株式会社社外監査役(現任)

 〃 19年３月 当社社外監査役

監査役 　 三 上 昌 宏 昭和20年１月29日生

昭和38年４月 大蔵省(現　財務省)国税庁入庁

平成23年３月 5

平成６年12月 税理士資格取得

 〃 14年７月 芝税務署長

 〃 15年７月 財務省国税庁退官

 〃 15年８月 三上昌宏税理士事務所開設(現在に至
る)

 〃 17年10月 株式会社銀座審美堂社外監査役(現任)

 〃 18年２月 桂城建設株式会社社外監査役(現任)

 〃 19年３月 当社社外監査役

 〃 19年８月 永和不動産株式会社社外監査役(現任)

計 277

(注) １　嶋口充輝氏及び山田秀雄氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　井戸川員三氏及び三上昌宏氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　当社では、取締役会が担っている「経営の意思決定及び監督機能」と「業務執行機能」を区分し、取締役会は

「意思決定・監督機能」を担い、各事業本部、その他重要業務に係る「業務執行機能」は執行役員が担うこと

とする執行役員制度を平成16年３月に導入いたしました。

　　執行役員は６名で構成されております。

４　当社は、監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備えて、補欠の監査役を選任しております。補欠の

監査役の略歴は次のとおりであります。

　

氏名 生年月日 略歴 所有株式数

土 肥 準 三 昭和16年４月30日生

昭和44年４月 公認会計士三好敬一事務所入所

―

 〃 46年４月 昭和監査法人(現　新日本有限責任監査法人)入所

 〃 48年３月 公認会計士登録

平成３年５月 太田昭和監査法人(現　新日本有限責任監査法人)代

表社員

 〃 18年６月 新日本監査法人(現　新日本有限責任監査法人)代表

社員退任

 〃 18年７月 土肥準三税務・会計事務所開設(現在に至る)

　 有限会社サカイ監査役

 〃 19年３月 当社監査役(補欠)

 〃 19年６月 サンビアン株式会社社外監査役(現任)

 〃 20年６月 株式会社ビジネス・ブレイクスルー社外監査役(現

任)

(注)　土肥準三氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

経営の透明性を高め、監督機能の強化と意思決定の迅速化をはかり、コンプライアンスを確保すること

をコーポレート・ガバナンス上の最重要課題と位置付けており、コーポレート・ガバナンス体制の強化

・充実を推進することにより、企業価値の向上を目指しております。

　

(2) 会社の機関の内容

当社取締役会は、監査役制度のもとで経営の監督を行っておりますが、経営の監督と執行の分離を進

めるため平成16年３月より執行役員制を導入し、それまで取締役会が担ってきた機能を区分し、取締役

会は「経営の意思決定及び監督機能」を担い、執行役員会が「業務執行機能」を担うことといたしま

した。 

　また、社外有識者の評価・意見を経営に反映させるための「経営評価委員会」を平成15年10月より設

置しております。

　また、取締役、監査役、執行役員の報酬等に関する方針について、役員報酬等の客観性及び透明性を高

めるために「報酬諮問委員会」を平成18年12月より設置し、同委員会の答申を最大限に尊重して、取締

役については取締役会で、監査役については監査役会で、それぞれ決定することといたしました。同委

員会の委員は、社外取締役２名、社外監査役２名の計４名であります。

　

＜取締役・取締役会・執行役員会等＞

取締役会は取締役11名（内、社外取締役２名）(平成20年12月31日現在)で組織しております。月に１

回の定例取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項につい

て意思決定するとともに、各取締役及び各執行役員の業務執行を監督しております。

  また、中長期経営計画の基本方針など重要な企業戦略については、専務取締役以上を主たるメンバー

とする経営会議での審議を経て、取締役会の適正な意思決定が可能な体制を構築しております。

  さらに、事業に直結する業務執行に関する施策については、最高経営責任者である代表取締役社長、

専務以下の取締役、事業本部長等の執行役員９名(平成20年12月31日現在)及び常勤監査役をメンバー

とする執行役員会で、さまざまな角度から課題に対する議論と検討を加える体制としております。

　

＜監査役・監査役会＞

監査役は４名(平成20年12月31日現在)で、社外監査役２名、社内出身の常勤監査役２名です。監査役

会は２ヵ月に１回の定例監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。監

査役及び監査役会に専任のスタッフ１名を配置しております。

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準及び内部統制システムに係る監査実施基準並びに監

査方針、監査計画等に従い、取締役会その他重要な会議への出席、各取締役や内部監査部門等からその

職務の執行状況聴取、本社及び主要な事業所の往査、子会社の調査を実施しております。また事業報告

の監査、会計監査人から監査報告を受け計算書類、連結計算書類及び附属明細書につき検討を行うほ

か、代表取締役との定例意見交換会(６ヵ月に１回)を実施しております。
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＜報酬諮問委員会＞

社外取締役２名及び社外監査役２名で構成する「報酬諮問委員会」による「取締役及び執行役員の

報酬体系、水準、賞与に係る業績指標と算定方法等の基本的考え方」及び「監査役の報酬体系、水準の

基本的考え方」についての答申に基づき、取締役、監査役及び執行役員の報酬体系を改定することと

し、平成19年12月期より新報酬体系へ移行しました。（新報酬体系の概要は、後述する(4)役員報酬の内

容　＜平成21年12月期の役員報酬体系＞をご参照下さい。）

　

＜経営評価委員会＞

社外有識者８名(平成20年12月31日現在)からなる経営評価委員会を開催し、コーポレート・ガバナ

ンス体制のあり方、事業開発・製品開発の方向性、CSR(企業の社会的責任)の考え方等、全般経営課題に

関する委員の意見を経営に反映させております。

　

コーポレート・ガバナンス体制の模式図は、次のとおりです。

　

　

(3) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下の体制を整備しております。

  なお、平成21年12月期より適用となる金融商品取引法における内部統制報告制度への対応につきま

しては、取締役社長の指示の下、専任プロジェクトにより社内整備を進めております。

　また、財務報告における内部統制の整備・運用状況を把握・評価するため、監査室に専任を置き体制

を整えました。
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＜取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制＞

① 基本的考え方

ⅰ.　当社グループの「ライオン企業行動憲章」、「行動指針」  をコンプライアンス体制の基盤

とする。

ⅱ.　ライオン企業行動憲章の精神を代表取締役社長が繰り返し役員・従業員に伝えることによ

り、企業倫理意識の浸透に努めるとともに、コンプライアンスがあらゆる企業活動の前提で

あることを徹底する。

② コンプライアンス体制

ⅰ.　取締役会で選定した企業倫理担当役員を委員長とする当社グループ全体に係る企業倫理委員

会を設置し、企業倫理意識の浸透・定着のための具体的施策を推進する。ライオン企業行動

憲章・行動指針に反する事態が生じ、企業倫理委員会が必要と認めたときは、外部専門家

（弁護士、公認会計士等）を委員とする倫理調査委員会を設け事態の解決・収拾を図る仕組

みを採用する。

ⅱ.　企業倫理担当役員の下に企業倫理専任部長を置き、コンプライアンス体制の整備・維持を図

るとともに、当社グループの各部所における必要な研修を行う。あわせて人事部は階層別教

育において必要な研修を行う。また、各部所は関連法規に従った規程・マニュアルを策定し、

これに従い業務を実行する。 

ⅲ.　取締役会の監督機能を強化するため、業務を執行しない社外取締役を置く。

ⅳ.　法令遵守及び経営政策に関する第三者の意見・助言を経営に反映させるため、社外有識者に

より構成する経営評価委員会を設置する。

ⅴ.　内部監査部門として監査室を置く。 

ⅵ.　監査室員、企業倫理専任部長、経営企画部員、法務部員及び監査役は、日ごろから連携し当社グ

ループのコンプライアンス体制及びコンプライアンスに関する課題・問題の有無の把握に

努める。 

ⅶ.　監査役は当社グループのコンプライアンス体制及び下記③ⅲに定める社内通報システムの運

用に問題があると認めるときは、企業倫理担当役員に意見を述べるとともに、改善策の策定

を求める。

ⅷ.　従業員の法令・定款違反行為については就業規則に従い処分を決定する。取締役の法令・定

款違反行為については企業倫理委員会が取締役会に具体的な処分を答申する。

③ 有事の対応

ⅰ.　法規・社会的責任に関わる緊急事態が発生した場合は、緊急事態処理システムに従い、当該発

生事実を総務部長が社長、企業倫理担当役員及び監査役へ報告するとともに、社長を議長と

する緊急対策協議会もしくは担当部所長は事態の適正な収拾、再発防止策の立案、執行役員

会・取締役会への報告を行う。

ⅱ.　グループ各社の担当役員及び従業員が当社グループにおける重大な法令違反その他のコンプ

ライアンスに関する重要な事実を発見した場合も、上記ⅰと同様に対処する。

ⅲ.　上記ⅰ・ⅱの他、当社グループにおける法令違反その他のコンプライアンスに関する事実に

ついての社内通報システムとして、企業倫理専任部長及び社外弁護士を直接の情報受領者と

する「心のホットライン」を整備するとともに、製品開発担当者等が製品の品質に疑念を生

じた場合の社内通報システムとして、CSR推進部長を直接の情報受領者とする「品質情報

ホットライン」を整備し、別に定める要領にもとづきその運用を行う。
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＜取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制＞

ⅰ.　代表取締役及び業務執行取締役は、法令に従い自己の職務の執行状況を取締役会に報告する。

ⅱ.　社長は、情報管理規程に取締役の職務の執行に係る情報の作成、保存及び管理に関する事項を

定める。

ⅲ.　取締役は、情報管理規程に従い、職務の執行に係る情報を保存する。

ⅳ.　取締役及び監査役は、いつでもこれらの情報を閲覧または謄写できる。

　

＜損失の危険の管理に関する規程その他の体制＞

① 平時の対応

　
ⅰ.　経営企画部担当取締役を当社グループのリスクに関する統括責任者として任命し、経営企画

部において当社グループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理する。

ⅱ.　監査室は当社グループ各部所毎のリスク管理の状況を監査し、その結果を執行役員会、取締役

会に報告する。 

ⅲ.　平時において、各部所はその有するリスクの洗い出しを行い、そのリスクの低減等に取り組む

とともに、事業活動に重大な影響を及ぼすおそれのある経営リスクについては、それぞれ担

当取締役が対応策を検討し、経営会議、執行役員会で審議しリスク管理を行う。

ⅳ.　環境、品質責任、事故・災害に関するリスクについては、それぞれ環境保全推進委員会、CS/PL

委員会、安全防災会議において事前に対応策を検討、必要に応じて執行役員会で審議し、リス

ク管理を行う。

ⅴ.　各工場においては、ISO14001の認証を受け、品質管理及び環境保全に積極的に取り組む。

② 有事の対応

　　　天災・事故発生等による物理的緊急事態が発生した場合は、緊急事態処理システム（地震について

は地震災害対策マニュアル）に従い、当該発生事実を社長・監査役等へ報告するとともに、関連部

所長は情報収集、対応方針の決定、原因究明、対応策の決定、執行役員会・取締役会への報告を行

う。

　

＜取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制＞

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。

① 意思決定ルール

ⅰ.　当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、定

例の取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて適時臨時に開催する。なお、定例の取締役

会を除いて、法令に従い書面等にて取締役会決議を行うことができるものとする。

ⅱ.　また迅速な業務執行と取締役会の機能をより強化するために、全執行役員が出席する執行役

員会を毎月１回開催し、業務執行に関する基本的な事項及び重要事項に係る意思決定を機動

的に行う。

ⅲ.　当社グループ全体の経営方針及び経営戦略等に係る重要事項については、事前に専務取締役

以上の役員によって構成される経営会議において議論を行い、その審議を経て取締役会にて

意思決定を行うものとする。
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② 取締役会の基本的位置付け

ⅰ.　取締役会は、取締役、従業員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、この目

標にもとづく経営計画を策定する。

ⅱ.　取締役会は、経営計画を具体化するため、経営計画にもとづき、事業計画、経営予算を設定す

る。マーケティング投資、研究開発投資、設備投資、新規事業投資についても経営計画を基準

に配分する。

ⅲ.　取締役会は、重要事項に係る各機関、本部長、部所長の決裁権限基準を定める。

ⅳ.　取締役会は、毎月、月度業績をレビューし、各担当取締役に目標と実績の差異要因の分析、その

要因を排除・低減する改善策を報告させ、必要に応じて目標を修正する。

③ 業務推進体制

ⅰ.　各部門、部所を担当する取締役は、当該部門等が実施すべき具体的な施策を含めた効率的な業

務推進体制を決定する。

ⅱ.　月度業績はITを活用したシステムにより迅速に管理会計としてデータ化し、各担当取締役及

び取締役会に報告する。 

ⅲ.　上記②ⅳの決定を受け、各担当取締役は業務遂行体制をより効率的なものとするため、必要に

応じ改善する。

　

＜当社グループにおける業務の適正を確保するための体制＞

① 当社グループ各社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件

についての事前協議を行うとともに、各社の財産並びに損益に多大な影響を及ぼすと判断する重要案

件については、当社取締役会または執行役員会の承認を受けるものとする。

② 当社監査室が当社グループ各社に対する内部監査を実施する。

③ 監査室員、企業倫理専任部長、経営企画部員、法務部員及び監査役は、日ごろから連携し当社グループ

各社のコンプライアンス体制及びコンプライアンスに関する課題・問題の有無の把握に努める。

④ 当社グループ各社に当社から監査役を派遣し、当該監査役は法令に従い監査を行う。

⑤ グループ各社の担当役員及び従業員が当社グループにおける重大な法令違反その他のコンプライア

ンスに関する重要な事実を発見した場合は、緊急事態処理システムに従い、総務部長を経由して当該発

生事実を当社社長、企業倫理担当役員及び監査役へ報告するとともに、当社社長を議長とする緊急対策

協議会もしくは担当部所長は事態の適正な収拾、再発防止策の立案、執行役員会・取締役会への報告を

行う。

⑥ 当社グループ各社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他コンプライアンス上

問題があると認めた場合は、直ちに当社社長、企業倫理担当役員及び監査役に報告するものとする。企

業倫理担当役員は監査役と協議し事態の適正な収拾と再発防止策の立案を行う。

⑦ 上記⑤・⑥のほか、当社グループにおける法令違反その他のコンプライアンスに関する事実について

の通報システムとして、企業倫理専任部長及び社外弁護士を直接の情報受領者とする「心のホットラ

イン」を整備するとともに、製品開発担当者等が製品の品質に疑念を生じた場合の社内通報システム

として、CSR推進部長を直接の情報受領者とする「品質情報ホットライン」を整備し、別に定める要領

にもとづきその運用を行う。
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＜監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

　　事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項＞

① 監査役会の職務補助に専任する使用人を１名以上監査室に置く。

② 当該使用人は、職務執行に当たっては監査役会の指揮命令を受け、取締役及び監査室長の指揮命令を

受けない。

③ 当該使用人の人事評価・異動・懲戒については監査役会の事前同意を得た上で、機関決定することと

し、取締役からの独立性を確保する。

　

＜取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する事項＞

① 取締役は、監査役会に対して、法令に従い会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を報告するこ

とに加え、次の事項を監査役会に報告することとする。

　　ⅰ.　当社グループにおける重大な法令違反その他のコンプライアンスに関する重要な事実

ⅱ.　当社グループにおける天災・事故発生等による物理的緊急事態及び法規・社会的責任に関わ

る緊急事態 

　　ⅲ.　当社グループにおける内部監査の実施状況

    ⅳ.　当社グループにおける通報システムによるホットラインの通報状況及びその内容 

　　ⅴ.　執行役員会、製品企画執行役員会の決定事項

　　ⅵ.　決裁権限基準にもとづく取締役及び執行役員の決裁事項

　　ⅶ.　当社グループ各社の事業概況、当該各社監査役の活動状況

　　ⅷ.　当社及び当社グループ各社の重要な会計方針・会計基準の変更並びにその影響

② 報告の方法(報告者、報告受領者、報告時期等)については、取締役と監査役会の協議により決定する。

③ 上記①にかかわらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めること

ができる。

　

＜監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制＞

① 監査役会の要請がある場合において取締役会は、監査役会が法律・会計・税務等の専門家を選任し、

監査業務に関する助言を受ける機会を保障する。

② 監査役は、必要に応じて、当社及び当社グループ各社の各種会議、打合せ等へ陪席することができる。

③ 監査役は、必要に応じて、当社グループ各社の重要情報を閲覧または謄写できる。

④ 監査役は、監査役会が策定する監査計画にもとづき、業務執行担当取締役及び重要な使用人から個別

に職務執行状況を聴取することができる。

⑤ 監査役会は、代表取締役、会計監査人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催する。

　

また、平成20年12月25日開催の取締役会において、上記内部統制システムに平成21年１月１日付で以下

の体制を追加する旨の決議を行いました。
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＜財務報告の信頼性を確保するための体制＞

① 代表取締役社長は、連結財務諸表を構成する当社、当社の子会社及び関連会社の財務報告の信頼性を

確保するために、取締役会が定める「財務報告に係る内部統制の基本方針」にもとづき財務報告に係

る内部統制を整備・運用・評価し、その状況及び内部統制報告書を定期的に取締役会に報告する。

② 監査室は、内部監査活動を通じ、財務報告に係る内部統制の整備と運用状況（不備及び不備の改善状

況を含む。）を把握、評価し、それを代表取締役社長及び監査役に報告する。

③ 監査役は、業務監査の一環として財務報告に係る内部統制の整備・運用に係る取締役の職務執行状況

を監査する。また、会計監査人の行う監査の方法と結果の相当性の監査を通じて、財務報告に係る内部

統制の整備・運用状況を監査する。

　

＜反社会的勢力を排除するための体制＞

① 「ライオン企業行動憲章」にもとづき市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との対決

姿勢を貫く。加えて総務部を対応統括部所とし不当要求防止責任者を配置するとともに、当社グループ

各事業所及び外部機関との連携を図る。

② 不当要求防止責任者は当社グループ各事業所において必要な研修を行う。不当要求防止責任者及び各

事業所担当者は反社会的勢力への対応の手順を定めた特殊暴力防止マニュアルに従い業務を実行す

る。

　

(4) 役員報酬の内容

区　分 員　数 固定報酬
業績連動報酬

合　計
賞　与 ストックオプション

取締役 15名 252百万円 60百万円 49百万円 362百万円

(うち社外取締役) (2名)(22百万円) ― ― (22百万円)

監査役 4名 75百万円 ― ― 75百万円

(うち社外監査役) (2名)(22百万円) ― ― (22百万円)

合　計 19名 327百万円 60百万円 49百万円 437百万円

(うち社外役員) (4名)(44百万円) ― ― (44百万円)

1)上記には、平成20年３月28日開催の第147期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

４名に対する固定報酬及びストックオプションを含んでおります。　　　　　

2)使用人兼務取締役はおりません。

3)業績連動報酬の賞与は、当期に役員賞与引当金として費用計上した金額であり、ストックオ

プションは、当期に株式報酬型ストックオプション（新株予約権）として費用計上した金額

であります。

4)取締役の固定報酬額は、平成19年３月29日開催の第146期定時株主総会において、１事業年度

につき330百万円以内と決議されております。

5)監査役の固定報酬額は、平成19年３月29日開催の第146期定時株主総会において、１事業年度

につき90百万円以内と決議されております。

6)株式報酬型ストックオプションとして取締役に支払う報酬額は、平成19年３月29日開催の第

146期定時株主総会において、年額70百万円以内と決議されております。

7)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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＜平成21年12月期の役員報酬体系＞

①取締役の報酬等

　　イ) 社内取締役の報酬等

　月次固定報酬及び業績や株価に連動する業績連動報酬（賞与及び平成18年３月30日開催

の第145期定時株主総会で退職慰労金制度にかえて導入した株式報酬型ストックオプショ

ン、以下同じ。）で構成します。

　賞与は、より一層業績に連動させるとともに、透明性を確保するため、連結利益指標に基づ

き、後記の＜平成21年12月期の業績に係る役員賞与の算定方法＞により算定し、各業務執行

取締役に配分することとします。

株式報酬型ストックオプションは、新株予約権の割当てに際しての払込金額を公正な価額

とし、当社の取締役が当該金額の払込みにかえて、当社に対する報酬債権をもって相殺する

ものとし、新株予約権を行使することができるのは取締役退任後とし、その払込金額を１株

当たり１円とします。

    ロ) 社外取締役の報酬等 

　独立性及び中立性を担保するため、月次固定報酬のみとします。

②監査役の報酬等

　　独立性及び中立性を担保するため、月次固定報酬のみとします。

　

＜平成21年12月期の業績に係る役員賞与の算定方法＞

下記方法に基づき算定の上、支給額を確定し支払います。

① 支給対象役員

法人税法第34条第１項第３号に定める「業務執行役員」である取締役のみを対象とし、社外取締役

及び監査役には支給しない。

② 総支給額

当該事業年度に係る連結経常利益の1.0％の50％と連結当期純利益の1.5％の50％との合計額（万円

未満は切り捨て）を総支給額とし、その上限額を２億円とする。

ただし、連結経常損失、連結当期純損失の場合の当該損失は、利益額を０として算出する。

③ 個別支給額

上記②に基づき計算された総支給額を、役位ごとに定めた下記ポイントに役位ごとの当該事業年度

末現在在任する取締役員数を乗じた数の総和で除して、ポイント単価を算出する。

　各取締役への個別支給額は、役位ごとに定めたポイントにポイント単価を乗じて算出する。

（万円未満は切り捨て）

役位 ポイント 員数 ポイント計

会長・社長 2.059 1 2.059

副社長 1.567 0 0.000

専務取締役 1.418 2 2.836

常務取締役 1.119 2 2.238

取締役 1.000 4 4.000

合計 ― 9 11.133

　上記は平成21年３月27日開催の第148期定時株主総会終了後の取締役の員数で計算しています。
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(5) 監査報酬の内容

当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人に対する報酬（子会社を含む。）

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額　57百万円

上記以外の報酬の金額　９百万円

　

(6) 会社法第427条第１項に規定する契約の内容の概要

①当社は社外取締役、社外監査役との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定にもとづき、会社法第

423条第１項の責任を、1,000万円または法令が定める額のいずれか高い額を限度として負担するもの

とする契約を締結しております。

②当社は会計監査人との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定にもとづき、会社法第423条第１項の

責任を、3,200万円または法令が定める額のいずれか高い額を限度として負担するものとする契約を締

結しております。

　

(7) 内部監査及び監査役監査の組織

監査室、監査役会及び会計監査人は、各々年間監査計画を作成し、相互に連携をとっております。

　監査室(平成20年12月31日現在10名体制)は年間内部監査計画に基づき、各部所及び関係会社の業務執行

状況について、「適法性、妥当性、効率性等」内部統制に関わる監査、コンプライアンス推進状況を監査し

ております。内部監査の結果は、代表取締役社長、各担当役員及び執行役員会に報告するとともに、監査役

会にも報告され、監査役監査との連携を図っております。

　監査役は４名で、社外監査役２名、社内出身の常勤監査役２名です。監査役会は２ヵ月に１回の定例監査

役会を開催するほか、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。監査役及び監査役会に専任のス

タッフ１名を配置しております。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準及び内部統制システムに係る監査実施基準並びに監査

方針、監査計画等に従い、取締役会その他重要な会議への出席、各取締役や内部監査部門等からその職務

の執行状況聴取、本社及び主要な事業所の往査、子会社の調査を実施しております。また事業報告の監査、

会計監査人から監査報告を受け計算書類、連結計算書類及び附属明細書につき検討を行う他、代表取締役

との定例意見交換会(６ヵ月に１回)を実施しております。

　

(8) 社外取締役及び社外監査役と会社の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

当社における社外取締役は２名です（平成18年３月30日就任）。

　当社における社外監査役は２名です（平成19年３月29日就任）。

　各社外取締役に対して、平成18年３月30日開催の第145期定時株主総会の決議に基づき、ストックオプ

ションとして新株予約権40個(40,000株)を無償で発行しております。同新株予約権の１株当たり行使価

格は、790円、行使可能期間は平成20年４月１日から平成21年３月31日までとするものです。

　また、各社外取締役に対して、平成18年３月30日開催の第145期定時株主総会の決議に基づき、従来の退

職慰労金制度にかえ、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権1,302個(1,302株)を無償で発行

しております。同新株予約権は１株当たり行使価格を１円、行使可能期間は平成18年４月１日から平成48

年３月31日までの期間内で、当社取締役会において決定するものであります。

　上記の各ストックオプションを除いて、社外取締役、社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係

その他の利害関係はありません。
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(9) 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名等

当社は新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、同監査法人が会社法及び金融商品取引法に基づ

く会計監査を実施しております。

　当期において業務を執行した公認会計士及び監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおりです。

・業務を執行した公認会計士の氏名

　　　指定有限責任社員　業務執行社員：仲井　一彦

　　　指定有限責任社員　業務執行社員：網本　重之

　　　指定有限責任社員　業務執行社員：田中　宏和 　　

・監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　11名　会計士補　７名　その他　８名

　

(10) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した場合には、監

査役会の同意または監査役会の請求にもとづき、会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総

会に提出します。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると判断した場合には、監査役

全員の同意により、会計監査人を解任します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任した旨及びそ

の理由を解任後最初に招集される株主総会に報告します。

　

(11) その他

①当社は、平成18年３月30日開催の第145期定時株主総会の決議により、取締役は11名以内とする旨を定

款に定めております。

②当社は、平成18年３月30日開催の第145期定時株主総会の決議により、機動的な資本政策及び配当政策

を図るため、自己株式の取得、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項を取締役会の決

議により定めることができる旨及び同条第１項第２号から第４号までに掲げる事項を株主総会の決議

によっては定めない旨を定款に定めております。

③当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１

項の規定に基づき、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。ただし社外取締役は除

く。）並びに監査役（監査役であった者を含む。ただし社外監査役は除く。）の損害賠償責任を、法令の

限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年1月1日から平成19年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度（平成20年1月1日から平成20年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、第147期事業年度（平成19年1月1日から平成19年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、第148期事業年度（平成20年1月1日から平成20年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基

づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年１月１日から平成

19年12月31日まで)及び第147期事業年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)の連結財務諸表及

び財務諸表については、新日本監査法人の監査を受け、当連結会計年度(平成20年１月１日から平成20年12

月31日まで)及び第148期事業年度(平成20年１月１日から平成20年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務

諸表については、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法

人となりました。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　

　 　
前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※２ 　 32,647 　 　 33,318 　

　２　受取手形及び売掛金 ※５ 　 61,786 　 　 58,455 　

　３　有価証券 　 　 923 　 　 ─ 　

　４　たな卸資産 　 　 27,837 　 　 26,323 　

　５　繰延税金資産 　 　 2,762 　 　 2,531 　

　６　その他 　 　 2,057 　 　 1,525 　

　７　貸倒引当金 　 　 △995 　 　 △150 　

　　　流動資産合計 　 　 127,01945.5 　 122,00345.6

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　建物及び構築物 ※２ 59,432 　 　 61,134 　 　

　　　減価償却累計額 　 △38,619 20,812 　 △40,099 21,034 　

　２　機械装置及び運搬具 ※２ 114,369 　 　 113,811 　 　

　　　減価償却累計額 　 △94,485 19,883 　 △96,740 17,070 　

　３　土地 ※２ 　 18,823 　 　 18,496 　

　４　建設仮勘定 　 　 1,825 　 　 4,154 　

　５　その他 　 18,110 　 　 18,026 　 　

　　　減価償却累計額 　 △15,109 3,000 　 △15,309 2,717 　

　　　有形固定資産合計 　 　 64,34523.1 　 63,47323.8

　(2) 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　のれん 　 　 898 　 　 769 　

　２　商標権 　 　 34,636 　 　 30,720 　

　３　その他 　 　 1,659 　 　 1,207 　

　　　無形固定資産合計 　 　 37,19313.3 　 32,69712.2

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　投資有価証券 ※１ 　 25,057 　 　 19,256 　

　２　長期貸付金 　 　 257 　 　 179 　

　３　前払年金費用 　 　 13,954 　 　 18,163 　

　４　繰延税金資産 　 　 10,093 　 　 10,396 　

　５　その他 　 　 1,360 　 　 1,341 　

　６　貸倒引当金 　 　 △135 　 　 △72 　

　　　投資その他の資産合計 　 　 50,58918.1 　 49,26418.4

　　　固定資産合計 　 　 152,12754.5 　 145,43454.4

　　　資産合計 　 　 279,147100.0 　 267,438100.0
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前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び買掛金
※２
※５

　 44,499 　 　 46,918 　

　２　短期借入金 ※２ 　 5,463 　 　 6,213 　

　３　一年以内返済長期借入金 　 　 1,150 　 　 8,300 　

　４　未払金及び未払費用 ※２ 　 35,127 　 　 34,971 　

　５　未払法人税等 　 　 1,509 　 　 1,216 　

　６　引当金 　 　 　 　 　 　 　

　　イ　返品調整引当金 　 1,191 　 　 1,039 　 　

　　ロ　販売促進引当金 　 278 　 　 216 　 　

　　ハ　役員賞与引当金 　 132 1,602 　 118 1,373 　

　７　その他 　 　 6,731 　 　 2,112 　

　　　流動負債合計 　 　 96,08434.4 　 101,10537.8

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 　 47,397 　 　 39,050 　

　２　引当金 　 　 　 　 　 　 　

　　イ　退職給付引当金 　 22,893 　 　 21,657 　 　

　　ロ　役員退職慰労引当金 　 464 23,358 　 290 21,947 　

　３　その他 　 　 4,766 　 　 4,760 　

　　　固定負債合計 　 　 75,52227.1 　 65,75824.6

　　　負債合計 　 　 171,60761.5 　 166,86462.4

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 34,43312.3 　 34,43312.9

　２　資本剰余金 　 　 31,50511.3 　 31,49911.8

　３　利益剰余金 　 　 49,34417.7 　 49,65718.5

　４　自己株式 　 　 △15,727△5.6 　 △15,868△5.9

　　　株主資本合計 　 　 99,55635.7 　 99,72337.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

　 　 3,5241.3 　 1,0600.4

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 △10 △0.0 　 △24 △0.0

　３　為替換算調整勘定 　 　 500 0.1 　 △2,912△1.1

　　　評価・換算差額等合計 　 　 4,0141.4 　 △1,875△0.7

Ⅲ　新株予約権 　 　 74 0.0 　 109 0.0

Ⅳ　少数株主持分 　 　 3,8941.4 　 2,6171.0

　　　純資産合計 　 　 107,54038.5 　 100,57437.6

　　　負債純資産合計 　 　 279,147100.0 　 267,438100.0
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② 【連結損益計算書】

　

　 　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 341,717100.0 　 338,236100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 158,91746.5 　 157,67046.6

　　　売上総利益 　 　 182,79953.5 　 180,56553.4

　１　返品調整引当金繰入額 　 　 1,1760.4 　 1,0320.3

　２　返品調整引当金戻入額 　 　 894 0.3 　 1,1790.3

　　　差引売上総利益 　 　 182,51753.4 　 180,71253.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　

　１　販売奨励費 　 15,719 　 　 16,850 　 　

　２　販売促進引当金繰入額 　 278 　 　 216 　 　

　３　販売促進費 　 67,488 　 　 68,090 　 　

　４　運賃保管料 　 16,818 　 　 16,347 　 　

　５　広告宣伝費 　 21,934 　 　 19,831 　 　

　６　給料諸手当 　 14,603 　 　 14,077 　 　

　７　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

　 62 　 　 22 　 　

　８　退職給付費用 　 412 　 　 552 　 　

　９　減価償却費 　 3,171 　 　 4,869 　 　

　10　のれん償却額 　 126 　 　 122 　 　

　11　研究開発費 ※１ 8,745 　 　 8,522 　 　

  12　役員賞与引当金繰入額 　 131 　 　 118 　 　

　13　その他 　 24,117173,61150.8 22,814172,43551.0

　　　営業利益 　 　 8,9052.6 　 8,2772.4

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 125 　 　 111 　 　

　２　受取配当金 　 306 　 　 385 　 　

　３　持分法による投資利益 　 1,045 　 　 193 　 　

　４　手数料収入 　 263 　 　 234 　 　

　５　為替差益 　 49 　 　 ─ 　 　

　６　その他 　 703 2,4920.7 455 1,3790.4

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 744 　 　 1,134 　 　

　２　たな卸資産処分損 　 384 　 　 680 　 　

　３　為替差損 　 ─ 　 　 196 　 　

　４　その他 　 164 1,2930.4 42 2,0530.6

　　　経常利益 　 　 10,1042.9 　 7,6032.2
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前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分益 ※２ 1,082 　 　 ─ 　 　

　２　貸倒引当金戻入額 　 904 　 　 859 　 　

　３　関係会社株式売却益 　 231 　 　 ─ 　 　

　４　投資有価証券売却益 　 8 2,2280.7 ─ 859 0.3

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分損 ※３ 273 　 　 263 　 　

　２　製品回収関連費用 ※４ 1,950 　 　 ─ 　 　

　３　投資有価証券評価損 　 372 　 　 2,032 　 　

　４　減損損失 ※５ 74 　 　 78 　 　

　５　投資有価証券売却損 　 65 　 　 ─ 　 　

　６　その他 　 32 2,7680.8 ─ 2,3730.7

　　　税金等調整前当期純利益 　 　 9,5642.8 　 6,0881.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 2,074 　 　 1,475 　 　

　　　法人税等調整額 　 1,960 4,0351.2 1,349 2,8250.8

　　　少数株主利益 　 　 105 0.0 　 222 0.1

　　　当期純利益 　 　 5,4231.6 　 3,0400.9
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(百万円) 34,433 31,499 46,600 △15,913 96,620

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当　 　 　 △2,702 　 △2,702

　当期純利益 　 　 5,423 　 5,423

　自己株式の取得 　 　 　 △147 △147

　自己株式の処分 　 6 　 334 340

　持分法適用会社増加 　 　 22 　 22

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ 6 2,743 186 2,935

平成19年12月31日残高(百万円) 34,433 31,505 49,344 △15,727 99,556

　

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 4,727 △3 433 5,157 ─ 3,354 105,133

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △2,702

　当期純利益 　 　 　 　 　 　 5,423

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 △147

　自己株式の処分 　 　 　 　 　 　 340

　持分法適用会社増加 　 　 　 　 　 　 22

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△1,202 △7 66 △1,143 74 540 △529

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△1,202 △7 66 △1,143 74 540 2,406

平成19年12月31日残高(百万円) 3,524 △10 500 4,014 74 3,894 107,540
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当連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高(百万円) 34,433 31,505 49,344 △15,727 99,556

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当　 　 　 △2,706 　 △2,706

　当期純利益 　 　 3,040 　 3,040

　自己株式の取得 　 　 　 △366 △366

　自己株式の処分 　 △6 △19 225 199

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ △6 313 △141 166

平成20年12月31日残高(百万円) 34,433 31,499 49,657 △15,868 99,723

　

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高(百万円) 3,524 △10 500 4,014 74 3,894 107,540

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △2,706

　当期純利益 　 　 　 　 　 　 3,040

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 △366

　自己株式の処分 　 　 　 　 　 　 199

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△2,463 △13 △3,412 △5,890 35 △1,277 △7,132

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△2,463 △13 △3,412 △5,890 35 △1,277 △6,966

平成20年12月31日残高(百万円) 1,060 △24 △2,912 △1,875 109 2,617 100,574
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

　 　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　　　税金等調整前当期純利益 　 9,564 6,088

　　　減価償却費 　 10,590 12,444

　　　減損損失 　 74 78

　　　退職給付引当金の減少額 　 △5,067 △5,347

　　　受取利息及び受取配当金 　 △431 △496

　　　支払利息 　 744 1,134

　　　固定資産処分損益 　 △809 263

　　　投資有価証券売却損益 　 56 ─

　　　投資有価証券評価損 　 372 2,032

　　　持分法による投資利益 　 △1,045 △193

　　　売上債権の減少額 　 2,731 414

　　　たな卸資産の増加額 　 △1,322 △272

　　　仕入債務の増減額 　 △5,428 3,977

　　　未払金及び未払費用の増減額 　 1,890 △620

　　　その他流動負債の増減額 　 3,384 △2,974

　　　その他流動資産の減少額 　 1,904 420

　　　その他 　 △702 △150

　　　　小計 　 16,506 16,797

　　　利息及び配当金の受取額 　 2,634 1,265

　　　利息の支払額 　 △439 △1,144

　　　法人税等の支払額 　 △2,670 △1,735

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 16,030 15,183

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　　　定期預金の増減額 　 △144 95

　　　有形固定資産の取得による支出 　 △8,966 △10,459

　　　有形固定資産の売却による収入 　 1,695 29

　　　無形固定資産の取得による支出 　 △30,638 △104

　　　投資有価証券の取得による支出 　 △2,127 △1,335

　　　投資有価証券の売却による収入 　 79 3

　　　子会社株式の取得による支出 　 △0 △1

　　　子会社株式の売却による収入 　 309 ─

　　　貸付による支出 　 △74 △59

　　　貸付金の回収による収入 　 144 71

　　　その他 　 221 △37

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △39,500 △11,798
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前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　　　短期借入れによる収入 　 9,127 8,890

　　　短期借入金の返済による支出 　 △11,233 △7,233

　　　長期借入れによる収入 　 35,000 ─

　　　長期借入金の返済による支出 　 △53 △1,195

　　　コマーシャルペーパーの償還による支出 　 △233 ─

　　　単元未満自己株式の売買による収入
　　　及び支出

　 △73 △285

　　　自己株式の処分による収入 　 266 74

　　　配当金の支払額 　 △2,694 △2,698

　　　少数株主への配当金の支払額 　 △259 △242

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 29,844 △2,689

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 62 △815

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 6,437 △121

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 26,782 33,219

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 　 33,219 33,098
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社は21社であります。

　　　　連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の４関係会社
の状況に記載しているため省略しました。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社は22社であります。

　　　　連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の４関係会社
の状況に記載しているため省略しました。

　　　　なお、ライオンエコケミカルズ有限公司については、
当連結会計年度において新たに設立したため、連
結の範囲に含めております。また、ライオンマコー
ミック㈱は当連結会計年度において清算結了した
ため、連結の範囲から除外しております。

　　　　なお、㈱イシュアについては、当連結会計年度におい
て新たに設立したため、連結の範囲に含めており
ます。

 

　(2) 主要な非連結子会社はイースタンシリケイト㈱等

であります。

　　　　なお、非連結子会社４社は、いずれも小規模であり、
合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金
等の連結財務諸表に与える影響が軽微なため連結
の範囲から除外しております。　

　(3) 　　　　　　　─────
 

　(2) 主要な非連結子会社はイースタンシリケイト㈱等

であります。

　　　　なお、非連結子会社４社は、いずれも小規模であり、
合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金
等の連結財務諸表に与える影響が軽微なため連結
の範囲から除外しております。　

　(3) 他の会社等の議決権の過半数を自己の計算におい

て所有しているにもかかわらず子会社としなかっ

た当該他の会社等の名称

　　　　台湾獅王化工股?有限公司
　　　　台湾獅王貿易股?有限公司
　　　子会社としなかった理由
　　　　当該会社２社は解散決議をしており、清算過
　　　　程において一時的に議決権の過半数を所有し
　　　　たものであり、かつ実質的にも支配していな
　　　　いためであります。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社数は２社でありま
す。

　　　主要な会社等の名称

　　　　イースタンシリケイト㈱
　　　　なお、泰国獅王企業有限公司の子会社であるカナガ

タ（タイランド）㈱は株式譲渡により子会社に該
当しなくなったため、持分法の適用の範囲から除
外しております。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社数は２社でありま
す。

　　　主要な会社等の名称

　　　　イースタンシリケイト㈱

　(2) 持分法を適用した関連会社数は９社であります。

　　　主要な会社等の名称
　　　　ライオン・アクゾ㈱
　　　　カルプ工業㈱

　なお、パシフィックソープマニュファクチャリン
グ有限公司ならびに泰国獅王企業有限公司の関連
会社であるライオンサービス㈱２社の重要性が高
まったことから、持分法適用の範囲に含めており
ます。また、ブリストルマイヤーズ・ライオン㈱は
当連結会計年度において清算結了したため、持分
法の範囲から除外しております。

　(2) 持分法を適用した関連会社数は９社であります。

　　　主要な会社等の名称
　　　　ライオン・アクゾ㈱
　　　　カルプ工業㈱

　(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の
うち主要な会社等の名称

　　　　イフケミカルズ㈱

　　　持分法を適用しない理由

　　　　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益
剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体
として重要性がないため、持分法の適用から除
外しております。

　(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の
うち主要な会社等の名称

　　　　イフケミカルズ㈱

　　　持分法を適用しない理由

　　　　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益
剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体
として重要性がないため、持分法の適用から除
外しております。

　(4) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な
る会社については、当該持分法適用会社の事業年
度にかかる財務諸表を基礎として持分法を適用し
ております。

　(4) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な
る会社については、当該持分法適用会社の事業年
度にかかる財務諸表を基礎として持分法を適用し
ております。

　 前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)
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３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　連結子会社の決算日は12月31日(連結決算日)であり

ます。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　ａ　満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)

　　　ｂ　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

　　　　　時価のないもの

　　　　　　主として移動平均法による原価法

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　ａ　満期保有目的の債券…同左

　　　ｂ　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

同左

 

　　　　　時価のないもの

同左

　　②　デリバティブ…………………時価法

　　③　たな卸資産

　　②　デリバティブ…………………同左

　　③　たな卸資産

商品・製品…………………主として先入先出

法による原価法

原材料・仕掛品・貯蔵品…主として移動平均

法による原価法
　

商品・製品…………………同左

　 　

原材料・仕掛品・貯蔵品…同左
　

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　原則として定率法を採用しておりますが、一部の連

結子会社では定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ７年、９年、11年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

同左

　　②　無形固定資産

　　　　定額法により償却しております。なお、ソフトウェア

(自社利用分)については、主として社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。

　　②　無形固定資産

同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　提出会社及び国内連結子会社においては、一般債権

については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を判断し、回収不能見込額を計上しておりま

す。また、在外連結子会社は主として特定の債権

について回収不能見込額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　　②　返品調整引当金

　　　　商品・製品の当連結会計年度末日後の返品に備える

ため、返品による損失見込額を計上しておりま

す。

　　②　返品調整引当金

同左

　　③　販売促進引当金

　　　　当連結会計年度の売上にかかわる割戻金等の将来の

支払いに充てるため、代理店・販売店への当連

結会計年度の売上にかかわる割戻金等の支払見

積額を計上しております。

　　③　販売促進引当金

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

　　④　役員賞与引当金

　　　　役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額

を計上しております。　

　　④　役員賞与引当金

同左

　　⑤　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づいて計上しております。

　　　　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５年)による定額法に

より発生年度から費用処理しております。

　　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間による定額法により、翌連結会計年

度から費用処理することとしております。

　　⑤　退職給付引当金

同左

　　⑥　役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく当連結会計年度末要支給見積

額を計上しております。

なお、提出会社においては、株式報酬型ストック

オプションの導入に伴い、平成18年3月30日以降

新たな引当を停止しております。

　　⑥　役員退職慰労引当金

同左

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

及び少数株主持分に含めております。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

同左

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理を、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用しております。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

為替予約 　 外貨建予定取引

金利スワップ 　 借入金の金利

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

　　③　ヘッジ方針

　　　　主として社内管理制度に基づき、提出会社経理部及

び各子会社管理部門にて為替変動リスク及び金

利変動リスクをヘッジしております。

　　③　ヘッジ方針

同左

　(7) 消費税等の会計処理方法

　　　税抜方式によっております。

　(7) 消費税等の会計処理方法

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法によっております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれんの償却に関する事項

　　　のれんの償却については、合理的に見積り可能なもの

はその見積り年数(10年)で均等償却し、重要性の乏

しいものについては発生時に償却しております。

６　のれんの償却に関する事項

　　　　　　　　　　　 同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで特別利益の「その他」に含めて表
示しておりました「関係会社株式売却益」については、
当連結会計年度より区分掲記することといたしました。
 
　なお、前連結会計年度の「関係会社株式売却益」は、
706百万円であります。

────―
 

 
（連結キャッシュ・フロー計算書）
　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フ
ローの「その他」に含めて表示しておりました「その
他流動負債の増減額」及び「その他流動資産の増減
額」については、当連結会計年度より区分掲記すること
といたしました。
　なお、前連結会計年度の「その他流動負債の増減額」
は、△101百万円、「その他流動資産の増減額」は、△246
百万円であります。

　
　

　

追加情報

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

────― （有形固定資産の減価償却の方法）

　 　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平
成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について
は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に
より取得価額の５％に達した連結会計年度の翌会計年
度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５
年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上して
おります。

　 　この結果、従来の方法に比べ、売上原価が667百万円、販
売費及び一般管理費が131百万円増加し、営業利益、経常
利益、税金等調整前当期純利益はそれぞれ　799百万円減
少しております。
　なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇
所に記載しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に関するものは次のと

おりであります。

　投資有価証券(株式) 5,248百万円

※１　非連結子会社及び関連会社に関するものは次のと

おりであります。

　投資有価証券(株式) 4,365百万円

※２　担保に供している資産は次のとおりであります。

(単位：百万円)

　　現金及び預金 688

　　土地 315

　　建物及び構築物 1,592

　　機械装置及び運搬具 632

　　合計 3,228

 

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　　短期借入金 140

　　支払手形及び買掛金他 335

　　合計 476

※２　担保に供している資産は次のとおりであります。

(単位：百万円)

　　現金及び預金 143

　　土地 247

　　建物及び構築物 954

　　機械装置及び運搬具 374

　　合計 1,720

 

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　　短期借入金 110

　　支払手形及び買掛金他 125

　　合計 235

　３　輸出手形買取未決済高 18百万円
　

　３　輸出手形買取未決済高 18百万円
　

　４　偶発債務

保証先

保証債務額

金額(百万円)
 

ピーティーライオン
ウイングス

2,324

その他関係会社 1

その他 1

従業員 429

計 2,757

　(注)　上記保証債務は、保証先の借入金及びリース債務

に対するものであります。

　４　偶発債務

保証先

保証債務額

金額(百万円)
 

ピーティーライオン
ウイングス

1,966

その他関係会社２社 7

その他 62

従業員 302

計 2,339

　(注)　上記保証債務は、保証先の借入金及びリース債務

に対するものであります。

※５　当連結会計年度末日満期手形の会計処理は手形交

換日をもって決済処理しております。したがって、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次のとおり当連結会計年度末日満期手形が当

連結会計年度末残高に含まれております。

　受取手形 2,222百万円

　支払手形 1,031百万円

※５　当連結会計年度末日満期手形の会計処理は手形交

換日をもって決済処理しております。したがって、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次のとおり当連結会計年度末日満期手形が当

連結会計年度末残高に含まれております。

　受取手形 1,999百万円

　支払手形 733百万円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、8,745百万円

であります。なお、当期製造費用に含まれる研究開

発費はありません。

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、8,522百万円

であります。なお、当期製造費用に含まれる研究開

発費はありません。

※２　このうち主なものは、次のとおりであります。

　名古屋ライオンビル売却益 1,062百万円

※２　　　　　　　─────

　 　

※３　このうち主なものは、次のとおりであります。

　機械装置及び運搬具処分損 174百万円

※３　このうち主なものは、次のとおりであります。

　機械装置及び運搬具処分損 148百万円

※４　「バルサン　飛ぶ虫氷殺ジェット」及び「バルサン

　這う虫氷殺ジェット」の自主回収を行ったこと

に伴い発生した、社告、回収、返金、廃棄等の諸費用

を計上しております。

※４　　　　　　　─────

※５　当連結会計年度において、重要な減損損失はありま

せん。

※５　　　　　　　　　同左

　

EDINET提出書類

ライオン株式会社(E00991)

有価証券報告書

 92/158



(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 299,115,346 ― ― 299,115,346

　
　

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 28,974,638 235,834 654,182 28,556,290

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取り請求による増加　　　　　　  235,834株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増し請求による減少　　          130,938株

  ストックオプションの行使による減少　　　　　　　523,244株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
平成18年３月30日決議信託型
ライツプラン新株予約権

普通株式 600,000,000― ― 600,000,000―

提出会社
ストックオプションとしての
新株予約権

― ― 74

合計 600,000,000― ― 600,000,00074

(注) 　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年２月９日
取締役会

普通株式 1,350 5.00平成18年12月31日 平成19年３月５日

平成19年７月31日
取締役会

普通株式 1,352 5.00平成19年６月30日 平成19年９月５日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年２月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,352 5.00平成19年12月31日 平成20年３月５日
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当連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 299,115,346 ─ ─ 299,115,346

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 28,556,290 702,886 424,171 28,835,005

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取り請求による増加　　　　　　　702,886株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増し請求による減少　　          157,787株

  ストックオプションの行使による減少　　　　　　　266,384株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
平成18年３月30日決議信託型
ライツプラン新株予約権

普通株式 600,000,000─ ─ 600,000,000─

提出会社
ストックオプションとしての
新株予約権

― ─ 109

合計 600,000,000─ ─ 600,000,000109

(注) 　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年２月７日
取締役会

普通株式 1,352 5.00平成19年12月31日 平成20年３月５日

平成20年８月４日
取締役会

普通株式 1,354 5.00平成20年６月30日 平成20年９月５日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年２月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,351 5.00平成20年12月31日 平成21年３月４日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

現金及び預金勘定 32,647

有価証券勘定 923

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △350

合計 33,219
 

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

現金及び預金勘定 33,318

有価証券勘定 ─

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △219

合計 33,098
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
機械装置
及び運搬具
(百万円)

有形固定
資産

「その他」
(百万円)

無形
固定資産
(百万円)

計
(百万円)

取得価額
相当額

113 1,415 159 1,687

減価償却
累計額相当額

47 756 111 916

期末残高
相当額

65 658 47 771

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

　
機械装置
及び運搬具
(百万円)

有形固定
資産

「その他」
(百万円)

無形
固定資産
(百万円)

計
(百万円)

取得価額
相当額

112 1,477 91 1,681

減価償却
累計額相当額

61 755 67 884

期末残高
相当額

51 722 23 797

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 295百万円

１年超 476

合計 771

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 297百万円

１年超 499

合計 797

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 364百万円

減価償却費相当額 364

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 356百万円

減価償却費相当額 356

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。
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(有価証券関係)

(前連結会計年度)

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成19年12月31日)

　

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

　
連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　　　株式 8,354 14,993 6,638

　
連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　　　株式 4,115 3,409 △706

合計 12,470 18,402 5,932

　

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

79 8 65

　

(3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年12月31日)

　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　　非上場株式 1,404

　

(4) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成19年12月31日)

　

種類 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

満期保有目的の債券 　 　 　 　

　　地方債 ― ― 2 ―

　　コマーシャルペーパー 923 ― ― ―

小計 923 ― 2 ―

合計 923 ― 2 ―

(注)提出会社及び国内連結子会社は、減損処理にあたり、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％

以上下落した場合には、原則として全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等

を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。
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(当連結会計年度)

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成20年12月31日)

　

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

　
連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　　　株式 6,459 9,499 3,039

　
連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　　　株式 5,347 4,153 △1,193

合計 11,806 13,652 1,846

　

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

3 2 ─

　

(3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年12月31日)

　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　　非上場株式 1,236

　

(4) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成20年12月31日)

　

種類 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

満期保有目的の債券 　 　 　 　

　　地方債 ─ 1 ─ ─

小計 ─ 1 ─ ─

合計 ─ 1 ─ ─

(注)提出会社及び国内連結子会社は、減損処理にあたり、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％

以上下落した場合には、原則として全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等

を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１　取引の内容及び利用目的

　　通常の外貨建取引の為替相場の変動によるリスクを回

避する目的で為替予約取引を利用しております。また、

調達資金の金利変動リスクを軽減する為、金利スワッ

プ取引を利用しております。　　

１　取引の内容及び利用目的

同左

２　取引に対する取組方針

　　借入金の残高、外貨建債権債務の残高及び通常の外貨

建取引に係る実績等を踏まえ、必要な範囲内でデリバ

ティブ取引を利用することとしております。なお、投機

目的の為のデリバティブ取引は利用しない方針であり

ます。

２　取引に対する取組方針

同左

３　取引に係るリスクの内容

　  為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有し

ており、また金利スワップ取引は市場金利の変動によ

るリスクを有しております。

  なお、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国

内の金融機関等である為、相手先の契約不履行による

リスクはほとんどないと認識しております。　

３　取引に係るリスクの内容

同左

４　取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の実行及び管理は、社内管理制度に

基づき提出会社経理部及び各子会社管理部門にて行っ

ております。

４　取引に係るリスク管理体制

同左

　

２　取引の時価等に関する事項

(前連結会計年度)

ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いているため、該当事項はありませ

ん。

　

(当連結会計年度)

ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いているため、該当事項はありませ

ん。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

提出会社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して、割増退職金等を支払う場合があります。

主な制度としては、提出会社が加入するライオン企業年金基金、国内連結子会社４社が加入する適格退職

年金制度があります。また、退職一時金制度は提出会社のほかに９社が有しております。

なお、提出会社においては退職給付信託を設定しております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　

　
前連結会計年度
(平成19年12月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

(百万円)

イ　退職給付債務 △68,568 △67,425

ロ　年金資産 61,583 42,966

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,985 △24,459

ニ　未認識数理計算上の差異 83 21,475

ホ　未認識過去勤務債務(債務の減額) △2,037 △509

ヘ　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △8,939 △3,493

ト　前払年金費用 13,954 18,163

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △22,893 △21,657

　

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

　
当連結会計年度
(平成20年12月31日)

(注) １　提出会社が加入するライオン企業年金基金

及び提出会社が有する退職一時金制度に

ついては原則法を採用し、連結子会社４社

が加入する適格年金及び連結子会社９社

が有する退職一時金制度については簡便

法を採用しております。

　

(注) １　　　　　　　同左
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３　退職給付費用に関する事項

　

　

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

(百万円)

イ　勤務費用(注)１ 2,210 1,974

ロ　利息費用 1,663 1,624

ハ　期待運用収益 △1,006 △1,084

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 △402 181

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △1,528 △1,528

ヘ　確定拠出年金への掛金拠出額 76 69

ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 1,013 1,238

　

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　
当連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

(注) １　簡便法を採用している場合の退職給付費用

は「イ 勤務費用」に計上しております。
　
(注) １　　　 　　　　同左

　

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ　割引率 2.5％ 2.5％

ハ　期待運用収益率(注)１ 2.0％ 2.0％

ニ　数理計算上の差異の処理年数(注)２ 15年 15年

ホ　過去勤務債務の処理年数(注)３ ５年 ５年

　

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　
当連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

(注) １　退職給付信託については、予想配当利回り

としております。
　
(注) １　　　 　　　　同左

　　 ２　発生時における従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により、翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

　

　　 ２　　　 　　　　同左

　　 ３　発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法により、発生

年度から費用処理しております。

　

　　 ３　　　 　　　　同左
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産 　

貸倒引当金損金算入限度超過額 40

返品調整引当金否認額 482

販売促進引当金否認額 113

退職給付引当金損金算入限度
超過額

11,025

役員退職慰労引当金否認額 5

のれん償却超過額 1,039

減損損失否認額 21

未払事業税・事業所税 138

繰越欠損金 5,931

たな卸資産・固定資産の
未実現利益

274

その他 2,792

繰延税金資産の合計 21,865

　 　

繰延税金負債 　

租税特別措置法における
積立金・準備金

△1,941

退職給付信託設定益否認額 △5,662

海外関係会社留保利益の配当に
伴う一時差異

△449

その他有価証券評価差額金 △2,300

繰延税金負債の合計 △10,354

　 　

繰延税金資産の純額 11,510
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産 　

貸倒引当金損金算入限度超過額 13

返品調整引当金否認額 421

販売促進引当金否認額 88

退職給付引当金損金算入限度
超過額

8,861

のれん償却超過額 519

減損損失否認額 47

未払事業税・事業所税 152

繰越欠損金 6,873

たな卸資産・固定資産の
未実現利益

321

その他 2,855

繰延税金資産の合計 20,155

　 　

繰延税金負債 　

租税特別措置法における
積立金・準備金

△1,894

退職給付信託設定益否認額 △5,582

海外関係会社留保利益の配当に
伴う一時差異

△331

その他有価証券評価差額金 △726

繰延税金負債の合計 △8,534

　 　

繰延税金資産の純額 11,621
 

　(注)　流動負債のその他の中に繰延税金負債10百万円、
固定負債のその他の中に繰延税金負債　1,334百
万円が含まれております。

　(注)　流動負債のその他の中に繰延税金負債10百万円、
固定負債のその他の中に繰延税金負債　　1,296
百万円が含まれております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の内訳

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下

であるため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の内訳

（単位：％）

法定実効税率 40.7

　 　

持分法投資利益 △1.3

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.9

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3

繰越欠損により控除される税金等調整前当期
純利益

△0.6

住民税均等割等 1.0

繰延税金資産を計上していない未実現利益 △0.7

投資有価証券評価損等スケジューリング不能
な項目

8.9

その他 △3.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.4
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１　ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費

　　　　給料諸手当　27百万円

　　　　その他　　　46百万円

　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　（1）ストック・オプションの内容

　会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年３月29日平成14年３月28日平成15年３月28日平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役20名、当
社従業員411名

当社取締役９名、当
社従業員46名

当社従業員38名

当社取締役11名、当
社監査役４名、当社
従業員1,005名、子
会社取締役８名

株式の種類及び付与数
（株）（注）１

普通株式5,288,000普通株式　528,000　普通株式　304,000　普通株式8,092,000

付与日 平成14年１月７日 平成14年６月10日平成15年４月14日平成16年４月15日

権利確定条件
権利確定条件の定
めはありません。

権利確定条件の定
めはありません。

権利確定条件の定
めはありません。

権利確定条件の定
めはありません。

対象勤務期間
対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

権利行使期間
自 平成16年３月１日
至 平成20年２月29日

自 平成17年３月１日
至 平成20年２月29日

自 平成18年３月１日
至 平成20年２月29日

自 平成19年４月１日
至 平成21年３月31日

　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年３月30日平成18年３月30日平成18年３月30日平成19年３月29日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員127名
当社取締役８名、当
社従業員106名

当社取締役11名、当
社監査役４名、当社
従 業 員 ( 執 行 役
員)10名

当社取締役(社外取
締役除く)９名、当
社従業員(執行役
員)10名

株式の種類及び付与数
（株）（注）１

普通株式 628,000普通株式　950,000　普通株式　129,753　普通株式　149,619

付与日 平成17年４月14日平成18年４月13日平成18年３月31日平成19年４月16日

権利確定条件
権利確定条件の定め
はありません。

権利確定条件の定め
はありません。

（注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定め
はありません。

対象勤務期間の定め
はありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

権利行使期間
自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日

自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日

平成18年４月１日か
ら平成48年３月31日
までの期間内で、当社
取締役会において決
定する。

平成19年４月16日か
ら平成49年４月15日
までの期間内で、当社
取締役会において決
定する。

（注）１　株式数に換算して記載しております。

　　　２　当社の役員等に就任後１年を経過（死亡退任のときは除く。）し、そのいずれの地位も喪失した日（執行役

 　　　　 員については、その地位を喪失した日または従業員退職日のいずれか遅い日とする。）の翌日から10日を

 　　　　 経過する日までの期間に限り、新株予約権を行使できるものとする。
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　（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年３月29日 平成14年３月28日 平成15年３月28日 平成16年３月30日

権利確定前 　 　 　 　

　期首（株） ― ― ― ―

　付与（株） ― ― ― ―

　失効（株） ― ― ― ―

　権利確定（株） ― ― ― ―

　未確定残（株） ― ― ― ―

権利確定後 　 　 　 　

　期首（株） 1,364,000 215,000 184,000 8,092,000

　権利確定（株） ― ― ― ―

　権利行使（株） 366,000 32,000 40,000 73,000

　失効（株） ― ― ― ―

　未行使残（株） 998,000 183,000 144,000 8,019,000

　

　会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年３月30日 平成18年３月30日 平成18年３月30日 平成19年３月29日

権利確定前 　 　 　 　

　期首（株） ― ― ― ―

　付与（株） ― ― ― 149,619

　失効（株） ― ― ― ―

　権利確定（株） ― ― ― 149,619

　未確定残（株） ― ― ― ―

権利確定後 　 　 　 　

　期首（株） 628,000 950,000 129,753 ―

　権利確定（株） ― ― ― 149,619

　権利行使（株） ― ― 12,244 ―

　失効（株） ― ― ― ―

　未行使残（株） 628,000 950,000 117,509 149,619

　

　　②単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年３月29日平成14年３月28日平成15年３月28日平成16年３月30日

権利行使価格（円） 500 491 496 651

行使時平均株価（円） 649 628 641 684

公正な評価単価（付与日）（円）
（注）

― ― ― ―

　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年３月30日平成18年３月30日平成18年３月30日平成19年３月29日

権利行使価格（円） 635 790 1 1

行使時平均株価（円） ― ― 704 ―

公正な評価単価（付与日）（円）
（注）

― ― ― 654

（注） 会社法の施行前に付与されたストック・オプションについては記載しておりません。
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３　ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　　当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の　

　見積方法は以下のとおりである。

　① 使用した評価技法　　　　ブラック・ショールズ式

　② 主な基礎数値及び見積方法　

会社名 提出会社

決議年月日 平成19年３月29日

株価変動性（注）１ 24.3％

予想残存期間（注）２ ６年

予想配当（注）３ 10円／株

無リスク利子率（注）４ 1.339％

（注）１　６年（平成13年４月16日から平成19年４月16日まで）の株価実績に基づき算定しております。

　　　２　付与日から権利行使されると見込まれる平均的な時期までの期間を使用しております。

　　　３　平成18年12月期中間及び平成18年12月期期末の配当実績によっております。

　　　４　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方

　法を採用しております。
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当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１　ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費

　　　　給料諸手当　　29百万円

　　　　その他　　　　49百万円

　

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　（1）ストック・オプションの内容

　会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年３月29日平成14年３月28日平成15年３月28日平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役20名、当
社従業員411名

当社取締役９名、当
社従業員46名

当社従業員38名

当社取締役11名、当
社監査役４名、当社
従業員1,005名、子
会社取締役８名

株式の種類及び付与数
（株）（注）１

普通株式5,288,000普通株式　528,000　普通株式　304,000　普通株式8,092,000

付与日 平成14年１月７日 平成14年６月10日平成15年４月14日平成16年４月15日

権利確定条件
権利確定条件の定
めはありません。

権利確定条件の定
めはありません。

権利確定条件の定
めはありません。

権利確定条件の定
めはありません。

対象勤務期間
対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

権利行使期間
自 平成16年３月１日
至 平成20年２月29日

自 平成17年３月１日
至 平成20年２月29日

自 平成18年３月１日
至 平成20年２月29日

自 平成19年４月１日
至 平成21年３月31日

　

　会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年３月30日平成18年３月30日平成18年３月30日平成19年３月29日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員127名
当社取締役８名、当
社従業員106名

当社取締役11名、当
社監査役４名、当社
従 業 員 ( 執 行 役
員)10名

当社取締役(社外取
締役除く)９名、当
社従業員(執行役
員)10名

株式の種類及び付与数
（株）（注）１

普通株式 628,000普通株式　950,000　普通株式　129,753　普通株式　149,619　

付与日 平成17年４月14日平成18年４月13日平成18年３月31日平成19年４月16日

権利確定条件
権利確定条件の定
めはありません。

権利確定条件の定
めはありません。

（注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

権利行使期間
自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日

自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日

平成18年４月１日か
ら平成48年３月31日
までの期間内で、当社
取締役会において決
定する。

平成19年４月16日か
ら平成49年４月15日
までの期間内で、当社
取締役会において決
定する。
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会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成19年12月28日平成20年３月28日

付与対象者の区分及び人数
当社従業員(執行役
員)６名

当社取締役(社外取
締役除く)９名、当
社従業員(執行役
員)９名

株式の種類及び付与数
（株）（注）１

普通株式  　6,133普通株式　143,771

付与日 平成20年１月17日平成20年４月15日

権利確定条件 （注）３ （注）４

対象勤務期間
対象勤務期間の定
めはありません。

対象勤務期間の定
めはありません。

権利行使期間

平成20年１月17日か
ら平成50年１月16日
までの期間内で、当社
取締役会において決
定する。

平成20年４月15日か
ら平成50年４月14日
まで

（注）１　株式数に換算して記載しております。

　　　２　当社の役員等に就任後１年を経過（死亡退任のときは除く。）し、そのいずれの地位も喪失した日（執行役

 　　　　 員については、その地位を喪失した日または従業員退職日のいずれか遅い日とする。）の翌日から10日を

 　　　　 経過する日までの期間に限り、新株予約権を行使できるものとする。

　　　３　①当社の執行役員の在任期間が１年以上経過（死亡退任のときを除く。）し、その地位を喪失した日または

　　　　　従業員退職日のいずれか遅い日の翌日から10日以内とし、行使に当っては発行された新株予約権を一括して

　　　　　行使する。ただし、取締役会は、執行役員の在任期間が１年未満または在任期間が１年以上で任期途中での

　　　　　退任によりその地位を喪失した場合において、発行から１年経過していない新株予約権を在任期間（１ヶ月

　　　　　未満は１ヶ月とする。）に応じて按分して行使することができる旨決議することができる。この場合按分に

　　　　　より算出された１個未満の端数は切り捨てる。

　　　　　②この他の新株予約権の行使条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で

　　　　　締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

　　　４　①取締役

　　　　　当社の取締役（社外取締役を除く。）に就任後１年を経過（死亡退任のときを除く。）し、かつ、その地

　　　　　位を喪失した日の翌日から10日以内とし、行使に当っては発行された新株予約権を一括して行使する。

　　　　　②執行役員

　　　　　当社の執行役員の在任期間が１年以上経過（死亡退任のときを除く。）し、その地位を喪失した日又は従業

　　　　　員退職日のいずれか遅い日の翌日から10日以内とし、行使に当っては発行された新株予約権を一括して行使

　　　　　する。ただし、取締役会は、執行役員の在任期間が１年未満または在任期間が１年以上で任期途中での退任

　　　　　によりその地位を喪失した場合において、発行から１年経過していない新株予約権を在任期間（１ヶ月未満

　　　　　は１ヶ月とする。）に応じて按分して行使することができる旨決議することができる。この場合按分により

　　　　　算出された１個未満の端数は切り捨てる。

　　　　　③新株予約権を行使できる期間については、上記行使期間内及び①②の期間内で当社取締役会において決定

　　　　　する。

　　　　　④この他の新株予約権の行使条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で

　　　　　締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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　（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年３月29日 平成14年３月28日 平成15年３月28日 平成16年３月30日

権利確定前 　 　 　 　

　期首（株） ─ ─ ─ ─

　付与（株） ─ ─ ─ ─

　失効（株） ─ ─ ─ ─

　権利確定（株） ─ ─ ─ ─

　未確定残（株） ─ ─ ─ ─

権利確定後 　 　 　 　

　期首（株） 998,000 183,000 144,000 8,019,000

　権利確定（株） ─ ─ ─ ─

　権利行使（株） 118,000 16,000 16,000 ─

　失効（株） 880,000 167,000 128,000 ─

　未行使残（株） ─ ─ ─ 8,019,000

　

　会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年３月30日 平成18年３月30日 平成18年３月30日 平成19年３月29日

権利確定前 　 　 　 　

　期首（株） ─ ─ ─ ─

　付与（株） ─ ─ ─ ─

　失効（株） ─ ─ ─ ─

　権利確定（株） ─ ─ ─ ─

　未確定残（株） ─ ─ ─ ─

権利確定後 　 　 　 　

　期首（株） 628,000 950,000 117,509 149,619

　権利確定（株） ─ ─ ─ ─

　権利行使（株） ─ ─ 49,766 64,801

　失効（株） ─ ─ ─ ─

　未行使残（株） 628,000 950,000 67,743 84,818

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成19年12月28日平成20年３月28日

権利確定前 　 　

　期首（株） ─ ─

　付与（株） 6,133 143,771

　失効（株） ─ ─

　権利確定（株） 6,133 143,771

　未確定残（株） ─ ─

権利確定後 　 　

　期首（株） ─ ─

　権利確定（株） 6,133 143,771

　権利行使（株） 1,817 ─

　失効（株） ─ ─

　未行使残（株） 4,316 143,771
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　　②単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年３月29日平成14年３月28日平成15年３月28日平成16年３月30日

権利行使価格（円） 500 491 496 651

行使時平均株価（円） 492 491 491 ―

公正な評価単価（付与日）（円）
（注）

─ ─ ─ ─

　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年３月30日平成18年３月30日平成18年３月30日平成19年３月29日

権利行使価格（円） 635 790 1 1

行使時平均株価（円） ─ ─ 497 497

公正な評価単価（付与日）（円）
（注）

─ ─ ─ 654

　

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成19年12月28日平成20年３月28日

権利行使価格（円） 1 1

行使時平均株価（円） 498 ─

公正な評価単価（付与日）（円）
（注）

450 441

（注） 会社法の施行前に付与されたストック・オプションについては記載しておりません。
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３　ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　　当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の　

　見積方法は以下のとおりである。

　① 使用した評価技法　　　　ブラック・ショールズ式

　② 主な基礎数値及び見積方法　

会社名 (a) 提出会社 (b) 提出会社

決議年月日 平成19年12月28日 平成20年３月28日

株価変動性（注）１ 24.3％ 24.7％

予想残存期間（注）２ ６年 ６年

予想配当（注）３ 10円／株 10円／株

無リスク利子率（注）４ 0.941％ 0.889％

（注）１　(a) ６年（平成14年１月16日から平成20年１月16日まで）の株価実績に基づき算定しております。

　　　　　(b) ６年（平成14年４月15日から平成20年４月15日まで）の株価実績に基づき算定しております。

　　　２　付与日から権利行使されると見込まれる平均的な時期までの期間を使用しております。

　　　３　(a) 平成18年12月期期末及び平成19年12月期中間の配当実績によっております。

　　　　　(b) 平成19年12月期中間及び平成19年12月期期末の配当実績によっております。

　　　４　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方

　法を採用しております。

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

　
ヘルスケア
事業
(百万円)

ハウスホー
ルド事業
(百万円)

化学品
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 135,461168,44832,445 5,360 341,717 ― 341,717

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

15 6 8,388 8,734 17,144(17,144) ―

計 135,476168,45540,834 14,094358,861(17,144)341,717

営業費用 130,062165,33140,998 13,591349,983(17,171)332,811

営業利益又は営業損失(△) 5,414 3,123 △163 503 8,878 26 8,905

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 111,22383,651 44,775 5,007 244,65734,489279,147

減価償却費 4,907 4,461 893 146 10,408 182 10,590

減損損失 7 66 ― ― 74 ― 74

資本的支出 32,994 4,523 1,404 76 38,998 284 39,282

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分は製品及び販売市場等の類似性等を考慮の上、行っております。

(ヘルスケア事業)　　　歯磨、歯刷子、ハンドソープ、鎮痛解熱剤、点眼剤、栄養ドリンク剤、殺虫剤

(ハウスホールド事業)　洗濯用洗剤、台所用洗剤、柔軟剤、住居用洗剤、漂白剤

(化学品事業)　　　　　界面活性剤、脂肪酸窒素化合物

(その他の事業)　　　　建設請負、不動産管理、輸送保管

２　事業区分の変更

当連結会計年度より、従来「家庭品事業」、「薬品事業」、「化学品事業」、「その他の事業」としてきたセグ

メントを「ヘルスケア事業」、「ハウスホールド事業」、「化学品事業」、「その他の事業」として変更して

おります。なお、「化学品事業」、「その他の事業」については従来どおり変更はありません。 

　従来の薬品事業においては鎮痛解熱剤、点眼剤、外用消炎剤のほか歯槽膿漏薬、義歯安定剤や「冷えピタ」

「休足時間」、また平成16年末に取得した殺虫剤など従来の家庭品事業に近い製品分野の拡大が事業構造、収

益構造に大きく影響してきました。また家庭品事業と薬品事業の融合によって生まれた「メディカルヘルス

ケア」を平成18年末に家庭品事業に導入いたしました。 

このように、従来の「家庭品事業」、「薬品事業」の垣根が低くなる中、当社は日用品、一般用医薬品、機能性

食品の３つの大きな市場を融合させた市場を「新・快適生活産業」と位置づけ、この市場を新しい観点から

区分しました。

身体、健康（口腔、毛髪、皮膚等）を対象として使用する剤、用具ならびに内服薬等をあつかう「ヘルスケア事

業」、生活空間（衣類、住空間、什器等）を対象として使用する剤・用具等をあつかう「ハウスホールド事

業」と分類しセグメントを認識することが当社のセグメント別の経営成績の実情をより適正に反映させると

判断し、当連結会計年度に実施した管理上の組織変更にあわせて、この区分に変更しております。 

なお、従来の方法によった場合は以下のとおりであります。
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（従来の方法）

　
家庭品事業
(百万円)

薬品事業
(百万円)

化学品事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 257,53746,37332,445 5,360341,717 ― 341,717

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

8 ― 8,388 8,734 17,131(17,131) ―

計 257,54546,37340,83414,094358,848(17,131)341,717

営業費用 249,76545,32540,99813,591349,679(16,868)332,811

営業利益又は営業損失(△) 7,779 1,048 △163 503 9,168 (262) 8,905

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 124,21771,30444,775 5,007245,30533,842279,147

減価償却費 6,644 2,724 893 146 10,408 182 10,590

減損損失 74 ― ― ― 74 ― 74

資本的支出 6,720 30,797 1,404 76 38,998 284 39,282

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は40,415百万円であり、その主なものは、当社の管理

部門に係わる資産及び繰延税金資産であります。
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当連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
ヘルスケア
事業
(百万円)

ハウスホー
ルド事業
(百万円)

化学品
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 136,384163,54131,474 6,836 338,236 ─ 338,236

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

15 10 10,703 5,224 15,953(15,953) ─

計 136,399163,55242,178 12,060354,190(15,953)338,236

営業費用 128,471162,82742,783 11,819345,900(15,941)329,959

営業利益又は営業損失(△) 7,928 725 △605 241 8,289 (12) 8,277

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 106,46584,704 41,943 4,609 237,72229,715267,438

減価償却費 6,788 4,411 939 121 12,260 183 12,444

減損損失 14 64 ─ ─ 78 ─ 78

資本的支出 3,713 3,711 3,555 360 11,341 375 11,717

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分は製品及び販売市場等の類似性等を考慮の上、行っております。

(ヘルスケア事業)　　　歯磨、歯刷子、ハンドソープ、鎮痛解熱剤、点眼剤、栄養ドリンク剤、殺虫剤

(ハウスホールド事業)　洗濯用洗剤、台所用洗剤、柔軟剤、住居用洗剤、漂白剤

(化学品事業)　　　　　界面活性剤、脂肪酸窒素化合物

(その他の事業)　　　　建設請負、不動産管理、輸送保管

２　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は40,269百万円であり、その主なものは、当社の管理

部門に係わる資産及び繰延税金資産であります。

３　追加情報

有形固定資産の減価償却の方法

　　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に

達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

この結果、従来の方法に比べ、ヘルスケア事業は営業費用が297百万円増加、営業利益が同額減少、ハウスホー

ルド事業は営業費用が317百万円増加、営業利益が同額減少、化学品事業は営業費用及び営業損失が182百万円

増加しております。なお、その他の事業の営業費用及び営業利益に与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益
 
　　売上高
 

　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 286,759 54,957 341,717 ― 341,717

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

921 1,523 2,444 (2,444) ―

計 287,680 56,480 344,161 （2,444) 341,717

営業費用 280,309 55,327 335,636 (2,825) 332,811

営業利益 7,371 1,153 8,524 380 8,905

Ⅱ　資産 219,890 28,242 248,132 31,015 279,147

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　アジア…中国、韓国、タイ

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は40,415百万円であり、その主なものは、当社の管理

部門に係わる資産及び繰延税金資産であります。

　

当連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益
 
　　売上高
 

　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 290,241 47,995 338,236 ─ 338,236

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

974 1,427 2,401 (2,401) ─

計 291,215 49,422 340,638 （2,401) 338,236

営業費用 283,525 48,820 332,346 (2,386) 329,959

営業利益 7,689 602 8,292 (14) 8,277

Ⅱ　資産 215,643 21,539 237,183 30,254 267,438

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　アジア…中国、韓国、タイ

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は40,269百万円であり、その主なものは、当社の管理

部門に係わる資産及び繰延税金資産であります。

４　追加情報

有形固定資産の減価償却の方法

　　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に

達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

この結果、従来の方法に比べ、日本の営業費用が799百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

なお、日本以外のセグメントに与える影響はありません
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

　 アジア その他 計

１　海外売上高(百万円) 56,317 2,984 59,302

２　連結売上高(百万円) ― ― 341,717

３　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 16.5 0.9 17.4

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) アジア…中国、韓国、タイ

　(2) その他…欧州、北米、その他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

　

　 アジア その他 計

１　海外売上高(百万円) 50,117 2,926 53,043

２　連結売上高(百万円) ─ ─ 338,236

３　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 14.8 0.9 15.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) アジア…中国、韓国、タイ

　(2) その他…欧州、北米、その他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自平成19年１月１日　至平成19年12月31日)

子会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
(名)

事業上の
関係

関連
会社

ライオン・
アクゾ㈱

三重県
四日市市

1,000
脂肪酸窒素
誘導体等の
製造販売

直接
50.0

兼任　２
出向　３

脂肪酸窒
素誘導体
等の購入

脂肪酸窒素
誘導体等の
購入

5,884買掛金 2,492

(注) １　取引条件ないし取引条件の決定方法等

取引金額については、原則として市場価格、取引先の総原価及び当社の希望価格に基づいて交渉の上、決定し

ております。

２　取引金額には消費税等を含んでおりませんが、債務の金額には消費税等を含んでおります。

　

当連結会計年度(自平成20年１月１日　至平成20年12月31日)

子会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
(名)

事業上の
関係

関連
会社

ライオン・
アクゾ㈱

三重県
四日市市

1,000
脂肪酸窒素
誘導体等の
製造販売

直接
50.0

兼任　２
出向　３

脂肪酸窒
素誘導体
等の購入

脂肪酸窒素
誘導体等の
購入

5,987買掛金 2,787

(注) １　取引条件ないし取引条件の決定方法等

取引金額については、原則として市場価格、取引先の総原価及び当社の希望価格に基づいて交渉の上、決定し

ております。

２　取引金額には消費税等を含んでおりませんが、債務の金額には消費税等を含んでおります。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり純資産額 382円80銭１株当たり純資産額 362円02銭

１株当たり当期純利益 20円06銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

20円02銭

１株当たり当期純利益 11円23銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

11円22銭

　

算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項　目
前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

当連結会計年度末
(平成20年12月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 107,540　 100,574　

普通株式に係る純資産額（百万円） 103,570　 97,847　

差額の主な内訳（百万円） 　 　 　 　

　新株予約権 74　 109　

　少数株主持分 3,894　 2,617　

普通株式の発行済株式数（千株） 299,115　 299,115　

普通株式の自己株式数（千株） 28,556　 28,835　

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株） 270,559　 270,280　
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２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項　目
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり当期純利益 　 　

当期純利益(百万円) 5,423 3,040

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ─

普通株式に係る当期純利益
(百万円)

5,423 3,040

普通株式の期中平均株式数(千株) 270,386 270,644

　 　 　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

　 　

普通株式増加数(千株) 584 290

(うちストックオプション)(千株) (584) (290)

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に含めなかった潜在株式の
概要

平成16年３月30日定時株主総会決議
ストックオプション
（新株予約権方式）
普通株式 8,019千株
　
平成17年３月30日定時株主総会決議
ストックオプション
（新株予約権方式）
普通株式 628千株
　
平成18年３月30日定時株主総会決議
ストックオプション
（新株予約権方式）
普通株式 950千株

同左
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 5,463 6,213 2.95 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,150 8,300 1.28 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

47,397 39,050 2.10
平成22年1月～
平成26年7月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他有利子負債 　 　 　 　

長期預り金
(固定負債「その他」)

3,406 3,439 2.40 ―

合計 57,417 57,002 ― ―

(注) １　平均利率の算定については、借入金の平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

　 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金
(百万円)

6,050 6,050 2,300 2,300

３　その他有利子負債の「長期預り金」は、取引先からの信認金であります。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

　 　
第147期

(平成19年12月31日)
第148期

(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　　１　現金及び預金 　 　 28,729 　 　 31,716 　

　　２　受取手形
※１
※２

　 8,321 　 　 6,546 　

　　３　売掛金 ※１ 　 40,600 　 　 40,748 　

　　４　商品 　 　 5,818 　 　 6,012 　

　　５　製品 　 　 7,838 　 　 8,680 　

　　６　原材料 　 　 1,756 　 　 1,802 　

　　７　仕掛品 　 　 540 　 　 745 　

　　８　貯蔵品 　 　 804 　 　 643 　

　　９　前払費用 　 　 394 　 　 383 　

　　10　繰延税金資産 　 　 2,284 　 　 2,061 　

　　11　その他 ※１ 　 1,561 　 　 1,156 　

　　12　貸倒引当金 　 　 △859 　 　 △35 　

　　　　流動資産合計 　 　 97,79140.0 　 100,46441.7

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　１　建物 　 37,934 　 　 38,892 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △26,964 10,970 　 △27,816 11,075 　

　　２　構築物 　 6,279 　 　 6,277 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △4,993 1,286 　 △5,137 1,139 　

　　３　機械及び装置 　 88,596 　 　 89,417 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △74,829 13,767 　 △77,666 11,750 　

　　４　車輌及び運搬具 　 378 　 　 387 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △319 59 　 △337 50 　

　　５　工具器具及び備品 　 15,152 　 　 15,385 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △12,864 2,288 　 △13,197 2,187 　

　　６　土地 　 　 10,622 　 　 10,622 　

　　７　建設仮勘定 　 　 56 　 　 1,828 　

　　　　有形固定資産合計 　 　 39,05016.0 　 38,65416.0
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第147期
(平成19年12月31日)

第148期
(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　(2) 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　１　特許権 　 　 284 　 　 226 　

　　２　商標権 　 　 34,633 　 　 30,718 　

　　３　ソフトウェア 　 　 869 　 　 584 　

　　４　その他 　 　 52 　 　 47 　

　　　　無形固定資産合計 　 　 35,83914.7 　 31,57713.1

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　　１　投資有価証券 　 　 18,956 　 　 14,226 　

　　２　関係会社株式 　 　 20,230 　 　 19,921 　

　　３　関係会社出資金 　 　 663 　 　 663 　

　　４　長期貸付金 　 　 95 　 　 85 　

　　５　関係会社長期貸付金 　 　 7,450 　 　 6,950 　

　　６　長期前払費用 　 　 174 　 　 215 　

　　７　前払年金費用 　 　 13,954 　 　 18,163 　

　　８　繰延税金資産 　 　 9,665 　 　 9,656 　

　　９　その他 　 　 535 　 　 516 　

　　10　貸倒引当金 　 　 △42 　 　 △33 　

　　　　投資その他の資産合計 　 　 71,68429.3 　 70,36529.2

　　　　固定資産合計 　 　 146,57560.0 　 140,59758.3

　　　資産合計 　 　 244,366100.0 　 241,061100

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　　１　支払手形
※１
※２

　 999 　 　 1,196 　

　　２　買掛金 ※１ 　 36,472 　 　 39,460 　

    ３　一年以内返済
　　　　長期借入金

　 　 1,150 　 　 8,300 　

　　４　未払金 ※１ 　 3,723 　 　 4,496 　

　　５　未払費用 ※１ 　 27,386 　 　 26,859 　

　　６　未払法人税等 　 　 102 　 　 154 　

　　７　預り金 ※１ 　 11,160 　 　 9,214 　

　　８　返品調整引当金 　 　 1,176 　 　 1,032 　

　　９　販売促進引当金 　 　 278 　 　 216 　

　　10　役員賞与引当金 　 　 82 　 　 60 　

　　11　その他 　 　 30 　 　 62 　

　　　　流動負債合計 　 　 82,56333.8 　 91,05437.8
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第147期
(平成19年12月31日)

第148期
(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　　１　長期借入金 　 　 47,350 　 　 39,050 　

　　２　退職給付引当金 　 　 20,516 　 　 19,416 　

　　３　役員退職慰労引当金 　 　 262 　 　 144 　

　　４　長期預り金 　 　 2,800 　 　 2,859 　

　　　　固定負債合計 　 　 70,92929.0 　 61,47025.5

　　　負債合計 　 　 153,49262.8 　 152,52563.3

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 34,43314.1 　 34,43314.3

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 31,499 　 　 31,499 　 　

　　(2) その他資本剰余金　　 　 6 　 　 ─ 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 31,50512.9 　 31,49913.1

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 5,551 　 　 5,551 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　圧縮記帳積立金 　 752 　 　 701 　 　

　　　　配当積立金 　 2,365 　 　 2,365 　 　

　　　　研究開発積立金 　 830 　 　 830 　 　

　　　　特別償却準備金 　 9 　 　 ─ 　 　

　　　　別途積立金 　 18,280 　 　 18,280 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 9,373 　 　 9,615 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 37,16215.2 　 37,34415.5

　４　自己株式 　 　 △15,727△6.4 　 △15,868△6.6

　　　株主資本合計 　 　 87,37435.8 　 87,40936.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　

　　その他有価証券評価
　　差額金

　 3,425 　 　 1,017 　 　

　　　評価・換算差額等合計 　 　 3,4251.4 　 1,0170.4

Ⅲ　新株予約権 　 　 74 0.0 　 109 0.0

　　　純資産合計 　 　 90,87437.2 　 88,53636.7

      負債純資産合計 　 　 244,366100.0 　 241,061100.0
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② 【損益計算書】

　

　 　
第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　１　商品売上高 　 109,116 　 　 102,362 　 　

　２　製品売上高 　 158,018267,135100.0 164,115266,478100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　

　１　商品期首たな卸高 　 6,653 　 　 5,818 　 　

　２　当期商品仕入高 ※１ 61,312 　 　 53,398 　 　

　　　　合計 　 67,965 　 　 59,217 　 　

　３　他勘定振替高 ※２ 3,101 　 　 2,927 　 　

　４　商品期末たな卸高 　 5,818 　 　 6,012 　 　

　５　商品売上原価 　 　 59,045 　 　 50,276 　

　６　製品期首たな卸高 　 7,891 　 　 7,838 　 　

　７　当期製品製造原価 ※１ 64,086 　 　 68,323 　 　

　　　　合計 　 71,978 　 　 76,162 　 　

　８　他勘定振替高 ※２ 2,337 　 　 44 　 　

　９　製品期末たな卸高 　 7,838 　 　 8,680 　 　

　10　製品売上原価 　 　 61,802 　 　 67,437 　

　　　売上原価合計 　 　 120,84745.2 　 117,71444.2

　　　売上総利益 　 　 146,28754.8 　 148,76355.8

　11　返品調整引当金繰入額 　 　 1,1760.4 　 1,0320.4

　12　返品調整引当金取崩額 　 　 894 0.3 　 1,1760.4

　　　差引売上総利益 　 　 146,00554.7 　 148,90755.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　

　１　販売奨励費 　 16,566 　 　 17,653 　 　

　２　販売促進引当金繰入額 　 278 　 　 216 　 　

　３　販売促進費 　 52,439 　 　 55,535 　 　

　４　運賃保管料 　 11,187 　 　 11,157 　 　

　５　広告宣伝費 　 19,191 　 　 17,590 　 　

　６　給料諸手当 　 8,280 　 　 8,303 　 　

　７　退職給付費用 　 △177 　 　 196 　 　

　８　役員賞与引当金繰入額 　 82 　 　 60 　 　

　９　減価償却費 　 2,579 　 　 4,380 　 　

　10　研究開発費 ※３ 8,171 　 　 8,008 　 　

　11　その他 　 22,347140,94752.8 20,798143,90154.0

　　　営業利益 　 　 5,0581.9 　 5,0061.9
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第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 164 　 　 186 　 　

　２　有価証券利息 　 5 　 　 8 　 　

　３　受取配当金 ※１ 5,067 　 　 2,643 　 　

　４　手数料収入 ※１ 594 　 　 525 　 　

　５　雑益 　 409 6,2412.3 252 3,6151.4

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 ※１ 717 　 　 1,131 　 　

　２　たな卸資産処分損 　 311 　 　 673 　 　

　３　為替差損 　 ─ 　 　 217 　 　

　４　雑損 　 99 1,1280.4 8 2,0310.8

　　　経常利益 　 　 10,1713.8 　 6,5902.5

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　貸倒引当金戻入額 　 894 894 0.3 830 830 0.3

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分損 ※４ 346 　 　 244 　 　

　２　投資有価証券評価損 　 365 　 　 2,016 　 　

  ３  関係会社株式評価損 　 674 　 　 269 　 　

  ４　減損損失 ※５ 74 　 　 78 　 　

  ５　製品回収関連費用 ※６ 1,950 　 　 ─ 　 　

  ６　投資有価証券売却損 　 65 　 　 ─ 　 　

　７　その他 　 70 3,5471.3 73 2,6821.0

　　　税引前当期純利益 　 　 7,5182.8 　 4,7381.8

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

　 40 　 　 40 　 　

　　　法人税等調整額 　 2,390 2,4310.9 1,788 1,8290.7

　　　当期純利益 　 　 5,0871.9 　 2,9081.1
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製造原価明細書

　

　 　
第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 47,476 74.3 51,821 76.2

Ⅱ　労務費 　 4,768 7.5 4,707 6.9

Ⅲ　経費 　 11,632 18.2 11,504 16.9

(うち減価償却費) 　 (4,162)(6.5) (4,417)(6.5)

(うち外注加工費) 　 (2,003)(3.1) (1,559)(2.3)

(うち電力料) 　 (706) (1.1) (738) (1.1)

(うち役務委託料) 　 (2,061)(3.2) (2,250)(3.3)

当期総製造費用 　 63,877100.0 68,033100.0

期首仕掛品たな卸高 　 658 　 540 　

他勘定よりの振替高 　 147 　 580 　

計 　 64,684 　 69,154 　

他勘定への振替高 　 56 　 85 　

期末仕掛品たな卸高 　 540 　 745 　

当期製品製造原価 　 64,086 　 68,323 　

(注) １　労務費のうち、第147期は退職給付費用141百万円、第148期は退職給付費用148百万円であります。

２　原価計算の方法は組別工程別総合標準原価計算であり、期末において原価差額を調整しております。

原価差額配賦内訳は次のとおりであります。

　

配賦項目
第147期
(百万円)

第148期
(百万円)

製品売上原価 △2,132 △1,399

たな卸製品原価 △250 △282

その他 △13 △20

　

３　他勘定振替高の主なものは、製品勘定より仕掛品勘定への受入れ及び経費使用による払出しの額であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年12月31日残高(百万円) 34,433 31,499 ― 31,499

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 　

　自己株式の取得 　 　 　 　

　自己株式の処分 　 　 6 6

　圧縮記帳積立金の取崩 　 　 　 　

　特別償却準備金の取崩 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 6 6

平成19年12月31日残高(百万円) 34,433 31,499 6 31,505

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余

金合計圧縮記帳

積立金

配当積立

金

研究開発

積立金

特別償却

準備金

別途積立

金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高(百万円)5,551 812 2,365 830 19 18,2806,91834,777△15,91384,797

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △2,702△2,702 　 △2,702

　当期純利益 　 　 　 　 　 　 5,0875,087 　 5,087

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　 △147 △147

　自己株式の処分 　 　 　 　 　 　 　 　 334 340

　圧縮記帳積立金の取崩 　 △59 　 　 　 　 59 ― 　 ―

　特別償却準備金の取崩 　 　 　 　 △9 　 9 ― 　 ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計

(百万円)
― △59 ― ― △9 ― 2,4542,384 186 2,576

平成19年12月31日残高(百万円)5,551 752 2,365 830 9 18,2809,37337,162△15,72787,374
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 4,623 4,623 ― 89,421

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 △2,702

　当期純利益 　 　 　 5,087

　自己株式の取得 　 　 　 △147

　自己株式の処分 　 　 　 340

　圧縮記帳積立金の取崩 　 　 　 ―

　特別償却準備金の取崩 　 　 　 ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△1,198 △1,198 74 △1,124

事業年度中の変動額合計(百万円) △1,198 △1,198 74 1,452

平成19年12月31日残高(百万円) 3,425 3,425 74 90,874
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当事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年12月31日残高(百万円) 34,433 31,499 6 31,505

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　

　当期純利益 　 　 　 　

　自己株式の取得 　 　 　 　

　自己株式の処分 　 　 △6 △6

　圧縮記帳積立金の取崩 　 　 　 　

　特別償却準備金の取崩 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ △6 △6

平成20年12月31日残高(百万円) 34,433 31,499 ─ 31,499

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余

金合計圧縮記帳

積立金

配当積立

金

研究開発

積立金

特別償却

準備金

別途積立

金

繰越利益

剰余金

平成19年12月31日残高(百万円)5,551 752 2,365 830 9 18,2809,37337,162△15,72787,374

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △2,706△2,706 　 △2,706

　当期純利益 　 　 　 　 　 　 2,9082,908 　 2,908

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　 △366 △366

　自己株式の処分 　 　 　 　 　 　 △19 △19 225 199

　圧縮記帳積立金の取崩 　 △51 　 　 　 　 51 ─ 　 ─

　特別償却準備金の取崩 　 　 　 　 △9 　 9 ─ 　 ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計

(百万円)
─ △51 ─ ─ △9 ─ 242 181 △141 34

平成20年12月31日残高(百万円)5,551 701 2,365 830 ─ 18,2809,61537,344△15,86887,409
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高(百万円) 3,425 3,425 74 90,874

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 △2,706

　当期純利益 　 　 　 2,908

　自己株式の取得 　 　 　 △366

　自己株式の処分 　 　 　 199

　圧縮記帳積立金の取崩 　 　 　 ─

　特別償却準備金の取崩 　 　 　 ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△2,407 △2,407 35 △2,372

事業年度中の変動額合計(百万円) △2,407 △2,407 35 △2,237

平成20年12月31日残高(百万円) 1,017 1,017 109 88,536
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重要な会計方針

　

項目
第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

ａ　満期保有目的の債券…償却原価法

(定額法)

ｂ　子会社株式及び関連会社株式

　　…移動平均法による原価法

ｃ　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

ａ　満期保有目的の債券…同左

 

ｂ　子会社株式及び関連会社株式

　　…同左

ｃ　その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

                      

 

　　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品、製品

　　　　……先入先出法による原価法

原材料、仕掛品、貯蔵品

　　　　……移動平均法による原価法

商品、製品

　　　　……同左

原材料、仕掛品、貯蔵品

　　　　……同左

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械及び装置
７年、９年、
11年

有形固定資産

同左

　 無形固定資産

　定額法

　なお、ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

無形固定資産

同左

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

同左

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率によ

る計算額を、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 返品調整引当金

　商品・製品の期末日後の返品に備え

るため、返品による損失見込額を計

上しております。

(2) 返品調整引当金

同左
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項目
第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

　 (3) 販売促進引当金

　当期売上にかかわる割戻金等の将来

の支払いに充てるため、代理店・販

売店への当期売上高に対して取引契

約に基づく割戻金等の支払見積額を

計上しております。

(3) 販売促進引当金

同左

　 (4) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しております。

(4) 役員賞与引当金

同左

　 (5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づいて計上し

ております。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により発生

年度から費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による定

額法により、翌期から費用処理する

こととしております。

(5) 退職給付引当金

同左

　 (6) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期

末支給見積額を計上しております。

なお、株式報酬型ストックオプショ

ンの導入に伴い、平成18年3月30日以

降新たな引当を停止しております。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７　ヘッジ会計の方法

 

ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約については振

当処理の要件を満たしている場合は振

当処理を、金利スワップについては特

例処理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。

ヘッジ会計の方法

同左

 

　 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

金利スワップ 　 借入金の金利

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

　 ヘッジ方針

　主として社内管理制度にもとづき、当

社経理部にて為替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ方針

同左

 

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

同左
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表示方法の変更

　
第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

（貸借対照表）
　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「立替
金」については、重要性がなくなったため、当事業年度より
流動資産の「その他」に含めて表示しております。
　なお、当事業年度の「立替金」は、94百万円であります。

（貸借対照表）
　　　　　　　　　　─────

（損益計算書）
　　　　　　　　　　─────

　

（損益計算書）
　前事業年度まで営業外費用の「雑損」に含めて表示し
ておりました「為替差損」については、当事業年度より
区分掲記することといたしました。
　なお、前事業年度の「為替差損」は、24百万円でありま
す。

　

追加情報

第147期
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

───── (有形固定資産の減価償却の方法)

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額の５％に達した事

業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　この結果、従来の方法に比べ、売上原価が559百万円、販

売費及び一般管理費が122百万円増加し、営業利益、経常

利益、税引前当期純利益はそれぞれ681百万円減少してお

ります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
第147期

(平成19年12月31日)
第148期

(平成20年12月31日)

※１　関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。

受取手形及び売掛金 4,798百万円

その他流動資産 554

支払手形及び買掛金 14,152

未払金 2,215

未払費用 5,324

預り金 10,767

※１　関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。

受取手形及び売掛金 4,540百万円

その他流動資産 556

支払手形及び買掛金 14,700

未払金 2,748

未払費用 5,057

預り金 8,818

※２　当事業年度末日満期手形の会計処理は手形交換日

をもって決済処理しております。したがって、当事

業年度末日が金融機関の休日であったため、次の

とおり当事業年度末日満期手形が当事業年度末残

高に含まれております。

受取手形 1,783百万円

支払手形 311百万円

※２　当事業年度末日満期手形の会計処理は手形交換日

をもって決済処理しております。したがって、当事

業年度末日が金融機関の休日であったため、次の

とおり当事業年度末日満期手形が当事業年度末残

高に含まれております。

受取手形 1,577百万円

支払手形 269百万円

　３　偶発債務

　　保証債務

保証先
保証債務額

金額
(百万円)

獅王工業股?有限公司 　 　 140

獅王日用化工(青島) 
有限公司

　 　 884

CJライオン㈱ 　 　 866

ピーティーライオン
ウイングス

　 　 2,324

従業員 　 　 297

計 　 　 4,514

　(注)　上記保証債務は保証先の借入金に対するものであ

ります。

　３　偶発債務

　　保証債務

保証先
保証債務額

金額
(百万円)

獅王工業股?有限公司 　 　 248

獅王日用化工(青島) 
有限公司

　 　 586

CJライオン㈱ 　 　 730

ピーティーライオン
ウイングス

　 　 1,966

ライオンエコケミカルズ有
限公司

　 　 782

従業員 　 　 222

計 　 　 4,536

　(注)　上記保証債務は保証先の借入金に対するものであ

ります。

　４　輸出手形買取未決済高 18百万円
　

　４　輸出手形買取未決済高 15百万円
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(損益計算書関係)

　
第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

仕入高 45,610百万円

受取配当金 4,773　

手数料収入 578 　

支払利息 163 　

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

仕入高 40,661百万円

受取配当金 2,255　

手数料収入 488 　

支払利息 184 　

※２　他勘定振替高

(1) 仕掛品勘定へ振替 147百万円

(2) 販売費及び
　　一般管理費他へ振替

5,290　

　　計 5,438　

※２　他勘定振替高

(1) 仕掛品勘定へ振替 580百万円

(2) 販売費及び
　　一般管理費他へ振替

2,391　

　　計 2,971　

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、8,171百万円

であります。なお、当期製造費用に含まれる研究開発

費はありません。

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、8,008百万円

であります。なお、当期製造費用に含まれる研究開発

費はありません。

※４　このうちの主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置処分損 159百万円

※４　このうちの主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置処分損 133百万円

※５　減損損失

　　　当事業年度において、重要な減損損失はありま

　　　せん。

※５　減損損失

　　　　　　　　　　　同左

※６　「バルサン　飛ぶ虫氷殺ジェット」及び「バルサン

　這う虫氷殺ジェット」の自主回収を行ったこと

に伴い発生した、社告、回収、返金、廃棄等の諸費用

を計上しております。

※６　　　　　　　　─────　　　　　　　
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 28,974,638 235,834 654,182 28,556,290

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　単元未満株式の買取り請求による増加　　235,834株　　     

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　単元未満株式の買増し請求による減少    130,938株　　ストックオプションの権利行使　    523,244株

　

当事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 28,556,290 702,886 424,171 28,835,005

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　単元未満株式の買取り請求による増加　　　702,886株　　     

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　単元未満株式の買増し請求による減少    　157,787株　　ストックオプションの権利行使　   266,384株
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(リース取引関係)

　
第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
車輌及び
運搬具
(百万円)

工具器具
及び備品
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

計
(百万円)

取得価額
相当額

81 879 21 983

減価償却
累計額相当額

35 419 17 471

期末残高
相当額

46 459 4 511

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

　
車輌及び
運搬具
(百万円)

工具器具
及び備品
(百万円)

ソフト
ウェア
(百万円)

計
(百万円)

取得価額
相当額

96 911 15 1,023

減価償却
累計額相当額

53 385 14 453

期末残高
相当額

43 525 1 570

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 190百万円

１年超 320 　

合計 511 　

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 199百万円

１年超 370 　

合計 570 　

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 242百万円

減価償却費相当額 242 　

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 241百万円

減価償却費相当額 241 　

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。
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(有価証券関係)

第147期(平成19年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの。

　

区分
貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1)　子会社株式 ― ― ―

(2)　関連会社株式 69 589 519

計 69 589 519

　

第148期(平成20年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの。

　

区分
貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1)　子会社株式 ─ ─ ─

(2)　関連会社株式 69 461 391

計 69 461 391
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(税効果会計関係)

　
第147期

(平成19年12月31日)
第148期

(平成20年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

　　　繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度
超過額

15

返品調整引当金否認額 478

販売促進引当金否認額 113

退職給付引当金否認額 10,261

のれん償却超過額 1,039

減損損失否認額 21

未払事業税・事業所税 55

繰越欠損金 5,918

その他 2,516

繰延税金資産の合計 20,421

　 　

繰延税金負債 　

租税特別措置法における
積立金・準備金

△523

退職給付信託設定益否認額 △5,662

その他有価証券評価差額金 △2,285

繰延税金負債の合計 △8,471

　 　

繰延税金資産の純額 11,950
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

　　　繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度
超過額

4

返品調整引当金否認額 420

販売促進引当金否認額 88

退職給付引当金否認額 8,106

のれん償却超過額 519

減損損失否認額 47

未払事業税・事業所税 76

繰越欠損金 6,858

その他 2,388

繰延税金資産の合計 18,510

　 　

繰延税金負債 　

租税特別措置法における
積立金・準備金

△481

退職給付信託設定益否認額 △5,582

その他有価証券評価差額金 △729

繰延税金負債の合計 △6,792

　 　

繰延税金資産の純額 11,717
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.7

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入
されない項目

1.8

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△24.3

投資有価証券評価損等
スケジューリング不能な項目

14.5

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

32.3

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.7

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入
されない項目

2.5

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△16.7

投資有価証券評価損等
スケジューリング不能な項目

11.3

その他 0.8

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

38.6
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(１株当たり情報)

　
第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり純資産額 335円60銭１株当たり純資産額 327円17銭

１株当たり当期純利益 18円81銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

18円77銭

１株当たり当期純利益 10円75銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

10円73銭

　

算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

項　目
前事業年度末

(平成19年12月31日)
当事業年度末

(平成20年12月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 90,874　 88,536　
普通株式に係る純資産額（百万円） 90,799　 88,427　
差額の主な内訳（百万円） 　 　 　 　
　新株予約権 74　 109　
普通株式の発行済株式数（千株） 299,115　 299,115　
普通株式の自己株式数（千株） 28,556　 28,835　
１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株） 270,559　 270,280　
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２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　

項　目
第147期

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

第148期
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり当期純利益 　 　

当期純利益(百万円) 5,087 2,908

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ―

普通株式に係る当期純利益
(百万円)

5,087 2,908

普通株式の期中平均株式数(千株) 270,386 270,644

　 　 　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

　 　

普通株式増加数(千株) 584 290

(うちストックオプション)(千株) (584) (290)

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に含めなかった潜在株式の
概要

平成16年３月30日定時株主総会決議
ストックオプション
(新株予約権方式)
普通株式 　8,019千株
 
平成17年３月30日定時株主総会決議
ストックオプション
(新株予約権方式)
普通株式 　628千株
 
平成18年３月30日定時株主総会決議
ストックオプション
(新株予約権方式)
普通株式 　950千株

　　　　　　　同左
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資
有価証券

その他
有価証券

㈱メディセオ・パルタック
ホールディングス

1,579,707 1,693

サハパタナピブル　パブリック 
カンパニーリミテッド

32,188,333 1,506

㈱あらた 3,191,655 1,066

レンゴー㈱ 913,000 671

高砂香料工業㈱ 1,005,014 627

東洋製罐㈱ 373,010 571

王子製紙㈱ 982,000 515

㈱みずほフィナンシャルグループ
第十一回第十一種優先株式

500 500

サハパタナ　インターホールディング　
パブリックカンパニーリミテッド

10,000,000 475

㈱フジ・メディア・ホールディングス 3,564 456

東京放送㈱ 327,200 446

旭化成㈱ 1,123,359 438

その他(133銘柄) 24,673,771 5,257

計 76,361,113 14,224

　

　

【債券】

　

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資
有価証券

満期保有
目的の
債券

地方債 1 1

小計 1 1

計 1 1
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 37,934 1,052 95 38,892 27,816 933 11,075

　構築物 6,279 32 33 6,277 5,137 175 1,139

　機械及び装置 88,596 1,695
875
(77)

89,417 77,666 3,485 11,750

　車輛及び運搬具 378 12 3 387 337 21 50

　工具器具及び備品 15,152 852 620 15,385 13,197 925 2,187

　土地 10,622 7 7 10,622 ─ ─ 10,622

　建設仮勘定 56 5,507 3,735 1,828 ─ ─ 1,828

有形固定資産計 159,021 9,160
5,372
(77)

162,810124,155 5,540 38,654

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　特許権 462 ― ― 462 236 57 226

　商標権 39,283 3 ― 39,286 8,567 3,917 30,718

　ソフトウェア 1,622 10 ― 1,632 1,047 294 584

　その他 480 ─ ─ 480 432 4 47

無形固定資産計 41,848 13 ― 41,862 10,284 4,275 31,577

長期前払費用 309 139 47 401 186 98 215

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― 　　　　― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― 　― ― ― ― ―

(注) １　当期増加額の主なもの

機械及び装置 大阪工場 洗剤設備 558百万円

建物 研究所 建物補強工事 327　

　 本社 建物補強工事 216　

　 　 　 　 　
２　当期減少額の主なもの

機械及び装置 大阪工場 洗剤設備除却 51百万円 

　

３　なお、当期減少額のうち(　)内は内書きで減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 901 39 2 (注)１ 869 68

返品調整引当金 1,176 1,032 ─ (注)２ 1,176 1,032

販売促進引当金 278 216 278　 ─ 216

役員退職慰労引当金 262 ─ 118　 ─ 144

役員賞与引当金 82 60 82 ─ 60

(注) １　債権の回収又は回収可能性の見直しによる取崩額及び一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

２　洗替による当期取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(a) 流動資産

(イ)現金及び預金

　

内訳 金額(百万円)

現金 78

預金 　

当座預金 2,505

普通預金 28,708

通知預金 100

定期預金 200

その他の預金 124

預金計 31,637

合計 31,716

　

(ロ)受取手形

ａ　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

丹平中田㈱ 1,388

シーエス薬品㈱ 857

㈱東京堂 839

㈱リードヘルスケア 580

ニッサン石鹸㈱ 213

その他 2,666

計 6,546
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ｂ　期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成21年１月期日 4,247

平成21年２月期日 1,182

平成21年３月期日 959

平成21年４月期日 145

平成21年５月期日 11

計 6,546

(注)　平成21年１月期日には当事業年度末日満期手形1,577百万円が含まれております。

　

(ハ)売掛金

ａ　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

㈱パルタック 11,503

㈱あらた 6,260

㈱大木 2,741

ライオン歯科材㈱ 1,705

中央物産㈱ 1,357

その他 17,180

計 40,748

　

ｂ　滞留状況
　

期間
前期末残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率
(％)

滞留期間

自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日

40,600 279,012278,864 40,748 87.3 1.75ヵ月

(注) １ 「当期回収高」には、回収の都度品代請求額と相殺した歩引額を含んでおります。

２　算出方法

回収率＝
当期回収高

×100
(前期末売掛金残高＋当期発生高)

　

滞留期間＝
(前期末売掛金残高＋当期末売掛金残高)÷２

当期発生高÷12

　
３　金額は、消費税等を含んでおります。
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(ニ)商品
　

内訳 金額(百万円)

ハウスホールド品 1,623

オーラルケア品 404

ビューティーケア品 986

薬品 1,516

化学品 1,481

計 6,012

　

(ホ)製品
　

内訳 金額(百万円)

ハウスホールド品 5,406

オーラルケア品 1,774

ビューティーケア品 1,131

薬品 319

化学品 48

計 8,680

　

(ヘ)原材料

　

内訳 金額(百万円)

原料 1,661

包装材料 140

燃料 0

計 1,802
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(ト)仕掛品

　

内訳 金額(百万円)

千葉工場 262

小田原工場 136

大阪工場 99

明石工場 221

生産委託協力工場 26

計 745

　

(チ)貯蔵品

　

内訳 金額(百万円)

販売促進材料 467

その他 176

計 643
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(b) 固定資産

(イ)商標権

　

内訳 金額(百万円)

バファリン等商標権 26,103

その他 4,615

計 30,718

　

(ロ)関係会社株式

　

関係会社名 金額(百万円)

ライオンケミカル㈱ 7,800

ＣＪライオン㈱ 3,803

ライオンエコケミカルズ有限公司 3,103

泰国獅王企業有限公司 758

獅王企業(シンガポール)有限公司 739

その他 3,716

計 19,921

　

(ハ)関係会社長期貸付金

　

関係会社名 金額(百万円)

ライオンケミカル㈱ 5,750

一方社油脂工業㈱ 600

ライオン商事㈱ 300

ライオンパッケージング㈱ 300

計 6,950

　

(ニ)前払年金費用

　

内訳 金額(百万円)

確定給付型企業年金に係る前払年金費用 18,163

計 18,163
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(c) 流動負債

(イ)支払手形

ａ　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

佐藤薬品工業㈱ 264

カネヨ石鹸㈱ 227

ジャスコインタナショナル㈱ 73

㈱マスター 59

㈱ジェイアール東日本企画 44

その他 527

計 1,196

　

ｂ　期日別内訳
　

期日 金額(百万円)

平成21年１月期日 571

平成21年２月期日 315

平成21年３月期日 293

平成21年４月期日 16

計 1,196

(注)　平成21年１月期日には、当事業年度末日満期手形269百万円が含まれております。

　

(ロ)買掛金

　

相手先 金額(百万円)

ライオンケミカル㈱ 7,588

ライオンパッケージング㈱ 3,451

ライオン・アクゾ㈱ 2,787

豊田通商㈱ 2,169

大日本印刷㈱ 1,524

その他 21,938

計 39,460
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(ハ)未払費用

　

内訳 金額(百万円)

運賃・保管料 3,221

販売奨励費 2,107

販売促進費 8,577

広告宣伝費 6,834

その他 6,118

計 26,859

　

(d) 固定負債

(イ)長期借入金（一年以内返済長期借入金を含む）

　

相手先 金額(百万円)

㈱みずほ銀行 22,448  （4,104）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 12,678  （2,644）

みずほ信託銀行㈱ 5,162    （776）

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 4,762    （776）

明治安田生命保険相互会社   2,000　　 （－）

その他 300　   （－）

計 47,350  （8,300）

（注）金額の（ ）内は内書きで、一年以内返済長期借入金であります。

　
　

　

(3) 【その他】

記載すべき事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 1,000株未満を表示する株券、1,000株券、10,000株券及び100,000株券

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき250円

単元未満株式の買取及び
買増

　

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取・買増手数料
株式の売買の委託に係る手数料相当額として以下の算式により１単元当たりの金額を
算定し、これを買取ったまたは買増した単元未満株式の数で按分した金額及びこれに
係る消費税等の合計額
(算式)　１株当たりの買取または買増価格に１単元の株式を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％

(円未満の端数を生じた場合は切り捨てる。)
ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とす
る。

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得な
い事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して、これを行う。

株主に対する特典 新製品紹介セット(1,000株以上ご所有の株主様に年１回１セット)

(注)１　「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平

成16年法律第88号）が平成21年１月５日に施行されたことに伴い、当該法令施行日を効力発生日として、定款

における株券を発行する旨の定めを削除したものとみなされ、当社は株券不発行会社となっております。

また、平成20年12月25日開催の取締役会決議により、当該法令施行日を効力発生日とする株式取扱規程の変更

を行い、株券の種類及び株式の名義書換えの該当事項はなくなっています。

２　当社定款の定めにより、当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができません。

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３．募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

４．単元未満株式の買増を請求することができる権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第147期)

自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日

　 平成20年３月31日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(2)半期報告書 (第148期中)
　

自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日

　 平成20年９月12日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(3) 有価証券報告書の
訂正報告書

平成20年３月31日に提出した有価証券報
告書の訂正報告書であります。

　 平成21年２月13日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年３月28日

ライオン株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　矢　　部　　雅　　弘　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　網　　本　　重　　之　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　宏　　和　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているライオン株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ライオン株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

追記情報

　セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の注記に記載されているとおり、会社は当連結会計年度

より事業区分を変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年３月27日

ライオン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　仲　　井　　一　　彦　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　網　　本　　重　　之　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　宏　　和　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているライオン株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ライオン株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年３月28日

ライオン株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　矢　　部　　雅　　弘　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　網　　本　　重　　之　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　宏　　和　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているライオン株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第147期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ライオン株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年３月27日

ライオン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　仲　　井　　一　　彦　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　網　　本　　重　　之　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　宏　　和　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているライオン株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第148期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ライオン株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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